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１ 趣旨 

 

「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号。以

下「法」という。）」に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サ

ービスによる利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の

見直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫

を適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現

することを目指すものである。 

上記を踏まえ、国立研究開発法人建築研究所（以下「当所」という。）は「公共サービ

ス改革基本方針（平成２４年７月２０日閣議決定）別表」において民間競争入札の対象

として選定された「国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援

業務（以下「本業務」という。）」について、公共サービス改革基本方針に従って、民間

競争入札実施要項（以下「実施要項」という。）を定めるものとする。 

 

２ 本業務の概要及びその実施に当たり確保されるべき質に関する事項 

 

(1) 本業務の概要 

ア 対象となる共用計算機システムの概要 

(ｱ) システム概要 

システム導入を計画している建築研究所共用計算機システム（以下「本システム」

という。）は、クラウドサービス、各種ネットワークサーバ、ネットワーク機器及

び運用管理サーバからなるシステムであり、必要とされる基本的要件は以下のと

おりである。 

① 信頼性の高いシステムであること。 

② 高度なシステムの可用性が提供できること。 

③ 高度なセキュリティのネットワークを提供できること。 

④ 利用者、資源等の管理及びシステム運用が、高度かつ柔軟に行える機能を有 

すること。 

⑤ システムの構築及び現行システムからの移行を円滑に行えること。 

⑥ コンパクトで省電力に優れていること。 

⑦ システムのトータルバランスに配慮がされていること。 

(ｲ) 利用者特性 

本システムの利用者は、当所全職員（非常勤職員含む）約 170 名である。 

利用時間は、当所の業務日の通常業務時間（土曜日、日曜日、国民の祝日に関す

る法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年

１月３日までの日（国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く）以外の日の

８時３０分から１７時１５分。）を主とするが、利用時間以外も計画停電、定期点

検及び修理等に限った運用停止を除き、常時利用することを前提とする。 

(ｳ) 設置場所 

本システムの設置場所は、以下の拠点とする。 

  ・国立研究開発法人建築研究所 

   茨城県つくば市立原１番地３ 

イ 対象業務の内容 

  本システムは、クラウドサービス、各種ネットワークサーバ、ネットワーク機器
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及び運用管理サーバからなるシステムであすすり、これらを安定的かつ適切に稼働

させるためのシステム運用管理、エンドユーザサポートを行う。対象業務の具体的

内容は、次のとおりであり、その詳細は、別添２「国立研究開発法人建築研究所共

用計算機システム借入及び運用支援業務調達仕様書」による。 

    １．業務計画書の作成 

     契約締結後速やかに業務の実施方針や手順等を記載した業務計画書の作成を行

う。 

２．クラウドサービスの提供及びサーバ機器等の賃貸借を行うこと。 

      なお、提案するサービス及び機器は、入札時点で原則として製品化されてい

ること。入札時点で製品化されていない機器、又はソフトウェアにより応札す

る場合には、要件を満たすこと及び納入期限までに製品化され納入できること

を証明できる書類を添付すること。 

      クラウドサービス及びサーバ機器等に要求する最低限の要件は別添２「国立

研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務調達仕様書」

による。ただし、指定した要件・機能を満たすことができる機能・技術・構成

（クラウドサービス、ハウジングサービス等を含む）が別にある場合は、その

ことを証明する資料を添付した上で提案してもよい。そのため、別添２「国立

研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務調達仕様書

４．調達物品名及び構成内訳」も原則とし、省エネ、構成のトータルバランス

等を考慮した結果、これと同等以上に要求性能が満たされていると判断された

場合は、他の構成としてもよい。その場合、当該システムが同等以上と判断で

きる資料を添付すること。 

    ３．サーバ機器等の設置を行うこと。なお、搬入、据付、配線、調整、既設設備

との接続に要する全ての費用は本業務に含まれる。 

    ４．OS やソフトウェアのインストール、設定、動作確認を行うこと。 

    ５．当所に対してクラウドサービス及びシステム運用管理サポート、エンドユー

ザサポートを行うこと。 

    ６．クラウドサービス及びサーバ機器等並びにソフトウェアの保守を行うこと。 

    ７． 現行のシステムからデータ等を移行し、引き続き業務を遂行できるようにす

ること。 

    ８．設定情報、マニュアル等の成果物を納品すること。成果物は原則として日本

語版で提供すること。 

    ９．解約及び借入期間満了時に借入物品を撤去すること。なお、撤去に要する全

ての費用は本業務に含むものとする。 

   １０．本業務の借入期間満了に際し、業務受注者の変更が生じた場合は、次回業務

の受注者に対し業務の引継ぎを行うこと。 

   １１．実施状況等の報告 

     業務の実施状況や今後の実施方針について、月１回程度開催する定例会議で報

告等を行うこと。 

  ウ 履行場所及び実施体制 

(ｱ) 履行場所 

本業務の履行場所は、国立研究開発法人建築研究所（茨城県つくば市立原１番

地３）とする。 

(ｲ) 業務実施体制 



- 3 - 

 

本システムの運用管理は、当所の業務日の通常業務時間内に、履行場所へ専任

技術者を 1 名以上常駐させること。常駐させる専任技術者が休暇等で不在とな

る場合は、その代替要員として、別添２「国立研究開発法人建築研究所共用計

算機システム借入及び運用支援業務調達仕様書７．エンドユーザサポート（３）

技術者要件」を満たし、かつ、本業務について十分理解している専任技術者を

常駐させること。また、常駐する専任技術者又は代替要員となる専任技術者を

サポートするための後方支援部門を有すること。 

  エ 業務日及び業務実施時間 

    本システムは原則として２４時間３６５日稼働するものとする。ただし、本シス

テムの運用管理の業務日及び実施時間は、当所の業務日の通常業務時間（8 時 30 分

から 17 時 15 分まで）とする。なお、事前に予想しえない突発的なシステム障害、

情報セキュリティに係る事故等の緊急に作業が必要と判断される場合においては、

本システムの運用管理の業務日の実施時間以外においても業務を行うこと。ただし、

災害対応については別途協議する。 

 (２) 確保されるべき対象業務の質 

ア 業務内容 

別添２「国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業

務調達仕様書」に示す業務を適切に実施すること。 

イ サービスレベルアグリーメント（Service Level Agreement）の締結 

  本業務の効率化と品質向上並びに円滑化を図るため、別添２「国立研究開発法

人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務調達仕様書」に示す指標

に対して、サービスレベルアグリーメント（SLA）を締結し、以下の内容を満た

すこと。 

(ｱ)共用計算機システム全体の稼働率 

 稼働率は、99.9%以上とし、以下の計算により算出する。 

稼働率（%）＝「年間実稼働時間」／「計画停止等を除いた年間予定稼働時間」×100 

(ｲ)質問等の回答率（月平均回答率） 

 利用者からの質問等（受注者の知見で回答できないものを除く。）に対する２

４時間以内の回答率は９０％以上とすること。回答率は以下の計算式による。 

 回答率（％） ＝（一月あたりの２４時間以内の回答数） 

                 ／（一月あたりの質問等の数）×１００ 

(ｳ)ヘルプデスク利用者アンケート満足度調査 

業務開始後、年に 1 回の割合でヘルプデスク利用者に対して、次の項目の満足

度についてアンケートを実施し、その結果の基準スコア（７０点）を維持するこ

と。 

   ・ 問い合わせから回答までに要した時間 

   ・ 回答又は手順に対する説明の分かりやすさ 

   ・ 回答又は手順に対する結果の正確性 

   ・ 担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁寧さ等） 

各質問とも、「満足」（配点 100 点）、「ほぼ満足」（同 80 点）、「普通」（同 60 点）、

「やや不満」（同 40 点）、「不満」（同０点）で採点し、各利用者の４つの回答の平均

スコア（100 点満点）を算出する。 

アンケートについては、別紙１「国立研究開発法人建築研究所共用計算機システ

ム借入及び運用支援業務のヘルプデスクに関する満足度調査」を参照のこと。 
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(ｴ)作業遅延の件数 

 監督職員が示す所定の期日までに作業が完了しない件数は、０件とすること。

対象となる作業を以下に示す。なお、監督職員が示す所定の期日は、以下の作業

を行うにあたり、受注者と協議して設定するものとする。 

 ・ソフトウェアぜい弱性情報の適用作業 

 ・メールアカウント、パスワード及びメーリングリストの登録、削除及び修正

作業 

 ・所内ネットワーク接続のための IP アドレス割り当て作業、ユーザ登録、削除

及び修正作業 

  ウ 本システム運用上の重大障害件数 

長期にわたり正常に稼働できない事態・状況及び保有するデータの喪失等によ

り、業務に多大な支障が生じるような重大障害を発生させないこと。発生した場

合は、別途協議とする。 

エ セキュリティ上の重大障害件数 

個人情報、施設等に関する情報その他の契約履行に際し知り得た情報の漏えい

を発生させないこと。発生した場合は、別途協議とする。 

(３) 支払いに関する事項 

ア 契約の形態は、業務請負契約とする。 

イ 当所は、業務請負契約に基づき、受注者が実施する本業務について、契約の履行

に関し、別添２「国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支

援業務調達仕様書」に定めた内容に基づく監督・検査を実施するなどして適正に実

施されていることを確認した上で、適法な支払請求書を受領した日から起算して

30 日以内に支払うものとする。確認の結果、確保されるべき対象業務の質が達成

されていないと認められる場合、又は達成できないおそれがある場合、当所は、確

保されるべき対象業務の質の達成に必要な限りで、受注者に対して本業務の実施方

法の改善を行うよう指示することができる。受注者は、当該指示を受けて業務の実

施方法を改善し、業務改善報告書を速やかに当所に提出するものとする。当所は、

業務改善報告書の内容が確保されるべき対象業務の質が達成可能なものであると

認められるまで、請負費の支払いを行わないことができる。 

ウ 法令の変更により受注者に生じた合理的な増加費用及び損害は、アからウに該当 

 する場合には当所が負担し、それ以外の法令変更については受注者が負担する。 

  (ｱ) 本業務に類型的又は特別に影響を及ぼす法令変更及び税制度の新設 

    (ｲ) 消費税その他類似の税制度の新設・変更（税率の変更含む） 

    (ｳ) 上記ア及びイのほか、法人税その他類似の税制度の新設・変更以外の税制度 

      の新設・変更（税率の変更含む） 

 

３ 実施期間に関する事項 

 

本業務の契約期間は、契約締結日から令和１０年３月３１日までとする。なお、運用開

始は令和５年４月１日、運用開始までの準備期間は契約締結日から令和５年３月３１日

までとする。 

受注者は、運用開始日までに必要な準備（機器の調達、構築、データ移行、現行業務受

注者からの引継ぎ等）を行うこと。 
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４ 入札参加資格に関する事項  

 

(1) 法第 15 条において準用する法第 10 条各号（第 11 号を除く。）に該当する者でな

いこと。 

(2) 別添３「国立研究開発法人建築研究所契約業務取扱規程」第５条に規定される次の

事項に該当する者は競争に参加する資格を有さない。ただし、未成年、被保佐人又

は被補助者であって、契約締結のために必要な同意を得ている者についてはこの限

りでない。 

 ア 当該契約を締結する能力を有しない者 

 イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第七十七号）

第三十二条第一項各号に掲げる者 

 エ 次の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後２年間を経過していな

い者 

(ｱ) 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若

しくは数量に関して不正の行為をした者 

(ｲ) 公正な競争の失効を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を

得るために連合した者 

(ｳ) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

(ｴ) 監督又は検査の実施に当たり職員の執務の執行を妨げた者 

(ｵ) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

(ｶ) 契約により、契約の後に対価の額を確定する場合において、当該対価の請求

を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行ったとき。 

(ｷ) 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行に

当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

   オ 令和０４・０５・０６年度の競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」

に格付けされた関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 

   カ 法人税及び消費税並びに地方消費税の滞納がないこと。 

   キ 労働保険、厚生年金等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。 

   ク 国立研究開発法人建築研究所及び国土交通省国土技術政策総合研究所から指名

停止を受けている期間中でないこと。 

   ケ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものと

して、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者

でないこと。 

   コ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者、又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者は、本入札に参加することがで

きない。 

   サ 本業務を実施する部門において、下記の認証等を取得していること。 

(ｱ) ISO9001 の登録認証 

(ｲ) プライバシーマークの付与又は ISMS27001 の登録認証を受けていること。 

   シ 当所の規模と同等のシステム導入において５年以上の従事経験を有すること。 

   ス 過去 5 年以内に当所と同等規模のシステム構築、運用、開発、セキュリティ対

策、ネットワーク構築等の業務を請け負った実績があること。 
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   セ 障害連絡後２時間以内に障害復旧作業に着手できる地点に、保守要員が常駐す

るサービス拠点が整備されていること。 

 (３) 単独で本業務を行えない場合は、適正な業務を遂行できる入札参加グループ（本業

務を共同して行うことを目的として複数の民間事業者により構成される組織をい

う。以下同じ。）として参加することができる。その場合、その構成員の中から代

表者を選定するとともに、代表が本調達に係る応札・連絡調整を行うこととする。

入札参加グループのその他の構成員は、上記（１）及び（２）を満たす必要があ

り、また、他の共同体の構成員となり、又は、単独で参加することはできない。

また、入札参加グループの代表者及び構成員は、入札参加グループの結成に関す

る協定書（又はこれに類する書類）を作成し、提出すること。 

 

５ 入札に参加する者の募集に関する事項 

 

（１） スケジュール 

入札公告：官報公告            令和 4 年 9 月 1 日（木） 

入札説明会                令和 4 年 10 月上旬頃 

総合評価技術審査申請書類提出期限     令和 4 年 10 月 27 日（木） 

資料閲覧期限               令和 4 年 10 月 27 日（木） 

総合評価技術審査申請書の審査       令和 4 年 11 月上旬から中旬頃 

質問受付期限               令和 4 年 11 月 10 日（木） 

入札書提出期限              令和 4 年 11 月 17 日（木） 

開札                   令和 4 年 11 月 24 日（木） 

契約締結                 令和 4 年 11 月下旬 

運用開始                 令和 5 年 4 月 1 日(土) 

※本業務関係資料等の閲覧及び本業務実施場所（OA 室）の確認を希望する場合

は、必ず資料閲覧可能期間に、以下の連絡先にあらかじめ連絡の上、別添１「国

立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務 資料閲

覧等申込書」に記載し、閲覧日及び閲覧希望資料を調整すること。 

 資料閲覧可能期間：令和４年９月 1 日（木）（入札公告の日）から 

令和４年 10 月 27 日（木）（総合評価技術審査申請書提出期限の日）まで 

 〒305-0802 茨城県つくば市立原１番地３ 

 国立研究開発法人建築研究所企画部情報・技術課情報担当 

 電話番号：029-879-0654  FAX：029-864-2989 

 受付時間：平日の 9 時 00 分から 17 時 00 分まで 

（12 時 00 分から 13 時 00 分は除く） 

    本業務の入札に関する質問及び問い合わせは、令和 4 年 11 月 10 日（木）から令

和 4 年 11 月 17 日（木）17 時 00 分まで随時受け付ける。詳細は別添４「入札説明

書」を参照すること。 

（２）入札書類 

入札参加者は、次に掲げる書類を別添４「入札説明書」に記載された期日及び方法
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により提出すること。 

ア．総合評価のための書類 

総合評価のための書類について、別添４「入札説明書」に基づき「総合評価技

術審査申請書」として取りまとめた書類 

イ．入札書 

入札金額（１ヶ月あたりの借入代金の110分の100に相当する金額。）を記載

した書類 

ウ．委任状 

代理人に委任したことを証明する書類 

ただし、代理人による入札を行う場合に限る。 

エ．法第15条において準用する法第10条に規定する欠格事由のうち、暴力団排除

に関する規定について評価するために必要な書類。（落札予定者となった者のみ

提出。） 

オ．法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（直近のもの） 

カ．入札参加グループによる参加の場合は、入札参加グループ内部の役割分担につ

いて定めた協定書又はこれに類する書類 

 

６ 本業務を実施する者を決定するための評価の基準その他本業務を実施する者の決定に

関する事項 

 

以下に本業務を実施する者の決定に関する事項を示す。なお、詳細は別添４「入札

説明書」によるものとする。 

(1) 評価方法 

本業務を実施する者の決定は、総合評価落札方式（加算方式）によるものとする。

なお、技術的要件の評価に当たっては、入札プロセスの中立性、公正性等を確保す

るため、当所の契約審査会の審査を受けるものとする。 

また、総合評価は、価格点（入札価格の得点）に技術点（総合評価技術審査申請

書の内容を評価した得点）を加えて得た数値（以下｢総合評価点｣という。）をもって

行い、価格点と技術点の比率は１：１とする。 

 

総合評価点 ＝ 価格点（５００点満点） ＋ 技術点（５００点満点） 

 

価格点は、入札価格を予定価格で除して得た値を１から減じて得た値に入札に対

する得点配分を乗じて得た値とする。 

 

技術点は、提案書総合評価基準で明示された評価項目において、必須項目と定め

られた要求要件を全て満たしている場合に「合格」とし、「基礎点」１００点を与え

る。必須とする項目で要求要件を超える項目及び必須とする項目以外の項目につい

ては、提出された総合評価に関する資料に基づき、評価基準によって示される得点

配分にしたがい加点を最大４００点まで与える。なお、加点部分の評価は、以下の

評価基準に基づき点数化するものとし、加点の基準に達しない評価項目は０点とす

る。 

技術点 ＝ 基礎点（１００点） ＋ 加点（４００点） 

(2) 落札者の決定 
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ア 別添３「国立研究開発法人建築研究所契約業務取扱規程」第 26 条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内であり、かつ、「総合評価落札方式」によ

って得られた数値の最も高い者を落札者とする。ただし、別添３「国立研究開発

法人建築研究所契約業務取扱規程」第 32 条第 2 項の基準を定めるので、基準に該

当する入札が行われた場合は、入札の結果を保留する。この場合、入札参加者は、

当所の行う同条第 3 項の調査に協力しなければならない。 

イ 調査の結果、別添３「国立研究開発法人建築研究所契約業務取扱規程」第 32 条

第 1 項の規定に該当すると認められるときは、その定めるところにより、予定価

格の制限の範囲内で、かつ、「総合評価落札方式」によって得られた数値の次順位

の者を落札者とすることがある。 

ウ 落札者となるべき者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせ、

落札者を決定するものとする。また、入札者又は代理人がくじを引くことができ

ないときは、入札執行事務に関係のない職員がこれに代わってくじを引き、落札

者を決定するものとする。 

エ 契約職等は、落札者を決定したときに入札者にその氏名（法人の場合はその名

称）及び金額を口頭で通知する。ただし、上記イにより落札者を決定する場合に

は別に書面で通知する。 

(3) 落札決定の取消し 

ア 落札者が、契約職等から求められたにもかかわらず契約書の取り交わしを行わ

ないときは、落札者の決定を取り消す。ただし、契約職等が、正当な理由がある

と認めたときはこの限りではない。 

 (4) 落札者が決定しなかった場合の措置 

初回の入札において入札参加者がなかった場合、必須項目を全て満たす入札参加

者がなかった場合又は再度の入札を行ってもなお落札者が決定しなかった場合は、

原則として、入札条件等を見直した後、再度公告を行う。 

なお、再度の入札によっても落札者となるべき者が決定しない場合又は本業務の

実施に必要な期間が確保できないなどやむを得ない場合は、現行事業の契約延長等

を行うものとし、その理由を官民競争入札等監理委員会（以下、「監理委員会」とい

う。）に報告するとともに公表するものとする。 

 

７ 本業務に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

 

(1)開示情報 

対象業務に関して、以下の情報は別紙２｢従来の実施状況に関する情報の開示」のと

おり開示する。 

ア 従来の実施に要した経費 

イ 従来の実施に要した人員 

ウ 従来の実施に要した施設及び設備 

エ 従来の実施における目標の達成の程度 

オ 従来の実施方法等 

  (2)資料の閲覧 

   前項オ「従来の実施方法等」の詳細な情報は、民間競争入札に参加する予定の者か

ら要望があった場合、現行業務の運用設計書等について、所定の手続きを踏まえた

上で閲覧可能とする。閲覧を希望する場合の手続き等の詳細は、「５ 入札に参加す



- 9 - 

 

る者の募集に関する事項」及び別添２「国立研究開発法人建築研究所共用計算機シ

ステム借入及び運用支援業務調達仕様書」「１１．３ 閲覧資料及び実施場所の確認」

を参照すること。また、民間競争入札に参加する予定の者から追加の資料の開示に

ついて要望があった場合は、当所は法令及び機密性等に問題のない範囲で適切に対

応するよう努めるものとする。 

 

８ 本業務の請負業者に使用させることができる財産に関する事項 

 

(1) 当所の財産の使用 

受注者は、本業務の遂行に必要な施設、設備等として、次に掲げる施設、設備等

を適切な管理の下、無償で使用することができる。 

ア 業務に必要な電気設備、端末等 

イ その他、当所と協議し承認された業務に必要な施設、設備等 

(2) 使用制限 

ア 受注者は、本業務の実施及び実施に付随する業務以外の目的で使用し、又は利

用してはならない。 

イ 受注者は、あらかじめ当所と協議した上で、当所の業務に支障を来たさない範

囲内において、施設内に運用管理業務の実施に必要な設備等を持ち込むことがで

きる。 

ウ 受注者は、設備等を設置した場合は、設備等の使用を終了又は中止した後、直

ちに、必要な原状回復を行う。 

エ 受注者は、既存の建築物及び工作物等に汚損・損傷等を与えないよう十分に注

意し、損傷（機器の故障等を含む。）が生じるおそれのある場合は、養生を行う。

万一損傷が生じた場合は、受注者の責任と負担において速やかに復旧するものと

する。 

 

９ 本業務受注者が、本業務を実施するにあたり、当所に対して報告すべき事項、秘密を

適正に取り扱うために必要な措置その他の本業務の適正かつ確実な実施の確保のために

本業務受注者が講じるべき措置に関する事項 

 

(1) 本業務受注者が当所に報告すべき事項、当所の指示により講じるべき措置 

ア 報告等 

(ｱ) 受注者は、仕様書に規定する業務を実施したときは、当該仕様書に基づく各種

報告書を当所に提出しなければならない。 

(ｲ) 受注者は、本業務を実施したとき、又は完了に影響を及ぼす重要な事項の変更

が生じたときは、直ちに当所に報告するものとし、当所と受注者が協議するも

のとする。 

(ｳ) 受注者は、契約期間中において、(ｲ)以外であっても、当所からの求めに応じ報

告を行う。 

イ 調査 

(ｱ) 当所は、本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認めると

きは、法第 26 条第１項に基づき、受注者に対し必要な報告を求め、又は当所の

職員が受注者の事務所に立ち入り、当該業務の実施の状況若しくは記録、帳簿

書類その他の物件を検査し、又は関係者に質問及び関係書類の提出を求めるこ
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とができる。 

(ｲ) 立入検査をする当所の職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26 条第

１項に基づくものであることを受注者に明示するとともに、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者に提示するものとする。 

ウ 指示 

当所は、本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要と認めるときは、

受注者に対し、必要な措置を取るべきことを指示することができる。 

(2) 秘密を適正に取り扱うために必要な措置 

ア 受注者は、本業務の実施に際して知り得た当所の情報等（公知の事実等を除く）

を、第三者に漏らし、盗用し、又は本業務以外の目的のために利用してはならな

い。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した場合は、法第 54 条により罰則の適

用がある。 

イ 受注者は、本業務の実施に際して得られた情報処理に関する利用技術（アイデ

ア又はノウハウ）については、受注者からの文書による申出を当所が認めた場合

に限り、第三者へ開示できるものとする。 

ウ 受注者は、当所から提供された個人情報及び業務上知り得た個人情報について、

独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 59号）

に基づき、適切な管理を行わなくてはならない。また、当該個人情報については、

本業務以外の目的のために利用してはならない。 

エ 受注者は、「国立研究開発法人建築研究所情報セキュリティポリシー」に準拠し

た情報セキュリティ対策の履行が不十分と見なされるとき又は受注者において本

業務に係る情報セキュリティ事故が発生した時は、必要に応じて当所の行う情報

セキュリティ対策に関する監査を受け入れること。 

オ 受注者は、本業務の開始時に、本業務に係る情報セキュリティ対策とその実施

方法及び管理体制について、当所に書面で提出すること。 

カ 受注者は、当所から秘密情報を提供された場合には、当該情報の秘密性に応じ

て適切に取り扱うための措置を講ずること。また、本業務において当所が作成す

る情報については、監督職員からの指示に応じて適切に破棄すること。 

キ 受注者は、当所から提供された秘密情報が業務終了等により不要になった場合

は、確実に返却又は破棄すること。また、本業務において受注者が作成した情報

についても、監督職員からの指示に応じて適切に取り扱うこと。 

ク アからキまでのほか、当所は、受注者に対し、本業務の適正かつ確実な実施に

必要な限りで、秘密を適正に取り扱うために必要な措置を採るべきことを指示す

ることができる。 

(3) 契約に基づき受注者が講じるべき措置 

ア 本業務開始 

受注者は、本業務の開始日から確実に業務を開始すること。 

イ 権利の譲渡 

受注者は、債務の履行を第三者に引き受けさせ、又は契約から生じる一切の権

利若しくは義務を第三者に譲渡し、承継せしめ、若しくは担保に供してはならな

い。ただし、書面による当所の事前の承認を得たときは、この限りではない。 

ウ 権利義務の帰属等 

(ｱ)本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するときは、受注

者は、その責任において、必要な措置を講じなくてはならない。 
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(ｲ)受注者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、当所の

承認を受けなければならない。 

エ 契約不適合責任 

(ｱ) 当所は、成果物の引渡し後に発見された瑕疵について、引渡し後１年間は、受

注者に補修を請求できるものとし、補修に必要な費用は、全て受注者の負担と

する。 

(ｲ) 成果物の瑕疵が受注者の責に帰すべき事由によるものである場合は、当所は、

前項の請求に際し、これによって生じた損害の賠償を併せて請求することがで

きる。 

オ 再委託 

(ｱ) 受注者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはならない。 

(ｲ) 受注者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合には、

原則として、あらかじめ総合評価技術審査申請書において、再委託先に委託す

る業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の履行能力並

びに報告徴収、個人情報の管理その他運営管理の方法（以下「再委託先等」とい

う。）について記載しなければならない。 

(ｳ) 受注者は、契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託

先等を明らかにした上で、当所の承認を受けなければならない。 

(ｴ) 受注者は、(ｲ)又は(ｳ)により再委託を行う場合には、受注者が当所に対して負

う義務を適切に履行するため、再委託先等の事業者に対し前項「(2)秘密を適正

に取り扱うために必要な措置」及び本項「(3)契約に基づき受注者が講じるべき

措置」に規定する事項その他の事項について、必要な措置を講じさせるととも

に、再委託先等から必要な報告を聴取することとする。 

(ｵ) (ｲ)から(ｴ)までに基づき、受注者が再委託先等の事業者に義務を実施させる場

合は、全て受注者の責任において行うものとし、再委託先等の事業者の責に帰

すべき事由については、受注者の責に帰すべき事由とみなして、受注者が責任

を負うものとする。 

カ 契約内容の変更 

当所及び受注者は、本業務の質の確保の推進、またはその他やむをえない事由

により本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を提出し、

それぞれの相手方の承認を受けるとともに法第 21 条の規定に基づく手続を適切

に行わなければならない。 

キ 契約の解除 

当所は、受注者が次のいずれかに該当するときは、受注者に対し請負費の支払

を停止し、又は契約を解除若しくは変更することができる。この場合、受注者は

当所に対して、契約金額から消費税及び地方消費税を差し引いた金額の 100 分の

10 に相当する金額を違約金として支払わなければならない。その場合の算定方法

については、当所の定めるところによる。ただし、同額の超過する増加費用及び

損害が発生したときは、超過分の請求を妨げるものではない。 

また、受注者は、当所との協議に基づき、本業務の処理が完了するまでの間、責

任を持って当該処理を行わなければならない。 

(ｱ) 法第 22 条第１項イからチまで又は同項第２号に該当するとき。 

(ｲ) 暴力団員を、業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになった場

合。 
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(ｳ) 暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかになった

場合。 

(ｴ) 再委託先等が、暴力団若しくは暴力団員により実質的に経営を支配される事業

を行う者又はこれに準ずる者に該当する旨の通知を、警察当局から受けたとき。 

(ｵ) 再委託先等が暴力団又は暴力団関係者と知りながらそれを容認して再委託契

約を継続させているとき。 

ク 談合等不正行為 

受注者は、談合等の不正行為に関しては、受注者と締結する「業務請負契約書」

によるものとする。 

ケ 損害賠償 

受注者は、受注者の故意又は過失により当所に損害を与えたときは、当所に対

し、その損害について賠償する責任を負う。 

コ 不可抗力免責・危険負担 

当所及び受注者の責に帰すことのできない事由により契約期間中に物件が滅失

し、又は毀損し、その結果、当所が物件を使用することができなくなったときは、

受注者は、当該事由が生じた日の翌日以後の契約期間に係る代金の支払を請求す

ることができない。 

サ 金品等の授受の禁止 

受注者は、本業務の実施において、金品等を受け取ること、又は、与えることを

してはならない。 

シ 宣伝行為の禁止 

受注者及び本業務に従事する者は、本業務の実施に当たっては、自ら行う業務

の宣伝を行ってはならない。また、本業務の実施をもって、第三者に対し誤解を

与えるような行為をしてはならない。 

ス 法令の遵守 

受注者は、本業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守しなくて

はならない。 

セ 安全衛生 

受注者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、責

任者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 

ソ 記録及び帳簿類の保管 

受注者は、本業務に関して作成した記録及び帳簿類を、本業務を終了し、又は

中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間、保管しなければならない。 

   タ 本業務の引継ぎ 

    (ｱ)現行業務受注者からの引継ぎ 

     受注者は、本業務が適切かつ円滑にできるよう現行業務受注者から本業務の開

始日までに必要な業務引継ぎを受けなければならない。 

     また、当所は、当該業務引継ぎが円滑に実施されるよう、現行業務受注者及び

受注者に対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。

なお、業務引継ぎの際に現行業務受注者に発生した経費は、現行業務受注者の、

また受注者に発生した経費は、受注者の負担とする。 

    (ｲ)業務期間満了の際、業者変更が生じた場合の引継ぎ 

      本業務期間満了の際、業者変更が生じた場合は、受注者は、次回業務の受注者

に対し、次回業務の開始日までに必要な業務引継ぎを行わなければならない。 
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      また、当所は、当該業務引継ぎが円滑に実施されるよう、受注者及び次回業務

の受注者に対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認

する。なお、当該業務引継ぎの際に発生した経費は、受注者の、次回業務の受

注者に発生した経費は、次回業務の受注者の負担となる。 

チ 契約の解釈 

契約に定めのない事項及び契約に関して生じた疑義は、当所と受注者との間で

協議して解決する。 

 

10 本業務受注者が本業務を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合において、その

損害の賠償に関し契約により本業務受注者が負うべき責任に関する事項 

 

本業務を実施するに当たり、受注者又はその職員その他の本業務に従事する者が、

故意又は過失により、本業務の受益者等の第三者に損害を加えた場合は、次のとおり

とする。 

(1) 当所が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 709 条等の規定に基づき当該第三者に対

する賠償を行ったときは、当所は受注者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額

（当該損害の発生について当所の責めに帰すべき理由が存する場合は、当所が自ら

賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償することができる。 

(2) 受注者が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 709 条等の規定に基づき当該第三者に

対する賠償を行った場合であって、当該損害の発生について当所の責めに帰すべき

理由が存するときは、受注者は当所に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のう

ち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分を求償することができる。 

 

11 本業務に係る法第７条第８項に規定する評価に関する事項 

 

(1) 本業務の実施状況に関する調査の時期 

当所は、本業務の実施状況について、総務大臣が行う評価の時期（令和８年５月

を予定）を踏まえ、本業務開始後、毎年３月に状況を調査する。 

 (2) 調査項目及び実施方法 

ア 質問等の回答率 

   受注者と発注元の監督職員が出席する定例会議の報告資料により調査 

イ ヘルプデスク利用者アンケート調査結果 

各年度において、利用者に対する年１回のアンケート（別紙１：国立研究開発

法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務のヘルプデスクに関

する満足度調査）の実施結果により調査 

   ウ 作業遅延の件数 

      上記定例会議の報告資料により調査 

(3) 意見聴取等 

当所は、必要に応じ、本業務受注者から意見の聴取を行うことができるものとす

る。 

(4) 実施状況等の提出時期 

当所は、令和８年５月を目途として、本業務の実施状況等を総務大臣及び官民競

争入札監理委員会へ提出する。 

 なお、調査報告を総務大臣及び監理委員会に提出するに当たり、外部有識者の意
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見を聴くものとする。 

 

12 その他業務の実施に関し必要な事項 

(1) 本業務の実施状況等の監理委員会への報告 

当所は、法第26条及び第27条に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行った場

合には、その都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を監理委員会へ報告する

こととする。 

(2) 当所の監督体制 

本業務の実施状況に係る監督は以下のとおり。 

監督職員：企画部情報・技術課主事 石田 祐士 

検査職員：企画部情報・技術課長  中間 和洋 

(3) 本業務受注者の責務 

ア 本業務に従事する受注者は、刑法（明治40年法律第45号）その他の罰則の適

用については、法令により公務に従事する職員とみなされる。 

イ 受注者は、法第55条の規定に該当する場合は、30万円以下の罰金に処される

こととなる。なお、法第56条により、法人の代表者又は法人若しくは人の代理

人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、法第55条の規定に

違反したときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の刑を科す

る。 

ウ 受注者は、会計検査院法（昭和22年法律第73号）第23条第１項第７号に規定

する者に該当することから、会計検査院が必要と認めるときには、同法第25条及

び第26条により、同院の実地の検査を受けたり、同院から直接又は当所に通じ

て、資料又は報告等の提出を求められたり、質問を受けたりすることがある。 

(4) 著作権 

ア 受注者は、本業務の目的として作成される成果物に関し、著作権法第27条及び

第28条を含む著作権の全てを当所に無償で譲渡するものとする。 

イ 受注者は、成果物に関する著作者人格権（著作権法第18条から第20条までに

規定された権利をいう。）を行使しないものとする。ただし、当所が承認した場

合は、この限りではない。 

ウ ア及びイに関わらず、成果物に受注者が既に著作権を保有しているもの（以下

「受注者著作物」という。）が組み込まれている場合は、当該受注者著作物の著

作権についてのみ、受注者に帰属する。 

エ 提出される成果物に第三者が権利を有する著作物が含まれる場合には、受注者

が当該著作物の使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続き

を行うものとする。 

(5) 本業務の詳細仕様 

本業務を実施する際に必要な詳細仕様は、別添２「国立研究開発法人建築研究所

共用計算機システム借入及び運用支援業務調達仕様書」に示すとおりである。 

 



１　お問い合わせから回答までに要した時間について満足されましたか。
　　①満足
　　②ほぼ満足
　　③普通 回答：
　　④やや不満
　　⑤不満

④、⑤の場合理由を記載：

２　回答又は手順に対する説明の分かりやすさについて満足されましたか。
　　①満足
　　②ほぼ満足
　　③普通 回答：
　　④やや不満
　　⑤不満

④、⑤の場合理由を記載：

３　回答又は手順に対する結果の正確性について満足されましたか。
　　①満足
　　②ほぼ満足
　　③普通 回答：
　　④やや不満
　　⑤不満

④、⑤の場合理由を記載：

４　担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁寧さ等）について満足されましたか。
　　①満足
　　②ほぼ満足
　　③普通 回答：
　　④やや不満
　　⑤不満
④、⑤の場合理由を記載：

御協力ありがとうございました。

国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務
のヘルプデスクに関する満足度調査

別紙１

　この調査は、国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務の
ヘルプデスクサポートについて、確保されるべきサービスの質を検討するため、ヘルプデ
スク利用者を対象に利用満足度を調査するものです。
　つきましては、次の４つの質問に対して、それぞれ「満足」から「不満」までのいずれ
かに該当する番号を記入して下さい。

＜御意見等＞

理由：

理由：

理由：

理由：



　従来の実施状況に関する情報の開示

　１　従来の実施に要した経費 　　　　　（単位：円）

　

物件費

請負費等

計(a)

(b)

(a)＋(b)

　２　従来の実施に要した人員 　　　　　　（単位：人）

（業務従事者に求められる知識・経験等）
・専任技術者（常駐）
以下に示す業務を実施している。

①システム運用管理サポート

・システムの立ち上げ、停止作業等のオペレーション作業、及びスケジューリング
・システムパラメータのチューニング、及び運用方法の改善に関する定期協議等
・システムパラメータのチューニング、及び運用方法の改善に関する実施作業
・システムのネットワーク設定作業
・システムのセキュリティ向上に関する作業
・システムのトラブル対応
・システムのバグ修正、及び情報提供、レベルアップ作業
・システムに関する機器、ライセンス等の管理
・システムに関する予防保守、消耗品管理
・発注者の質問対応、資料提供
・発注者の作業代行（IPアドレスの割り当て、ユーザ登録・修正・削除、
担当者不在時の内部Webまたは外部Webページの更新等）
・既存ネットワーク機器のトラブル対応
・既存ネットワーク機器の設定変更

参
考
値

減価償却費

退職給付費用

－

－

専任技術者（常駐）

間接部門費

（注記事項）
　※一期目の調達は平成29年7月からのため、平成29年度の経費は、9ヶ月分となっている。
・当所では、民間競争入札の対象である建築研究所の共用計算機システムに係る賃貸借及び運用管理保守業務の全部を外部
委託により、平成29年4月から令和4年3月まで複数年契約で実施しており、上記経費各欄の金額は各年度ごとの支払額である。
・平成30年度及び令和元年度は不正PC接続検知システム及びSSLサーバ証明書追加導入の変更契約を行ったため、平成29年
度に比べ、金額が増加している。

（受託者における共用計算機システム借入業務従事者）

－

21,216,296 28,708,728

－

－

28,708,728

－

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

2 2 2 2

別紙２

機器・回線等料

役務

平成３０年度

－

－

－

28,708,728

令和２年度

－

－

－

28,708,728

その他

人件費
常勤職員

非常勤職員

－

－

－

21,216,296

21,216,296

令和元年度

－

－

－

28,708,728

28,708,728

平成２９年度(※)

28,708,728

－

－

－

28,708,728

－

－

－

28,708,728



・次の既存ネットワーク機器及び構成の質問対応、資料提供
主な既存ネットワーク機器は以下のとおり
－富士通株式会社製 LR550、LR460、LR450、SR5400、SH4322G、SH4124T、
Si-R　G200 SR-S724TC1、SR-S324TC1、SR-S308TL1、SR-S316TL1
－シスコシステムズ株式会社製Cisco2621, Cisco2924, Cisco813、Cisco2921
既存ネットワーク構成は以下のとおり
－FDDIリング、1000BASE/100BASE-TXスター、10BASE-5バス構成
②日時点検業務として以下の作業を行うこと。
　・サーバ、ネットワーク機器等の目視確認（LEDランプ・アラーム）
　・ネットワークの動作確認
　・各Webサーバの動作確認
　・スパム対策システムの動作確認
　・Webアプリケーションファイアフォールの動作確認
　・クライアントウイルス対策サーバ（ウイルスバスターCorpサーバ）の動作確認
　・サーバの動作確認
　　　システムの状況確認
　　　ディスク使用量の確認
　　　プロセスの確認
　　　サーバへのログイン状況の確認
　　　ログの確認
　　　バックアップの確認
　・システム管理者宛のメール確認
　・不審メール調査
　　　スパム対策システムのログ確認
　　　ファイアウォールのログ確認

③システムの稼働に関しては、ディスク使用量、ＣＰＵ稼働率等のキャパシティ情報を定期的に収集して、運用履歴、及び診断レポートを作成するこ
と。
なお、運用履歴の報告については、毎月以下の項目について作成すること。
・ＣＰＵ、メモリ、ＤＩＳＫ使用率
④所内ネットワ－クの稼働に関しては、ネットワーク管理システムを用いて、ネットワ－クトラフィック、障害管理等のキャパシティ情報を定期的に収
集して、運用履歴、及び診断レポートを作成すること。
なお、運用履歴の報告については、毎月以下の項目について作成すること。
・各セグメントに関するネットワークトラフィック　（パケット数、パケットサイズ、パケットの衝突回数等）
・各ルータの稼働状況（エラー回数、原因等）
⑤システム上で動作が確認されているフリーソフトウェアに関しては、発注者の求めに応じてインストールし、利用可能な状態にすること。
また、必要に応じて、バージョンアップ、修正パッチの適用等の見直しを行うこと。
⑥複数名の専任技術者を常駐させ、業務を分担する場合には、エンドユーザサポートと連携して、システムの利用方法に関するユーザ支援を実施
すること。
⑦ＯＳ、アプリケーションに関しては、トラブルの未然防止のために、定期的に修正パッチの適用等を実施すること。
⑧サ－バ装置又は通信回線装置のうちセキュリティ装置であるスパム対策システム及びウイルスチェックサーバ、Webアプリケーションファイア
ウォールについて、ログの監視、管理者宛にメ－ル通知されるセキュリティチェック・レポ－ト及びウイルス検出時の通知メ－ルを確認し、不正プロ
グラム感染やサ－ビス不能攻撃の発生などセキュリティ上危険と判断されるものを確認した場合は、速やかに監督職員に報告すること。
⑨監督職員から通知する不正プログラムに感染する恐れのあるメ－ルや不正なプログラムファイルに関する情報をもとに、スパム対策システム及
びメールサーバ、ウイルスチェックサーバのログを確認し、不正なプログラムに感染する恐れのあるメ－ルの配信や不正なメ－ル添付ファイルの実
行による外部へのアクセスを確認した場合は、速やかに監督職員に報告すること。

②エンドユーザサポート

・障害原因の切り分け、及び障害状況、確認事項、障害原因の報告
・障害発生中の一時的な回避方法の説明、及び質問対応
・障害の復旧方法に関する説明（必要に応じて作業代行を行う。）、及び質問対応
・障害に関する購入先等への問い合わせの代行、及び質問対応
・機器購入に関する規格、型番、価格等のアドバイス、及び質問対応
・ネットワーク接続に関する申請手続きに関する説明、及び質問対応
・ネットワーク接続に必要な機器、及びアプリケーションソフト等に関する設定方法の説明、及び質問対応
・通信プロトコル、及びアプリケーションソフト等に関する設定方法の説明、及び質問対応
・OS、ネットワークアプリケーション、及びOAアプリケーション等に関するインストール方法、使用方法の説明、及び質問対応
・運用管理サポート要員が不在時のシステム、及びネットワーク監視作業
・システムトラブル時の電話対応
・復旧作業に関する運用管理サポートSE作業の支援

（常駐時間）
平日8時15分～17時15分（休憩時間12時～13時）を原則としている。
※システム障害、ウイルス対策時等の緊急時には、その影響範囲、重要度等を受注者と協議し、必要に応じて原則時間以外及び休日にも対応を
実施する。
時間外対応の目安として、平日は月平均20時間程度、休日は年平均５日程度とする。



(単位：件）

（平成２９年度）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

19 9 4 23 10 2 14 11 10 6 2 14 124

5 2 1 16 9 15 16 16 11 20 33 21 165

（平成３０年度）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

27 19 8 10 7 9 11 14 5 11 15 13 149

31 29 18 28 19 17 31 34 26 25 27 21 306

（令和元年度）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

27 15 11 12 4 6 7 9 8 10 9 11 129

38 39 46 39 35 31 33 34 47 42 42 50 476

（令和２年度）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

28 16 27 13 17 12 20 13 9 14 8 18 195

77 52 56 50 60 71 60 57 59 60 50 42 694

サーバ関連作業

（注記事項）
  ○各種作業区分の詳細は、下記の通り。
　　・ユーザ支援・・・職員に対するエンドユーザサポート（PC設定、ウイルス対策ソフトインストール、PC不具合確認等）
　　・サーバ関連作業・・・サーバの修正パッチ適用、IPアドレス、メールアドレスの登録、削除、設定変更等の作業。
　○人事異動時期の３月、４月は作業件数が増加する。

　※上記の件数には含めていない作業としては以下のとおり。
　　　○日時点検業務
　　　　・サーバ、ネットワーク機器等の目視確認（LEDランプ・アラーム）
　　　　・ネットワークの動作確認
　　　　・各Webサーバの動作確認
　　　　・スパム対策システムの動作確認
　　　　・Webアプリケーションファイアウォールの動作確認
　　　　・クライアントウイルス対策サーバ（ウイルスバスターCorpサーバ）の動作確認
　　　　・サーバの動作確認
　　　　　　システムの状況確認
　　　　　　ディスク使用量の確認
　　　　　　プロセスの確認
　　　　　　サーバへのログイン状況の確認
　　　　　　ログの確認
　　　　　　バックアップの確認
　　　　・システム管理者宛のメール確認
　　　　・不審メール調査
　　　　　スパム対策システムのログ確認
　　　　　ファイアウォールのログ確認

ユーザ支援

サーバ関連作業

業務内容ごとの対応状況内訳

ユーザ支援

サーバ関連作業

ユーザ支援

サーバ関連作業

ユーザ支援

(業務の繁閑状況とその対応)



　３　従来の実施に要した施設及び設備

　４　従来の実施における目的の達成の程度

　５　従来の実施方法等

従来の実施方法（業務フロー図等）

　
　

　

国立研究開発法人建築研究所
【施設】
　施設名称：国立研究開発法人建築研究所
　使用場所：画像情報棟電算室
【設備】
　当所貸与
　　　ノートパソコン2台、カラープリンター1台、HUB2台、電話機2台、OAデスク3台、その他消耗品

受注者所有
　なし

(注記事項)

①質問等の回答率（月平均回答率）について、24時間以内の回答率は100パーセントである。
②ヘルプデスク利用者アンケート調査について、令和2年度に1回実施し、平均スコア92点を記録している。
③作業遅延の件数について、監督職員が示す所定の期日までに作業が完了しない件数は0件である。
③本システム運用上の重大障害件数について、業務に多大な支障が生じるような重大障害は発生していない。
④セキュリティ上の重大障害件数について、個人情報、施設等に関する情報漏洩は発生していない。

１．従来の実施方法
別紙３「業務フロー図」のとおり

２．組織図
別紙４「建築研究所組織図令和３年４月１日現在」のとおり

（注記事項）
 なし



　６　従来の応札状況

備考
　　　・上記は、平成29年4月1日から令和4年3月31日までの複数年契約である現業務の応札者数。

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

応札参加者数 １者
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組織図（令和３年４月１日現在）



 

 

 

国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び

運用支援業務 

 

 

【提案書総合評価基準】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 年 月 

国立研究開発法人建築研究所 

別紙５ 



１ 提案書作成要領 

 １．１ 提出書類 

 （１）国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務提案書 

     国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務調達仕

様書を十分に理解した上で、以下に基づき提案書を作成すること。 

①   用紙 

     提案書の用紙サイズは、Ａ４を原則とする。ただし、図表については、Ａ３を使

用して差し支えない。クラウドサービス、ハウジングサービス等を活用して同等以

上の性能、機能及び技術等の要求要件を満たすことを証明する資料以外は、全体で

５０ページ以内にまとめること。 

   ② 使用言語 

     日本語で作成すること。ただし、専門用語等であって、英文表記が一般的である

ものについては、英文表記として差し支えない。 

   ③ 注釈等 

     情報システムの専門家以外にも理解できるよう、分かりやすく平易な表現とす

ること。また、業界独自の専門用語を使用する必要があるときは、注釈を付すこと。 

   ④ 記載事項等 

     提案書の構成は任意とするが、３．評価基準に準じて作成すること。なお、副本

には社名等の掲載はしないこと。 

 １．２ 提出期限 

 （１）提出期限 ： 令和４年 9月 12日（月） 17：00 

 （２）提案書等の提出場所 ： 国立研究開発法人建築研究所 

                総務部会計課契約担当 

 （３）提出部数等 

   ① 共用計算機システム借入及び運用支援業務に係る提案書 ： ３部 

    ※ 正本１部、副本２部とし、副本には社名等を掲載しないこと。 

    ※ 社名等は、「入札参加者の商号又は名称、代表者氏名等及びそれらを類推させる 

情報」を指す。 

   ②  上記提案書の電子データを納めたディスクメディア ： １部 

    ※ 電子データには社名等を掲載しないこと。 

    ※社名等は、「入札参加者の商号又は名称、代表者氏名等及びそれらを類推させる 

情報」を指す。 

   ③ 提出者の概要（会社概要等）が分かる資料 ： １部 

   ④ 提出にあたっての注意事項 

・ 提出された提案書等は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消しを行う

ことはできない。又、返還も行わない。 



・ 参加資格を満たさない者が提出した提案書等は、無効とする。 

・ 受付時間以降の提案書の差し替え、再提出は認めない。 

・ 提案書に記載した配置予定者は、監督職員の承認を得た場合を除き、変更でき

ない。 

 

２ 評価の実施 

２．１評価方針 

 （１）評価は総合評価による。技術の評価点と価格の評価点の合計得点により評価する

ものとする。ただし、技術の評価点の必須項目を一つでも満たしていない場合は評

価しない。 

 （２）価格項目及び技術項目に対する得点配分については、次のとおりとする。 

   ・価格項目に対する評価 ＝500点 

   ・技術項目に対する評価 ＝500点 

 （３）価格項目に対する評価について 

   価格の評価については、以下により得点を算出する。 

    500点×（１―（入札価格／予定価格）） 

（４）技術の項目に対する評価について 

   ①導入物品の技術的要件については、国立研究開発法人建築研究所が作成する「国立

研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務調達仕様書」に

おいて必須の要件を定めた。導入物品は全ての必須要件を満足しなければならない。 

   ②競争入札参加者の提案する仕様が、上記の全ての必須要件を満足しているか否か

は、国立研究開発法人建築研究所が行う技術審査により判定する。 

   ③必須の要求要件については、「国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借

入及び運用支援業務調達仕様書」に最低限の要求要件を示しており、この要求要件を

満たしていないものは不合格とし、この要求要件を満たしているものについては基

礎点（100点）を与える。 

   ④必須の要件以外の項目については、項目ごとに評価に応じて加点（400点）を与え

る。 

   ⑤加点項目の評価基準及び配点は、以下の表に示すとおりである。 

評価 評価の内容 

S（非常に優れている） A評価に加えて、改善に係る提案等、今後の業務をより効果、

効率的にする提案が記載されている 

A（優れている） B評価内容に加えて、手順、方法等がより具体的に（実効性、

有効性等の根拠を含む）記載されている 

B（普通） 提案が評価項目に対応し、提案内容は調達仕様書に基づいて

おり、実現性又は具体化についての十分な説明もなされてい



る。 

C（劣っている） 提案が評価項目に対応し、提案内容は調達仕様書に基づいて

いるが、実現性又は具体化についての説明が無いもしくは不

十分なもの。 

 

 

評価 
最大加点 

10点 20点 30点 50点 

S 10 20 30 50 

A 8 16 24 40 

B 4 8 12 20 

C 0 0 0 0 

 

３ 評価基準（詳細は別紙「総合評価基準表」のとおり） 

評価項目 評価内容 配点 

必須項目  100点 

加点項目 Ⅵ １ 調達の背景及び目的 

Ⅵ ４ 調達物品名及び構成内訳 

Ⅷ ２ システムの導入について 

Ⅷ ４ 保守サービス  

Ⅷ ５ 業務の管理  

Ⅷ ６ サービスレベルアグリーメント（SLA）の締結につ

いて 

Ⅷ ７ システム運用管理サポート、エンドユーザサポート

について  

Ⅷ １１．４ 機密保持 

30点 

30点 

60点 

30点 

50点 

30点 

50点 

20点 

 

50点 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標 70点 

加点項目合計 400点 

見積額  500点 

合計  1,000点 
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３ 評価基準（詳細は別紙「総合評価基準表」のとおり）

評価項目 評価内容 配点

必須項目 100 点

加点項目 Ⅵ 1 調達の背景及び目的 30 点

Ⅵ 4 調達物品名及び構成内訳 30 点

Ⅷ 2 システムの導入について 60 点

Ⅷ 4 保守サービスについて 30 点

Ⅷ 5 業務の管理 50 点

Ⅷ 6 サービスレベルアグリーメント（SLA）の締結について 30 点

Ⅷ 7 システム運用管理サポート、エンドユーザサポートについて 50 点

Ⅷ 11.4 機密保持 50 点

応札者の活動実績や外部からの評価・認定 70 点

加点項目合計 400 点

見積額 500 点

合計 1,000 点
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【別添】　総合評価基準表

　評価区分が「必須」の項目は、個別の配点は無く、必須項目全てを満たすことで基礎点100点を与える。

項番 評価基準
評価区分

(必須/加点)
配点 別添提案書該当項 評価 得点

Ⅰ 件名

Ⅱ 数量

Ⅲ 納入場所

Ⅳ 借入及び保守期間

Ⅴ 業務の範囲 調達仕様書の記載内容が遵守可能であることが明確に

示されている。
必須

Ⅵ 仕様書概要説明

1 調達の背景及び目的 本調達の目的に対する十分な理解が示されており、実

現する上で考えられる課題と解決策が提案されてい

る。

加点 30

2 システムの要件概要 調達仕様書に記載された要件が遵守可能であることが

明確に示されていること。
必須

3 本業務の全般的要件

1 共通要件 調達仕様書に記載された共通要件に関して要件が遵守

可能であることが明確に示されていること。
必須

2 業務の実施日及び業務の実施時間 調達仕様書で定義された実施時間を遵守できることが

明確に示されていること。
必須

3 業務計画書の作成 調達仕様書に記載された記載内容に関して要件が遵守

可能であることが明確に示されている。
必須

4 本業務の引継ぎ 調達仕様書に記載された記載内容に関して要件が遵守

可能であることが明確に示されている。
必須

4 調達物品名及び構成内訳

①

調達仕様書に記載された調達物品及び構成内訳に関し

て要件が遵守可能であることが明確に示されているこ

と。

必須

②

機器構成が、可能な限り集約され、消費電力・設置ス

ペースの効率化及び運用コストの低減に貢献する提案

がなされている。

加点 30

5 技術的要件の概要 調達仕様書に記載された要件の概要が遵守可能である

ことが明確に示されていること。
必須

6 その他 調達仕様書に記載されたその他の要件が遵守可能であ

ることが明確に示されていること。
必須

Ⅶ システムの要求要件

1 ファイアウォールサーバ 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

2 Microsoft365 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

3 クライアントウイルス対策 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

4 端末認証システム 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

5 Webアプリケーションファイアウォール 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

6 スイッチングハブ 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

A SINET接続用スイッチングハブ 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

B 基幹ネットワーク接続用スイッチングハブ 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

C 画像情報棟スイッチングハブ 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

D 棟間接続用スイッチングハブ 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

項目
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7 内部ネットワークサービスサーバ 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

8 外部ネットワークサービスサーバ 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

9 バックアップサーバ 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

10 ネットワーク監視サーバ 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

11 ネットワーク監視クライアント 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

12 無停電電源装置 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

13 １９インチラック 調達仕様書で定義された機器の要求要件に対し、明確

に示されている。

仕様以外の構成提案の場合には、比較等により、調達

仕様書で定義された機器の要求要件と同程度の性能・

機能を有することが明確に示されている。

必須

Ⅷ 性能、機能以外の要件

1 搬入、据付、配線、調整、分電盤・電源配線

等の付帯電気工事及び撤去について

調達仕様書に記載された搬入等各業務の要件を遵守可

能であることが明確に示されている。
必須

2 システムの導入について
①

調達仕様書に記載されたシステムの導入についての要

件を遵守可能であることが明確に示されている。
必須

②

業務の継続性に関して、応札者の業務継続計画

（BCP）が策定されている等、有用な提案が示されて

いる。

加点 30

③
システム導入時のメンバーが、本調達に使用する機器

や技術に関する知見を有している。
加点 30

3 現行システム資産の移行に関する要件 調達仕様書に記載された現行システムの移行に関して

要件が遵守可能であることが明確に示させている。
必須

4 保守サービスについて
①

調達仕様書に記載された保守サ－ビスの要件を遵守可

能であることが明確に示されている。
必須

②
駆け付け時間の短縮が可能であることが明記されてい

る。
加点 30

1 障害受付窓口対応 調達仕様書に記載された障害受付窓口対応についての

要件を遵守可能であることが明確に示されている。
必須

2 ハードウェア保守サービス 調達仕様書に記載されたハ－ドウェア保守サ－ビスに

関して要件を遵守することが明確に示されているこ

と。

必須

3 ソフトウェア保守サービス 調達仕様書に記載されたソフトウェア保守サ－ビスに

関して要件を遵守することが明確に示されている
必須

4 クラウド保守サービス 調達仕様書に記載されたクラウド保守サービスに関し

て要件を遵守することが明確に示されている
必須

5 業務の管理
①

調達仕様書に記載された各業務管理の要件を遵守可能

であることが明確に示されている。
必須

②
調達仕様書に記載された情報セキュリティ管理を行う

ための有用な提案が示されている。
加点 50

6 サービスレベルアグリーメント（SLA）の締

結について
①

調達仕様書に記載されたSLAに関して確実に

目標を達成することが明確に示されている。
必須

②

調達仕様書に記載された要件を実現する上で想定され

る課題が挙げられ、具体的かつ有効な解決策が示され

ている。

加点 30

1 SLAの締結

2 SLAの改訂

3 SLAに係る免責事項

4 SLAに係る是正処置

7 システム運用管理サポート、エンドユーザサ

ポートについて
①

調達仕様書に記載されたサポ－ト業務を確実に遂行す

ることが明確に示されていること。
必須

②
調達仕様書に記載された各サポ－ト業務について、業

務の効率化等に関する有用な提案がなされている。
加点 20

③
ウイルス対策時等の緊急時の対応について、迅速な対

応を行うための有用な提案がなされている。
加点 30

8 説明書・マニュアル等の要件 調達仕様書に記載された説明書・マニュアルに関して

要件を遵守することが明確に示されていること。
必須

9 検査

10 契約不適合責任 調達仕様書に記載された契約不適合責任に関して要件

を遵守することが明確に示されていること。
必須

11 特記事項

1 知的財産権 調達仕様書に記載された知的財産権に関して要件を遵

守することが明確に示されていること。
必須

2 再委託 調達仕様書に記載された再委託に関して要件を遵守す

ることが明確に示されていること。
必須
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3 閲覧資料及び実施場所の確認

4 機密保持
①

調達仕様書に記載された機密保持に関して要件を遵守

することが明確に示されていること。
必須

②

機密を保持するための情報セキュリティ対策とその実

施方法及び管理体制について、有用な提案がなされて

いること。

加点 50

12 その他 調達仕様書に記載されたその他の要件に関して要件を

遵守することが明確に示されていること。
必須

13 疑義

①

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女

性活躍推進法）に基づく認定（プラチナえるぼし・え

るぼし認定企業）

加点 10

②
次世代法に基づく認定（くるみん・プラチナくるみん

認定企業）
加点 10

③ 応札者のSDGs活動実績がある 加点 10

④ 応札者のCSR活動実績がある 加点 10

⑤ テレワークの導入・活用の推進に基づく認定 加点 10

⑥
性的マイノリティに対する職場での取り組みに基づく

認定
加点 10

⑦ 障がい者雇用促進への取り組みに基づく認定 加点 10

応札者の活動実績や外部からの評価・認定



 

 

 

用語集 

用語 用語・定義 

情報システム ハードウェア（サーバ装置、通信回線装置、端末）及びソフ トウェアか

ら成るシステムであって、情報処理及び通信の 用に供するものをい

う。 

共用計算機シス

テム 

本業務で借入を行う、各種ネットワークサーバ、ネットワ ーク機器

及び運用管理サーバからなるシステムをいう。 

クラウド 

サービス 

データやソフトウェアを、ネットワーク経由で、サービスとして利用

者に提供するものです。 

サーバ機器等 情報システムの構成要素である機器のうち、通信回線等を 経由して

接続してきた端末に対して、自らが保持している サービスを提供す

るもの（搭載されるソフトウェア及び直 接接続され一体として扱わ

れるキーボードやマウス等の周 辺機器も含む。）をいう。 

通信回線装置 通信回線間又は通信回線と情報システムの接続のために設 置され、

回線上を送受信される情報の制御等を行うための 装置をいう。通信

回線装置には、いわゆるハブやスイッチ、 ルータ等のほか、ファイ

アウォール等も含まれる。 

端末装置 情報システムの構成要素である機器のうち、利用者が情報 処理を行

うために直接操作するもの（搭載されるソフトウ ェア及び直接接続

され一体として扱われるキーボードやマ ウス等の周辺機器を含む。）

をいう。 

ソフトウェア サーバ装置、端末、通信回線装置等を動作させる手順及び 命令を、

当該サーバ機器等が理解できる形式で記述したも のをいう。OS や 

OS 上で動作するアプリケーションを含む 広義の意味である。 

利用者 建築研究所職員（当所において業務に従事している役員及 び職員）、

受入れ又は招へいしている研究員及び当所の指揮 命令に服している

者（派遣労働者等）のうち、当所の管理対 象である情報システムを

取り扱う者をいう。 

発注者 契約職をいう。 

受注者 業務の実施に関し、発注者と契約を締結した個人もしくは 会社その

他の法人をいう。又は、法令の規定により認めら れたその一般承継

人をいう。 

監督員 契約図書に定められた範囲内において受注者又は業務管理 責任者に

対する指示、承諾又は協議等の職務を行う者をい う。 

検査職員 業務の完了検査にあたって、契約書第 14 条第 2 項の規定に基づ

き、検査を行う者をいう。 

業務管理責任者 契約の履行に関し、業務の管理及び統括等を行う者で、受 注者が定

めた者をいう。 

専任技術者 本業務を担当する者で、受注者が定めた者（前項に規定す る者を除

く。）をいう。 

カスタマーエン ハードウェアの保守点検や修理を担当する者で、受注者が 定めた者
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ジニア(CE) （前３項に規定する者を除く。）をいう。 

専門技術者 ソフトウェア、仮想アプライアンスの保守を担当する者で、 受注者

が定めた者（前４項に規定する者を除く。）をいう。 

指示 監督職員が受注者に対し、業務の遂行上必要な事項につい て書面を

もって知らせることをいう。 

請求 発注者又は受注者が契約内容の履行あるいは変更に関して 相手方に

書面をもって示し、実施させることをいう。 

通知 発注者もしくは監督職員が受注者に対し、又は受注者が発 注者もし

くは監督職員に対し、業務に関する事項について 書面をもって知ら

せることをいう。 

報告 受注者が監督職員に対し、業務の遂行に係わる事項につい て、書面

をもって知らせることをいう。 

申出 受注者が契約内容の履行あるいは変更に関し、発注者に対 して書面

をもって同意を求めることをいう。 

承諾 受注者が監督職員に対し、書面で申し出た業務の遂行上必 要な事項

について、監督職員が書面により業務上の行為に 同意することをい

う。 

質問 不明な点に関して書面をもって問うことをいう。 

回答 質問に対して書面をもって答えることをいう。 

協議 書面により契約図書の協議事項について、発注者又は監督 職員と受

注者が対等の立場で合議することをいう。 

提出 受注者が監督職員に対し、業務に係わる事項について書面 又はその

他の資料を説明し、差し出すことをいう。 

書面 手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、署名 又は捺

印したものを有効とする。ファクシミリ又は電子メ ールにより伝達

できるものとするが、後日書面と差し換え るものとする。 
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国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務 

資料閲覧等申込書 

 

資料閲覧等に係る遵守事項を了解の上、下記のとおり資料の閲覧等を申し込みます。 

 

令和  年  月  日 

 

 

  会社名： 

   

  担当者名： 

 

  連絡先：（電話番号） 

      （メールアドレス） 

 

  閲覧等希望日時：（第一希望）令和  年  月  日  時 

          （第二希望）令和  年  月  日  時 

 

  閲覧者氏名： 

 

 

 

 

 

 

資料閲覧等に係る遵守事項 

１．資料閲覧等を行う者は、資料閲覧等で知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 

２．資料閲覧等を行う者は、資料閲覧等で知り得た情報を国立研究開発法人建築研究所共

用計算機システム借入及び運用支援業務の入札手続き以外に使用してはならない。 

３．資料閲覧等を行う者は、資料閲覧等で知り得た情報を国立研究開発法人建築研究所共

用計算機システム借入及び運用支援業務の入札手続き終了後においても第三者に漏らして

はならない。 

４．資料閲覧等を行う者は、資料閲覧等で知り得た情報を適切に管理し、国立研究開発法

人建築研究所の許可なく複製・転送等をしないこと。 



 

 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人建築研究所 

共用計算機システム借入及び運用支援業務 

調達仕様書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和●年●月 

国立研究開発法人建築研究所 



 

本調達仕様書は、国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務に

関して、受注者が実施すべき業務について定めるものである。 

目次 

Ⅰ．件名 ................................................................................................................................. 1 

Ⅱ．数量 ................................................................................................................................. 1 

Ⅲ．納入場所  茨城県つくば市立原１番地３ ................................................................... 1 

Ⅳ．借入及び保守期間............................................................................................................ 1 

Ⅴ．業務の範囲 ...................................................................................................................... 1 
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1. ファイアウォールサーバ ............................................................................................. 7 

2. Microsoft365 ............................................................................................................... 9 

3. クライアントウイルス対策 ......................................................................................... 9 

4. 端末認証システム ....................................................................................................... 11 

5. Webアプリケーションファイアウォール ................................................................... 11 

6. スイッチングハブ ...................................................................................................... 14 

A,SINET 接続用スイッチングハブ .................................................. 14 

B,基幹ネットワーク接続用スイッチングハブ ........................................ 16 

C,画像情報棟スイッチングハブ .................................................... 17 

D,棟間接続用スイッチングハブ .................................................... 19 

7. 内部ネットワークサービスサーバ ............................................................................ 21 

8. 外部ネットワークサービスサーバ ............................................................................ 21 

9. バックアップサーバ .................................................................................................. 22 

10. ネットワーク監視サーバ ........................................................................................... 22 

11. ８ネットワーク監視クライアント １台 ................................................................. 24 

12. ９無停電電源装置 １式 ........................................................................................... 24 

13. １０１９インチラック ............................................................................................... 24 

Ⅷ．性能、機能以外の要件 .................................................................................................. 26 

１． 搬入、据付、配線、調整、分電盤・電源配線等の付帯電気工事及び撤去について .. 26 

２． システムの導入について .................................................... 26 



 

３． 現行システム資産の移行や新規機能に関する要件 .............................. 27 

４． 保守サービスについて ...................................................... 29 

４．１ 障害受付窓口対応 ........................................................ 29 

４．２ ハードウェア保守サービス ................................................ 29 

４．３ ソフトウェア保守サービス ................................................ 29 

４．４ クラウド保守サービス .................................................... 30 

５． 業務の管理 ................................................................ 30 

６． サービスレベルアグリーメント（SLA）の締結について ......................... 31 

６．１ SLA の締結 .............................................................. 31 

６．２ SLA の改訂 .............................................................. 32 

６．３ SLA に係る免責事項 ...................................................... 32 

６．４ SLA に係る是正処置 ...................................................... 32 

７． システム運用管理サポート、エンドユーザサポートについて .................... 33 

８． 説明書・マニュアル等の要件 ................................................ 37 

９． 検査 ...................................................................... 38 

１０． 契約不適合責任 .......................................................... 38 

１１． 特記事項 ................................................................ 38 

１１．１ 知的財産権 ............................................................ 38 

１１．２ 再委託 ................................................................ 39 

１１．３ 閲覧資料及び実施場所の確認 ............................................ 39 

１１．４ 機密保持 .............................................................. 39 

１２． その他 .................................................................. 40 

疑義 ............................................................................ 41 



1 

 

Ⅰ．件名    国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務 

 

Ⅱ．数量    一式 

 

Ⅲ．納入場所  茨城県つくば市立原１番地３ 

  国立研究開発法人建築研究所 

 

Ⅳ．借入及び保守期間 

  令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで（６０ヶ月） 

 

Ⅴ．業務の範囲 

  本業務の範囲は、各種ネットワークサーバ、ネットワーク機器及び運用管理サーバからなる 

共用計算機システムの賃貸借及び、これらを安定的かつ適切に稼働させるためのシステム運 

用管理、エンドユーザサポートとする。 

 

Ⅵ．仕様書概要説明 

 

１． 調達の背景及び目的 

国立研究開発法人建築研究所（以下、「当所」という）では、建築・住宅・都市計画技術

の高度化、建築・住宅の発達・改善、都市の発展・整備に係る社会的要請の高い課題へ早急

に対応するため、国民の安全性向上に向けた研究開発、良好な地球環境・地域環境の保全・

創造のための研究開発及び国民生活環境の質の向上のための研究開発を実施している。 

この様な中で当所の共用計算機システムは、ネットワークの拡大、コンピュータの高速化

と接続数の増加など、利用形態の変化による研究情報の増加に対応し、電子メール・ＷＷＷ

（外部向けＷｅｂ、当所内Ｗｅｂ）等のサービス機能や、ファイアウォール、ウイルスチェ

ック機能などのネットワークセキュリティ対策を実施し、研究情報の円滑な流通を担って

きた。 

今後は、社会の急激な変化に対応すべくデジタルプラットフォームを整備し、政府主導の

クラウドバイデフォルト原則、働き方改革、デジタルトランスフォーメーション（以後 DX）

などに対応出来る基盤を構築する。また近年のセキュリティリスクの高まりからゼロトラ

ストセキュリティを念頭にセキュリティ対策の強化も併せて行う必要がある。 

   

本仕様書は、クラウド利用を前提としたデジタルプラットフォームを整備するために、共

用計算機システムの仕様について述べたものである。 
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２． システムの要件概要 

  ２．１ 全体要件 

   導入を計画している共用計算機システムは、各種ネットワークサーバ、ネットワーク機器、

及び運用管理サーバからなるシステムであり、必要とされる基本的要件は以下のとおりで

ある。 

① 信頼性の高いシステムであること。 

② 高度なシステムの可用性が提供できること。 

③ 高度なセキュリティのネットワークを提供できること。 

④ 利用者、資源等の管理及びシステム運用が、高度かつ柔軟に行える機能を有すること。 

⑤ システムの構築及び現行システムからの移行を円滑に行えること。 

⑥ コンパクトで省電力に優れていること。 

⑦ システムのトータルバランスに配慮がされていること。 

⑧ クラウドバイデフォルト原則に則り、クラウドへ移行可能なサービス・システムはク

ラウドへの移行を前提とする。ただし従量課金サービスは使用しないこと。 

⑨ サービス・システムは汎用的で複数ベンダーの製品に入替可能であること． 

⑩ 他システムとの連携が容易な製品が選定されていること 

 

  ２．２ クラウドサービスを選定する際の基準概要 

   ２．２．１ IaaS/PaaS 選定基準 

    ①通信の安定性、通信速度の向上、閉域網によるセキュリティ担保の為、SINET6 と専

用線で直接接続できること 

    ②クラウドサービスの情報セキュリティが適切に行われているか担保する為に以下の

条件を満たすこと 

     ・CS ゴールドマークを取得していること 

     ・ISMSクラウドセキュリティ認証として ISO/IEC 27017 を取得していること 

    ③システム障害やオペレーションミスに備えバックアップ機能を有すること 

     ・データの全体または指定した一部を対象として、バックアップが取得できること 

     ・サーバ単位に、バックアップ実行タイミング（即時、スケジュール）の周期と最低

保存期間を設定できること 

 

   ２．２．２ SaaS 選定基準 

       ①情報漏洩対策として機密情報を扱う際は暗号化または閉域網が利用されていること 

    ②既存システムからの移行を考慮し、サービスを選定すること 

    ③サービスの提供に用いるアプリケーション、プラットフォーム、サーバ・ストレージ、

情報セキュリティ対策機器、通信機器の稼働監視（応答確認等）が行われていること 

    ④利⽤者のサービスデータ、アプリケーションやサーバ・ストレージ等の管理情報及び
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システム構成情報の定期的なバックアップを実施されていること 

 

３． 本業務の全般的要件 

３．１ 共通要件 

（１）本業務の実施に際しては、諸法規及び条例等を遵守すること。 

（２）本調達仕様書に明記されていない事項についても、業務遂行上必要と認められるもの 

については、発注者と協議し、受注者の責任において充足すること。 

（３）本業務の実施に際しては、本システムが提供する各種機能に影響を与えないことを前 

提とし、確実に実施すること。ただし、受注者が検討した結果、どうしても当該機能へ 

の影響を回避できないと判断した場合は、監督職員に影響について報告し対応を協議

すること。 

  （４）本業務の実施に際しては、利用者に対する業務停止時間の低減を考慮した作業手順と

すること。 

  （５）受注者は、本業務の遂行に必要な施設、設備等として、次に掲げる施設、設備等を適

切な管理の下、無償で使用することができる。 

     ①業務に必要な電気、端末等 

     ②その他、当所と協議し、承認された業務に必要な施設、設備等 

     ③本業務に必要なライセンス及び IDなどの一時貸与（AzureAD グローバル管理者） 

  （６）上記（５）において無償使用する施設、設備等について、本業務の実施及び実施に付

随する業務以外の目的で利用してはならない。 

  （７）受注者はあらかじめ、監督職員と協議した上で、発注者の業務に支障を来たさない範

囲内において、施設内に本業務の実施に必要な設備等を持ち込むことができる。 

  （８）受注者が本業務の実施に伴い必要となる作業で、発注者の施設内の作業場所を使用す

る場合は、事前に監督職員に申請し、承諾を得なければならない。 

  （９）受注者は、作業場所を整理・整頓し、安全に留意して事故の防止に努めるとともに、

関係法令等を遵守して、安全の徹底を図り、作業すること。 

  （１０）受注者は、設備等を設置した場合は、設備等の使用を終了又は中止した後、直ちに、

必要な原状回復を行うこと。 

  （１１）受注者は、既存の建築物及び工作物等に、汚損、損傷等を与えないよう十分注意し、

損傷（機器の故障等を含む。）が生じるおそれがある場合は、養生を行うこと。万一損

傷が生じた場合は、受注者の責任と負担において速やかに復旧すること。 

  （１２）本業務の遂行上必要な消耗品は、発注者の負担において準備するので、受注者は損

傷及び紛失等無いよう取り扱うこと。 

 

３．２ 業務の実施日及び業務の実施時間 

    本業務の実施日及び実施時間は、当所の業務日の通常業務時間（8時 30分から 17時 15
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分まで）とする。なお、事前に予想しえない突発的なシステム障害、情報セキュリティ

に係る事故等の緊急に作業が必要と判断される場合においては、前記の実施日の実施

時間以外においても業務を行うこと。ただし、災害対応については、別途協議する。 

 

３．３ 業務計画書の作成 

（１）受注者は契約締結後速やかに業務計画書を作成し、監督職員へ提出すること。 

（２）業務計画書の記載内容は主に以下を想定しているが、詳細は監督職員と事前に協議し 

決定すること。 

     ①業務概要 

     ②業務工程 

     ③業務実施体制（業務実施計画と要員との対応関係、後方支援部門の体制、監督職員

との関係、連絡先（緊急連絡先を含む。）を含む。） 

     ④業務実施計画（業務の実施内容、実施フロー、実施手順を含む。） 

     ⑤業務管理計画（安全管理計画、品質管理計画、課題管理計画、リスク管理計画、情

報セキュリティ管理計画を含む。） 

     ⑥サービスレベルアグリーメント（SLA）に関する項目 

     ⑦業務報告計画（方法及び様式を含む。） 

     ⑧その他 

（３）受注者は、業務計画書の内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえで、その都度

監督職員に変更業務計画書を提出すること。 

（４）監督職員が指示した事項については、さらに詳細な業務計画に係る資料を提出するこ

と。 

 

３．４ 本業務の引継ぎ 

  （１）受注者は、本業務が適切かつ円滑にできるよう、契約締結から令和５年３月３１日ま

での間に、現行受注者から、必要な業務引継ぎを受けなければならない。 

また、当所は、当該業務引継ぎが円滑に実施されるよう、現行業務受注者及び受注者に

対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

なお、業務引継ぎの際に現行業務受注者に発生した経費は、現行業務受注者の負担とす

る。また、受注者に発生した経費は、受注者の負担とする。 

  （２）本業務期間満了の際、業者変更が生じた場合は、受注者は、次回業務の受注者に対し、

次回業務の落札決定から業務期間の開始までの間に必要な業務引継ぎを行わなければ

ならない。 

また、当所は、当該業務引継ぎが円滑に実施されるよう、受注者及び次回業務の受注者

に対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

なお、当該業務引継ぎの際に発生した経費は受注者の負担とする。次回業務の受注者に
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発生した経費は、次回業務の受注者の負担とする。 

 

４． 調達物品名及び構成内訳 

   共用計算機システムは原則として下記ハードウェア及びソフトウェアで構成する。 

 

（１）ファイアウォールサーバ      １式 

（２）Microsoft365       １式 

（３）クライアントウイルス対策     １式 

（４）端末認証システム      １式 

（５）Webアプリケーションファイアウォール    １式 

（６）スイッチングハブ      １式 

A,SINET 接続用スイッチングハブ 

B,基幹ネットワーク接続用スイッチングハブ 

C,画像情報棟スイッチングハブ 

D,棟間接続用スイッチングハブ 

（７）内部ネットワークサービスサーバ     １式 

（８）外部ネットワークサービスサーバ     １式 

（９）バックアップサーバ      １式 

（１０）ネットワーク監視サーバ     １式 

（１１）ネットワーク監視クライアント     １式 

（１２）無停電電源装置      １式 

（１３）１９インチラック      １式 

 

５． 技術的要件の概要 

（１）本調達物品に係る性能、機能及び技術等の要求要件は、「Ⅶ．システムの要求要件」

「Ⅷ．性能・機能以外の要件」に示す。 

（２）本仕様書に示す各要件は最低限の要求要件である。ただし、指定した要件・機能を満

たすことができる機能・技術・構成（クラウドサービス、ハウジングサービス等を含む）

が別にある場合は、そのことを証明する資料を添付した上で提案してもよい。 

そのため、「４．調達物品名及び構成内訳」も原則とし、省エネ、構成のトータルバ

ランス等を考慮した結果、これと同等以上に要求性能が満たされていると判断された

場合は、他の構成としてもよい。その場合、当該システムが同等以上と判断できる資料

を添付すること。 

（３）要求要件を満たしていないとの判定がなされた場合には不合格となり、落札の対象か

ら除外する。 

（４）要求要件を満たしているか否かの判定は、当所において、入札機器に係る技術的要件



6 

 

その他の入札説明書で求める提案資料を審査して行う。 

 

６．その他 

（１）技術仕様等に関して、提案する機器及びソフトウェアは、入札時点で全て製品化され

ていること。入札時点で製品化されていない機器、又はソフトウェアにより応札する

場合には、要件を満たすこと及び納入期限までに製品化され納入できることを証明で

きる書類を添付すること。 

（２）導入に関して、導入時スケジュールは監督職員と協議し、その指示に従い導入機器の

搬入・設置を行うこと。なお、既存システムは令和 54 年 3 月 31 日まで稼働し、本導

入システムの運用開始は令和 54 年 4月 1日とする。 

（３）提案に関して、提出資料に対する照会先を明記すること。提出された内容等について、

問い合わせやヒヤリングを行うことがある。 

（４）搬入、据付、配線、調整、既設設備との接続、分電盤・電源設備等の付帯電気工事、

ハードウェア・ソフトウェア保守、印刷マニュアル等に要する全ての費用は、本調達に

含まれる。 

（５）解約及び借入期間満了時には、受注者の費用において借入物品を回収し、内蔵記憶装

置のデータ内容を復元不可能となるよう完全に消去を行うこと。消去完了後はデータ

消去方法、消去回数階数、対象機器を記載した「データ消去完了報告書」を提出するこ

と。 
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Ⅶ．システムの要求要件 

1. ファイアウォールサーバ 

(1)導入要件 

①オンプレミス環境に 1台導入すること。 

②SINET 接続用スイッチングハブと 10Gbps で接続すること。 

③基幹ネットワーク接続用スイッチングハブと 10Gbps で接続すること。 

④既存環境と接続に必要な物品も調達範囲とする。 

 

(2)ハードウェア要件 

①10／100／1000BASE-Tのポートを 8ポート以上有していること。 

②HA用インターフェースを 1ポート以上有していること。 

③10ギガビット SFP+ポートを 2ポート以上有していること。 

④19インチ幅のラック搭載型として 1RU以内に収納可能であること。 

⑤次世代ファイアウォール装置は、専用の ASIC を搭載し、CPU の負荷を軽減して高速処理

を実現できるアーキテクチャであること。 

 

(3)性能要件 

①ファイアウォール同時セッションは、TCPで最大 8,000,000 以上であること。 

②ファイアウォール新規セッション/秒は TCP で 450,000 以上であること。 

③ファイアウォールスループットは 1518 バイト UDP パケットにおいて 36Gbps 以上である

こと。 

④ファイアウォールスループットは 512バイト UDPパケットにおいて 36Gbps以上であるこ

と。 

⑤ファイアウォールスループットは 64 バイト UDP パケットにおいて 27Gbps 以上であるこ

と。 

⑥SSL-VPNトンネルモード時の最大同時接続ユーザ数は 10,000 以上であること。 

⑦SSL インスペクションのスループットは HTTPS を利用し、IPS を実施した際の平均値が

8Gbps 以上であること。 

⑧SSL インスペクションの新規セッションは HTTPS を利用し、IPSを実施した際の平均値が

5,500 以上であること。 

⑨SSL インスペクションの同時セッションは HTTPS を利用し、IPSを実施した際の平均値が

800,000以上であること。 

⑩アプリケーションコントロールのスループットは HTTP 64K を利用し、ログを有効にした

状態で 15Gbps 以上であること。 

⑪脅威保護スループットが 7Gbps 以上であること。 

⑫ファイアウォールポリシーは、10,000 以上サポートできること。 
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(4) ソフトウェア要件 

①標準機能で仮想 UTM 機能が搭載されていること。 

②ドメイン数は 10 以上対応可能なこと。  

③各種シグネチャ・エンジンは製造者の自社開発であること。 

④標準機能で SD-WAN機能がされていること。 

⑤Office365 通信のローカルブレイクアウトを自動化させる機能を有すること。 

⑥インターネットサービスの IP アドレスデータベースを有し、IPアドレス情報を元にルー

ティングできること。また、インターネットサービスの IP アドレスデータベースを管理

者が更新することなく動的に更新される運用が可能なこと。 

⑦次世代ファイアウォール装置内で SSL 通信を復号し、アプリケーションコントロール、

IPS、アンチウィルス、Webフィルタリングの Full SSL inspection が可能であること。 

 

(5) リモートアクセス 

①Windows と macOS の SSL-VPN と IPSec-VPN のクライアントソフトウェアを無償で提供で

きること。 

②SSL-VPNと IPSec-VPNを利用する際にライセンスの追加購入が不要であること。 

二要素認証用トークン(ハードウェア/ソフトウェア)をサポートし、最大 5,000 まで管理

可能なこと。 

 

(6) セキュリティ要件 

①セキュリティ機能としてファイアウォール機能、次世代ファイアウォール機能(アプリケ

ーション制御) 、VPN機能、不正侵入検知機能(IPS) 、アンチウイルス機能、Web フィル

タリング機能、アンチスパム機能、DNSフィルタ機能の利用が可能であるライセンスを適

応すること。 

②ファイアウォールのポリシー単位でプロファイルを適用することで、ユーザやグループ、

アプリケーション、アンチウイルス、アンチスパム、IPS、Webフィルタリング、DNSフィ

ルタリングの設定ができること。 

③IPS 機能はユーザが個別でシグネチャを設定（カスタムシグネチャ) できる機能を有する

こと。 

④80 カテゴリー以上のデータベースを持ち、カテゴリーごとに設定可能な Web フィルタリ

ング機能を有すること。 

⑤ネットワーク内の機器や OS を自動的に識別し、かつリスト表示可能なこと。 

⑥DoS 攻撃防御機能を有すること。 

⑦Web フィルタリング機能は、クラウドクエリを行って最新の URL情報に基づくフィルタリ

ング機能を提供できること。 



9 

 

 

(7) 管理機能要件 

①GUI 管理画面が日本語表示であること。  

②WebUI 上でコマンドラインインターフェースを利用可能なこと。 

③冗長化方式として、アクティブ/スタンバイ、アクティブ/アクティブ構成を取れること。 

④複数台のファイアウォールのファームウェア、シグネチャ、設定を一元管理できるアプラ

イアンスと連携可能なこと。また、当該アプライアンスとの連携により、各ファイアウォ

ール装置がインターネットに接続しなくてもシグネチャを提供できること。 

⑤複数台のファイアウォールのログを集中管理し、レポート生成可能なアプライアンスと

連携可能なこと。 

 

2. Microsoft365 

(1)導入要件 

①Microsoft 365 Business Premium を導入すること。 

②180 ライセンス提供すること。 

 

3. クライアントウイルス対策 

(1)導入要件 

①クラウドサービスを導入すること。 

②構築・運用期間中に 180ライセンス提供すること。 

 

(2) 不正プログラム対策 

①WindowsOS 上でウイルス対策プログラムが動作すること 

②macOS上でウイルス対策プログラムが動作すること 

③不正プログラムを検知し、駆除・隔離・削除する機能を有すること 

④不正プログラムの検知はリアルタイム、スケジュールおよび手動により実行する機能を

有すること 

⑤予約検索の実行日時にエージェントが起動していないなどが原因で予約検索が実行され

なかった場合に、翌日予約検索を実行するよう設定ができること 

⑥特定のファイルやフォルダをウイルス検索の対象から除外する設定が可能なこと 

ルートキットの検出・処理が可能なこと 

⑦圧縮ファイル内で自動実行される可能性のある、不正プログラムコードと疑われるコー

ドを検出可能であること 

⑧クラウド上にある最新のセキュリティ情報を参照して、ウイルスの検索ができること 

⑨メモリで検出された不正プログラムの変種/亜種を隔離する機能を有すること 
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(3) Web 対策 

①Web サイトにアクセスする際に自動的に安全性を確認する機能を有すること 

②URL のカテゴリベースで Webサイトへのアクセスを制限する機能を有すること 

③業務時間と業務時間外で、制限する URL カテゴリを分けられる機能を有すること 

 

(4) 挙動監視 

①挙動監視(未知の不正プログラムの活動を検知）機能を有すること 

②不正な暗号化や変更から文書を保護するなどのランサムウェア対策機能を有しているこ

と 

 

(5) サポート要件 

①端末のウイルス感染状況を監視し、セキュリティリスクが発生した場合、管理者に連絡し

対応をサポートすること。 

②新種のウイルスへの感染が疑われる場合、当所からログデータを提出することで解析を

実施すること。 

③新種のウイルスが発見された場合はベンダーが提供する該当のウイルスを駆除できるパ

ターンファイルを提供すること。 

④一か月ごとに、どのような脅威イベントが発生していたかを取りまとめ、メールで PDF フ

ァイルを送信すること。 

⑤アンインストール禁止設定や USB 利用制限など、メールおよび電話で設定依頼が可能で

あること。 

⑥クライアントウイルス対策専用の電話窓口対応として、電話で全日 9:00～21:00 対応と

すること。 

 

(6) その他要件 

①挙動監視(未知の不正プログラムの活動を検知）機能を有すること 

②不正な暗号化や変更から文書を保護するなどのランサムウェア対策機能を有しているこ

と 

③パターンファイル(シグネチャベース)に加えて、機械学習(AI技術)型の検索機能により、

マルウェア実行前(ファイル検出)および実行後(挙動監視)の検出が可能なこと 

④パーソナルファイアウォール機能を有すること 

⑤WindowsOS/macOS/Chromebook/AndroidOS/iOS へエージェントプログラムのインストー

ルが可能であること 

⑥ウイルス検出時などのメール通知が可能であること 

⑦レポート機能を有すること 

⑧管理者がリモートで任意のクライアントのウイルス検索を実行できる機能を有すること 
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⑨管理サーバに対してブラウザで各種の操作・設定を実行できること 

 

4. 端末認証システム 

(1)導入要件 

①認証基盤クラウドサービスを導入すること。 

②構築・運用期間中に 180ライセンス提供すること。 

③RADIUS サーバを 2台導入すること。 

 

(2)サービス基本要件 

①所内ネットワーク上にネットワーク機器が接続された際に端末認証を行い、登録端末以

外の通信を遮断し接続を抑えるシステムであること。 

②所内ネットワークに端末を接続した際に、当システムで発行したクライアント証明書に

て証明書認証を行うこと。 

③RADIUS 認証に対応すること。また、認証方式として、EAP-TLS、EAP-TTLS、PAPに対応す

ること。 

④プライベート CA 機能を有し、端末認証に利用するクライアント証明書をユーザ毎に 10枚

までの発行が可能なこと。 

⑤OCSPおよび CRL に対応し、証明書の失効状態を取得可能であること。 

⑥利用者による操作のみでクライアント証明書の更新が可能なこと。 

⑦不要なクライアント証明書は、管理者が任意のタイミングで失効できること。 

⑧将来性を考慮し、当サービスのライセンスを変更する事で、クラウドサービスをユーザが

利用する際に当サービスを利用し、シングルサインオンが可能なこと。 

⑨当システムへのログイン認証方法は、パスワード、クライアント証明書、統合 Windows 認

証、FIDO 認証(Windows Hello)から選択でき、これらを組み合わせた二要素認証が可能な

こと。 

⑩当システム上に利用者情報を直接登録できること。 

⑪利用者情報の一括登録、更新、削除が可能であること。 

⑫Web ブラウザで管理画面が利用できること。 

 

5. Webアプリケーションファイアウォール 

 (1)導入要件 

①オンプレミス環境に 1台導入すること。もしくは、同等性能以上のクラウドサービスを導

入すること。 

②外部 Webサーバ 5台を保護対象とすること。 

 

(2)基本要件 
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①IPv4と IPv6をサポートすること。 

②リバースプロキシ構成で展開できること 

③SSL オフロードに対応すること。 

a クライアント証明書を利用した、クライアント認証機能を有すること。 

b バックエンドのトラフィックを暗号化できること（例：WAF から Webサーバに） 

c FIPS 140-2適合モデルがあること 

④ウェブアプリケーションの代わりに平文 HTTP を暗号化することができる機能を有するこ

と。 

⑤コネクションプーリング機能を有すること。 

 

(3)セキュリティ要件 

①モニタモードを有すること。 

②接続のリセット、エラーレスポンスページの送信、リクエストのリダイレクト、または問

題のあるクライアント IP、クライアントフィンガープリントを一定期間ブロックする機

能を有すること。 

③HTMLリライト機能を有すること。 

④HTTPおよび WebDAV メソッドへのアクセスを制限できること。 

⑤レピュテーションブラックリスト、GeoIP、Tor、匿名プロキシの DBを用いた IP レピュテ

ーション機能により着信リクエストの拒否設定機能を有すること 

⑥以下のプロトコルに関連する制限を強制できること。 

a HTTPメソッド長 

b リクエストライン長 

c URI長 

d クエリストリングス長 

e プロトコル長 

f ヘッダ名、値、数 

g リクエストボディ長 

h クッキー名、値、数 

i パラメータ名、値、数 

j アップロードファイルの長さ、数 

⑦エラーレスポンスの隠匿機能を有すること。 

⑧応答もしくは機密データパターンの隠匿機能を有すること。 

⑨ポジティブモデルとネガティブモデルの両方をサポートすること。 

⑩タンパリング対応のため、フィールドを読み取り専用にマークする機能を有すること。 

⑪BOT マイグレーションおよび WEB スクレイピング保護機能を有すること。 

⑫アプリケーション DDoS保護機能を有すること。 
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⑬Cookie のようなセッショントークンの保護機能を有すること。 

⑭CSRF攻撃に対するセキュリティ対策機能を有すること。 

⑮IPアドレスを元にした通信の許可/拒否ができること。 

⑯reCAPTCHAv3 追加認証をサポートすること。 

⑰ボットスパム対策機能を有すること。 

⑱脆弱性診断スキャン機能との連携機能を有すること。 

⑲アクセス元のクライアントフィンガープリントの取得が可能であること。 

⑳クライアントフィンガープリントを用いた不正ログイン検出機能を有すること。 

 

(4)管理要件 

①自動的にルールデータベースの最新のシグネチャを取得すること。 

②Log 画面から操作可能な自動的に過検知解除ポリシーを作成する機能を有すること。 

③総合的なロギング機能を有すること。 

④カスタムシグニチャに対応すること。 

⑤マルチテナントに対応すること。 

⑥IPアドレス、IP アドレスレンジによる信頼ホストの登録が可能なこと。 

⑦日本語に対応した WEBベースの GUIを備えること。 

⑧セキュリティポリシーをテンプレート化できること。 

⑨リモートサポート機能を有すること。 

⑩クラウドの管理センターより機器の管理を行うことが可能であること。 

⑪Splunk、HP Arcsight、Symantec envisionなどの一般的な SIEMソリューションとの Syslog 

Integration を使用したログ分析をサポートすること。 

⑫任意の SIEMソリューションと統合できるよう、カスタマイズされたログ形式をサポート

すること。 

⑬全セキュリティポリシーの変更を追跡する機能と、各変更に対する事前値と事後値の両

方を記録する機能を有すること。 

⑭設定ファイルをスケジュール設定し、定期的に、リモートサーバへバックアップできるこ

と。 

⑮WEB サイトの脆弱性スキャンツールとの統合機能を有すること。 

 

(5)アプリケーション要件 

①送信レスポンスのキャッシュ機能を有すること。 

②送信レスポンスの圧縮機能を有すること。 

 

(6)ユーザアクセスコントロール要件 

①認証機能のオフロードをサポートすること。 
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②クライアント証明書やパスワードなど二要素認証機能を有すること。 

 

6. スイッチングハブ 

A,SINET接続用スイッチングハブ 

(1)導入要件 

①オンプレミス環境に 1台導入すること。 

②回線終端装置と 10Gbps で接続すること。 

③ファイアウォールサーバと 10Gbps で接続すること。 

④既存環境と接続に必要な物品も調達範囲とする。 

⑤故障時の代替製品として予備機を導入すること。 

 

(2)ハードウェア構成要件 

①装置単体で 10/100/1000BASE-T のインターフェースを 48 ポート以上有すること。 

②装置単体で SFP/SFP+スロットを 2 つ以上有すること。 

③IEEE 802.3ae 10GBASE-ER/LR/SR、IEEE 802.3an 10GBASE-T に準拠した SFP+(Small 

Form-factor Pluggable+)を搭載可能なこと。 

 

(3)パフォーマンス要件 

①装置単体でスイッチングファブリックは 506Gbps 以上であること。 

②装置単体で MACアドレス登録数は 16,384 以上であること。 

 

(4)機能要件 

①装置単体で IEEE 802.1Q に準拠した 4,094 以上の VLAN を設定可能なこと。 

②IEEE 802.1AX-2008 に準拠した Link Aggregation (static and dynamic) 機能を有す

ること。 

③IEEE 802.1D-2004 および IEEE 802.1Q-2005 準拠のスパニングツリー機能を有するこ

と。 

④ポートミラーリング、リモートミラーリング機能を有すること。 

⑤RFC3619 に準拠したレイヤー2 のリング型冗長化機能を有すること。 

⑥スタティックルーティング、RIPv1/v2、RIPng、OSPFv2、OSPFv3、PIM-SSMv4、PIM-SMv4、

PIM-DMv4、PIM-SMv6、PIM-SSMv6、BGP機能をライセンス追加により利用できること。 

⑦同一ポート上で IEEE 802.1X 認証/Web 認証/MAC アドレスベース認証が可能であるこ

と。 

⑧DHCPサーバー機能を有すること。 

⑨DHCPリレー機能を有すること。 
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(5)冗長機能要件 

①スタックケーブルで機器間(最大 8 台)を接続することにより、仮想的に 1 台の装置と

して扱うことができる、スタック機能(以下、スタック)を有すること。 

②スタック接続されている装置間では、コンフィグ、FDB、ARP テーブル、IP ルーティン

グテーブル等の各種情報を同期することが可能なこと。 

③スタック接続した際は装置間の帯域を 80Gbps（双方向）以上有すること。 

 

(6)ネットワーク仮想化機能要件 

①製品間で管理専用ネットワークを自動構成し、ネットワークの管理・保守作業を効率

化する機能を有しており、メンバーノードとして動作可能であること。 

②メンバーノードの機器交換時に、バックアップデータからファームウェア、コンフィ

グ、スクリプトなどを自動復元する機能を有すること。なお、交換用の機器は購入時

の状態でよく、事前設定の必要がないものとする。 

③異なる機種間での機器交換時に、バックアップデータからコンフィグを自動復元する

機能を有すること。なお、交換用の機器は購入時の状態でよく、事前設定の必要がな

いものとする。 

 

(7)運用・管理機能要件 

①Telnet（クライアント/サーバー）機能および Secure Shell（クライアント/サーバー）

機能を有すること。 

②時刻同期を行うために NTP（クライアント/サーバー）機能を有すること。また他の NTP

サーバーに同期していない場合であっても、装置単体で権威のある NTP サーバーとし

て動作することが可能なこと。 

③SNMPエージェント機能を有し、SNMPv1/v2c/v3による管理が可能なこと。 

④Syslog サーバーへログを転送できること。 

⑤外部メディア（USBメモリ）へログを転送できること 

⑥決められた時刻や特定のイベントが発生したときに、任意のスクリプトを自動実行す

るトリガー機能を有すること。 

⑦インターネットに接続された環境において、ライセンスをオンラインで更新可能なこ

と。 

⑧USB メモリにファームウェアやコンフィグファイルを直接アップロード/ダウンロー

ド可能なこと。 

⑨短時間でリンクダウン/アップを繰り返すポートフラッピング現象を検出し、当該ポー

トの自動シャットダウンが可能なこと。 

⑩光ファイバーケーブルの受信光レベルを常時監視し、任意のしきい値を下回った場合

に当該ポートのシャットダウンおよび SNMP トラップ通知が可能であること。 



16 

 

 

B,基幹ネットワーク接続用スイッチングハブ 

(1)導入要件 

①オンプレミス環境に 1台導入すること。 

②ファイアウォールサーバと 10Gbps で接続すること。 

③画像情報棟スイッチングハブと 10Gbps で接続すること。 

④既存環境と接続に必要な物品も調達範囲とする。 

⑤故障時の代替製品として予備機を導入すること。 

 

(2)ハードウェア構成要件 

①装置単体で 10/100/1000BASE-T のインターフェースを 48 ポート以上有すること。 

②装置単体で SFP/SFP+スロットを 2 つ以上有すること。 

③IEEE 802.3ae 10GBASE-ER/LR/SR、IEEE 802.3an 10GBASE-T に準拠した SFP+(Small 

Form-factor Pluggable+)を搭載可能なこと。 

 

(3)パフォーマンス要件 

①装置単体でスイッチングファブリックは 506Gbps 以上であること。 

②装置単体で MACアドレス登録数は 16,384 以上であること。 

 

(4)機能要件 

①装置単体で IEEE 802.1Q に準拠した 4,094 以上の VLAN を設定可能なこと。 

②IEEE 802.1AX-2008 に準拠した Link Aggregation (static and dynamic) 機能を有す

ること。 

③IEEE 802.1D-2004 および IEEE 802.1Q-2005 準拠のスパニングツリー機能を有するこ

と。 

④ポートミラーリング、リモートミラーリング機能を有すること。 

⑤RFC3619 に準拠したレイヤー2 のリング型冗長化機能を有すること。 

⑥スタティックルーティング、RIPv1/v2、RIPng、OSPFv2、OSPFv3、PIM-SSMv4、PIM-SMv4、

PIM-DMv4、PIM-SMv6、PIM-SSMv6、BGP機能をライセンス追加により利用できること。 

⑦同一ポート上で IEEE 802.1X 認証/Web 認証/MAC アドレスベース認証が可能であるこ

と。 

⑧DHCPサーバー機能を有すること。 

⑨DHCPリレー機能を有すること。 

 

(5)冗長機能要件 

①スタックケーブルで機器間(最大 8 台)を接続することにより、仮想的に 1 台の装置と
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して扱うことができる、スタック機能(以下、スタック)を有すること。 

②スタック接続されている装置間では、コンフィグ、FDB、ARP テーブル、IP ルーティン

グテーブル等の各種情報を同期することが可能なこと。 

③スタック接続した際は装置間の帯域を 80Gbps（双方向）以上有すること。 

 

(6)ネットワーク仮想化機能要件 

①製品間で管理専用ネットワークを自動構成し、ネットワークの管理・保守作業を効率

化する機能を有しており、メンバーノードとして動作可能であること。 

②メンバーノードの機器交換時に、バックアップデータからファームウェア、コンフィ

グ、スクリプトなどを自動復元する機能を有すること。なお、交換用の機器は購入時

の状態でよく、事前設定の必要がないものとする。 

③異なる機種間での機器交換時に、バックアップデータからコンフィグを自動復元する

機能を有すること。なお、交換用の機器は購入時の状態でよく、事前設定の必要がな

いものとする。 

 

(7)運用・管理機能要件 

①Telnet（クライアント/サーバー）機能および Secure Shell（クライアント/サーバー）

機能を有すること。 

②時刻同期を行うために NTP（クライアント/サーバー）機能を有すること。また他の NTP

サーバーに同期していない場合であっても、装置単体で権威のある NTP サーバーとし

て動作することが可能なこと。 

③SNMPエージェント機能を有し、SNMPv1/v2c/v3 による管理が可能なこと。 

④Syslog サーバーへログを転送できること。 

⑤外部メディア（USBメモリ）へログを転送できること 

⑥決められた時刻や特定のイベントが発生したときに、任意のスクリプトを自動実行す

るトリガー機能を有すること。 

⑦インターネットに接続された環境において、ライセンスをオンラインで更新可能なこ

と。 

⑧USB メモリにファームウェアやコンフィグファイルを直接アップロード/ダウンロー

ド可能なこと。 

⑨短時間でリンクダウン/アップを繰り返すポートフラッピング現象を検出し、当該ポー

トの自動シャットダウンが可能なこと。 

⑩光ファイバーケーブルの受信光レベルを常時監視し、任意のしきい値を下回った場合

に当該ポートのシャットダウンおよび SNMP トラップ通知が可能であること。 

C,画像情報棟スイッチングハブ 

(1)導入要件 
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①オンプレミス環境に 1台導入すること。 

②基幹ネットワーク接続用スイッチングハブと 10Gbps で接続すること。 

③既存環境と接続に必要な物品も調達範囲とする。 

④故障時の代替製品として予備機を導入すること。 

 

(2)ハードウェア構成要件 

①装置単体で 10/100/1000BASE-T のインターフェースを 48 ポート以上有すること。 

②装置単体で SFP/SFP+スロットを 2 つ以上有すること。 

③IEEE 802.3ae 10GBASE-ER/LR/SR、IEEE 802.3an 10GBASE-T に準拠した SFP+(Small 

Form-factor Pluggable+)を搭載可能なこと。 

 

(3)パフォーマンス要件 

①装置単体でスイッチングファブリックは 506Gbps 以上であること。 

②装置単体で MACアドレス登録数は 16,384 以上であること。 

 

(4)機能要件 

①装置単体で IEEE 802.1Q に準拠した 4,094 以上の VLAN を設定可能なこと。 

②IEEE 802.1AX-2008 に準拠した Link Aggregation (static and dynamic) 機能を有す

ること。 

③IEEE 802.1D-2004 および IEEE 802.1Q-2005 準拠のスパニングツリー機能を有するこ

と。 

④ポートミラーリング、リモートミラーリング機能を有する⑤RFC3619 に準拠したレイ

ヤー2 のリング型冗長化機能を有すること。 

⑥スタティックルーティング、RIPv1/v2、RIPng、OSPFv2、OSPFv3、PIM-SSMv4、PIM-SMv4、

PIM-DMv4、PIM-SMv6、PIM-SSMv6、BGP機能をライセンス追加により利用できること。 

⑦同一ポート上で IEEE 802.1X 認証/Web 認証/MAC アドレスベース認証が可能であるこ

と。 

⑧DHCPサーバー機能を有すること。 

⑨DHCPリレー機能を有すること。 

 

(5)冗長機能要件 

①スタックケーブルで機器間(最大 8 台)を接続することにより、仮想的に 1 台の装置と

して扱うことができる、スタック機能(以下、スタック)を有すること。 

②スタック接続されている装置間では、コンフィグ、FDB、ARP テーブル、IP ルーティン

グテーブル等の各種情報を同期することが可能なこと。 

③スタック接続した際は装置間の帯域を 80Gbps（双方向）以上有すること。 
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(6)ネットワーク仮想化機能要件 

①製品間で管理専用ネットワークを自動構成し、ネットワークの管理・保守作業を効率

化する機能を有しており、メンバーノードとして動作可能であること。 

②メンバーノードの機器交換時に、バックアップデータからファームウェア、コンフィ

グ、スクリプトなどを自動復元する機能を有すること。なお、交換用の機器は購入時

の状態でよく、事前設定の必要がないものとする。 

③異なる機種間での機器交換時に、バックアップデータからコンフィグを自動復元する

機能を有すること。なお、交換用の機器は購入時の状態でよく、事前設定の必要がな

いものとする。 

 

(7)運用・管理機能要件 

①Telnet（クライアント/サーバー）機能および Secure Shell（クライアント/サーバー）

機能を有すること。 

②時刻同期を行うために NTP（クライアント/サーバー）機能を有すること。また他の NTP

サーバーに同期していない場合であっても、装置単体で権威のある NTP サーバーとし

て動作することが可能なこと。 

③SNMPエージェント機能を有し、SNMPv1/v2c/v3 による管理が可能なこと。 

④Syslog サーバーへログを転送できること。 

⑤外部メディア（USBメモリ）へログを転送できること 

⑥決められた時刻や特定のイベントが発生したときに、任意のスクリプトを自動実行す

るトリガー機能を有すること。 

⑦インターネットに接続された環境において、ライセンスをオンラインで更新可能なこ

と。 

⑧USB メモリにファームウェアやコンフィグファイルを直接アップロード/ダウンロー

ド可能なこと。 

⑨短時間でリンクダウン/アップを繰り返すポートフラッピング現象を検出し、当該ポー

トの自動シャットダウンが可能なこと。 

⑩光ファイバーケーブルの受信光レベルを常時監視し、任意のしきい値を下回った場合

に当該ポートのシャットダウンおよび SNMP トラップ通知が可能であること。 

 

D,棟間接続用スイッチングハブ 

(1)導入要件 

①オンプレミス環境に 2台導入すること。 

②既存環境と接続に必要な物品も調達範囲とする。 

③故障時の代替製品として予備機を導入すること。 
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(2)ハードウェア構成要件 

①装置単体で 10/100/1000BASE-T のインターフェースを 24 ポート以上有すること。 

②装置単体で SFPスロットを 4つ以上有すること。 

③IEEE 802.3z 1000BASE-LX/SX、IEEE 802.3ab 1000BASE-T、IEEE 802.3ah 1000BASE-

BX10に準拠した SFPを搭載可能なこと。 

 

(3)パフォーマンス要件 

①装置単体でスイッチングファブリックは 56Gbps 以上であること。 

②装置単体で MACアドレス登録数は 16,384 以上であること。 

 

(4)機能要件 

①装置単体で IEEE 802.1Q に準拠した 4,094 以上の VLAN を設定可能なこと。 

②IEEE 802.1AX-2008 に準拠した Link Aggregation (static and dynamic) 機能を有す

ること。 

③IEEE 802.1D-2004 および IEEE 802.1Q-2005 準拠のスパニングツリー機能を有するこ

と。 

④ポートミラーリング、リモートミラーリング機能を有すること。 

⑤RFC3619 に準拠したレイヤー2 のリング型冗長化機能を有すること。 

⑥DHCPクライアント機能を有すること。 

 

(5)ネットワーク仮想化機能要件 

①製品間で管理専用ネットワークを自動構成し、ネットワークの管理・保守作業を効率

化する機能を有しており、メンバーノードとして動作可能であること。 

②メンバーノードの機器交換時に、バックアップデータからファームウェア、コンフィ

グ、スクリプトなどを自動復元する機能を有すること。なお、交換用の機器は購入時

の状態でよく、事前設定の必要がないものとする。 

③異なる機種間での機器交換時に、バックアップデータからコンフィグを自動復元する

機能を有すること。なお、交換用の機器は購入時の状態でよく、事前設定の必要がな

いものとする。 

 

(6)運用・管理機能要件 

①Telnet（クライアント/サーバー）機能および Secure Shell（クライアント/サーバー）

機能を有すること。 

②時刻同期を行うために NTP（クライアント/サーバー）機能を有すること。また他の NTP

サーバーに同期していない場合であっても、装置単体で権威のある NTP サーバーとし
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て動作することが可能なこと。 

③SNMPエージェント機能を有し、SNMPv1/v2c/v3 による管理が可能なこと。 

④Syslog サーバーへログを転送できること。 

⑤外部メディア（SDカード）へログを転送できること 

⑥決められた時刻や特定のイベントが発生したときに、任意のスクリプトを自動実行す

るトリガー機能を有すること。 

⑦SD カードにファームウェアやコンフィグファイルを直接アップロード/ダウンロード

可能なこと。 

⑧短時間でリンクダウン/アップを繰り返すポートフラッピング現象を検出し、当該ポー

トの自動シャットダウンが可能なこと。 

⑨光ファイバーケーブルの受信光レベルを常時監視し、任意のしきい値を下回った場合

に当該ポートのシャットダウンおよび SNMP トラップ通知が可能であること。 

 

7. 内部ネットワークサービスサーバ 

 (1)導入要件 

①オンプレミス環境に導入すること。もしくは、同等性能以上のクラウドサービスを導入す

ること。 

 

(2)機能要件 

①DNS サーバとして機能すること。 

②NTP サーバとして機能すること。 

③DHCPサーバとして機能すること。 

④WEB サーバとして機能すること。 

 

(3)性能要件 

①CPUは 2コア以上であること。 

②メモリは 8GB 以上であること。 

③ストレージは 300GB 以上であること。 

 

8. 外部ネットワークサービスサーバ 

 (1)導入要件 

①クラウド環境にサーバを導入すること。 

②当サーバとインターネットの境にファイアウォールを導入すること。 

③WEB サーバ用の SSLサーバ証明書(OV)を提供すること。 

 

(2)機能要件 
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①88DNSサーバソフト（bind）を搭載し、DNSサーバとして機能すること。 

②NII が提供する分散セカンダリ DNSサービスにゾーン転送を行うこと。 

③WEB サーバソフト（Nginx）を搭載し、WEBサーバとして機能すること。 

④WEB サーバのアクセスログ解析を行うこと。 

 

(3)性能要件 

①CPUは 2コア以上であること。 

②メモリは 8GB 以上であること。 

③ストレージは 300GB 以上であること。 

 

9. バックアップサーバ 

 (1)導入要件 

①クラウド環境にサーバを導入すること。 

 

(2)機能要件 

①外部ネットワークサービスサーバのバックアップを行うこと。 

②イメージバックアップ・リストアが可能なこと。 

③バックアップデータが暗号化されていること。 

④バックアップ 2019 の実行タイミングとして即時とスケジュールが選択できること。 

⑤毎日、毎週、毎月、および、カスタム/手動の単位でスケジュールが設定できること。 

⑥最大 1440 世代保存が可能なこと。 

⑦増分バックアップ、フルバックアップ、検証バックアップが利用できること。 

 

(3)性能要件 

①CPUは 2コア以上であること。 

②メモリは 16GB以上であること。 

③ストレージは 1024GB 以上であること。 

 

10. ネットワーク監視サーバ 

(1)導入要件 

①オンプレミス環境に 1台導入すること。もしくは、同等性能以上のクラウドサービスを導

入すること。 

 

(2)基本要件 

①所内ネットワーク機器の集中監視・管理ができること。 

  ②ネットワーク監視クライアント装置から、Webで運用管理操作が可能なこと。 
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③200 台以上監視が可能な性能を有すること。 

④内部ストレージが SSD 200GB x2 RAID1 構成以上であること。 

 

(3)監視要件 

①以下の監視が可能なこと 

・Ping監視 

・VMware 環境の自動監視 

・Linux、AIX、HP-UX、Solaris、Windows サーバーのリソース監視 

・プロセス、Windows サービス監視 

・ファイル監視 

・ログ監視、Windows イベントログ監視 

・Web ページ監視 

・Windows パフォーマンスカウンタ監視 

・Windows WM による監視 

・TCP ポート、NTP、DNS監視 

・SNMP v1、v2c、v3を利用したネットワーク機器の監視 

・SNMPトラップ監視 

・IPMIを利用したハードウェア監視 

・ODBCを利用した RDBMS 監視 

・SSH/Telnet を利用したエージェントレス監視 

・収集した監視データの四則演算や平均データなどの監視 

・コマンド、スクリプトを利用した監視機能の拡張 

・Javaアプリケーション監視機能 

・監視対象機器のオートディスカバリ機能 

 

(4) 障害検知・通知機能 

①以下の機能が利用可能なこと。 

・障害項目、イベント履歴の表示 

・メール通知 

・カスタムスクリプト実行 

・監視対象のエージェント経由のコマンド実行 

・Telnet/SSHによる監視対象上のコマンド実行 

・障害通知のエスカレーション 

 

(5)その他機能 

①以下の機能が利用可能なこと。 
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・Web インターフェースによるステータス表示と監視設定 

・リアルタイムグラフ表示、グラフ一覧表示 

・マップ表示 

・監視設定のバックアップ機能 

・自己監視機能 

 

11. ネットワーク監視クライアント １台 

 (1)導入要件 

①オンプレミス環境に 1台導入すること。 

 

(2)機器要件 

①CPU は、インテル社製 Celeron プロセッサーG1840（2.80GHz）相当以上の性能、機能を有

すること。 

②主記憶装置の総主記憶容量は、2GB以上を有すること。 

③SSD/HDD は、300GB以上を内蔵すること。 

④USB ポートを有すること。 

⑤ネットワークインタフェースは、1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T 対応の LAN ポートを

有すること。 

⑥日本語キーボード及びマウスを有すること。 

⑦ディスプレイを有すること。 

⑧OSは Microsoft 社製 Windows10 Professional 相当以上の機能を有すること。 

 

12. 無停電電源装置 １式 

 (1)導入要件 

①オンプレミス環境に各機器の消費電力、コンセント数等を考慮の上、必要な電源容量、台

数の UPS を導入すること。 

②オンプレミス環境のサーバ装置全てを、UPS に接続すること。 

 

(2)機器要件 

①各 UPS は、定格出力で停電補償時間が 5 分以上であること。 

②オンプレミス環境に設置するサーバ装置は UPSと連携し、停電時に自動シャットダウン、

電源切断が可能であること。 

 

13. １９インチラック 

(1)導入要件 

①オンプレミス環境に適切な台数を導入すること。ただし 2台までとすること。 
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②ネットワーク監視クライアント装置以外のオンプレミス環境の機器を 19 インチラックに

収納して納品すること。 

 

(2)製品要件 

①24ユニット以下の 19インチラックであること。 

②内部機器の稼働状況を確認可能な扉（鍵付）がついていること。 

③調達機器のラック搭載に必要な機器（UTPケーブル等）は納入業者が用意すること。 
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Ⅷ．性能、機能以外の要件 

１． 搬入、据付、配線、調整、分電盤・電源配線等の付帯電気工事及び撤去について 

（１）導入システムの設置場所への搬入、据付、配線、調整、既設ネットワークへの接続・ 

調整、及び付帯電気工事において必要とする関連機器及び関連用品も、本調達に含む

こと。 

（２）既設ネットワークとの接続において障害が発生した場合は原因の切りわけを行い、 

本調達に起因する障害については対処すること。 

（３）導入時の作業日程と体制を提示し監督職員と協議を行い、その指示に従うこと。な 

お、導入に当たっては、必ず監督職員の立ち会いのもと作業を実施すること。 

（４）本調達システムの構成に必要となるアプリケーション開発費用は全て含めること。 

また、開発に必要となる機器も受注者が用意すること。 

 

２． システムの導入について 

受注者は、監督職員と協議を行い、納入期日までに下記の導入作業を実施すること。実施

に当たっては､監督職員が必ず立ち会うこと。 

（１）「Ⅵ．システムの要求要件」で記載した全ての機器に関して、システム全体の運用、 

各ハードウェア・ソフトウェアの運用方法等については、原則として受注者が検討し、

監督職員と協議の上決定すること。 

（２）運用方法に基づいた各ハードウェア・ソフトウェアの設定等については、全て受注 

者が検討し、監督職員と協議の上決定すること。 

（３）運用の検討及び設定に際しては、ネットワークセキュリティ、及びサーバセキュリ 

ティを十分考慮すること。 

（４）各ハードウェア・ソフトウェアの設定については、（１）、（２）に基づき、全て受注 

者が設定作業を実施すること。 

（５）動作試験については、システム全体の運用、各ハードウェア・ソフトウェアの動作 

試験仕様を全て受注者が検討し、監督職員と協議の上実施すること。 

（６）動作試験の結果については、受注者が報告し、監督職員の承認を得ること。 

（７）導入作業完了後、導入に関する下記のドキュメントを提出し、監督職員の承認を得 

ること。 

・要件定義書 

・基本設計書 

・詳細設計書 

・運用設計書 

・各ハードウェア、ソフトウェア設定報告書 

・動作試験仕様書 

・動作試験成績書 
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（８）システムの起動、停止方法、ユーザ登録・削除方法等、日常の管理運用方法を示し 

た運用手順書を作成し、システム導入時に提供すること。 

（９）既設ネットワークとの接続に際しては、既設ネットワーク機器納入業者と連携し実 

施すること。 

（１０）既設ネットワークとの接続において障害が発生した場合は、原因の切り分けを行 

い、本調達に起因する障害については対処すること。 

（１１）上記のシステム導入作業実施に際しては、ハードウェア、ソフトウェア、及びシ 

ステム運用管理に係わる技術と経験が必要と考えられる。そのため、システム導入体

制の信頼性を確保するため、提案書に以下の資格及び具体的な納入実績を記載するこ

ととし、当所において十分な技術と経験を有するかどうか判断する。 

・ISO9001 の登録認証 

・プライバシーマークの付与又は ISMS27001 の登録認証を受けていること。 

・業務継続計画（BCP）の策定状況（策定している場合に提出すること） 

（１２）本システムの導入にあたっては既存運用業者との導入工程等の調整等が必要とな 

る。既存運用業者と密接な連携協力を行うこと。また、既存運用業者との調整等につい

ては、受注者と既存運用業者の負担と責任において行い、当所に随時報告すること。 

（１３）本システムの導入にあたっては、構築等システム運用開始までに行う作業につい 

て、進捗状況を確認するため、週に１回程度定例会議を開催し、監督職員へ報告を行う

こと。なお、作業が遅延する場合には監督職員へ速やかに報告を行うこと。 

  （１４）導入するクラウド環境が契約期間中の仕様変更により、当初機能を満たさなくなっ

た場合速やかに代替えクラウド環境を提案すること。なお、導入においては監督員と

協議を行うこと。 

 

３． 現行システム資産の移行や新規機能に関する要件 

現行のシステムから移行や新規機能構築が必要となる対象システムやサービスを以下

に示す。 

 

1. 外部 DNS サーバ 

2. 内部 DNS サーバ 

3. 外部 WEB サーバ 

4. 内部 WEB サーバ 

5. DHCP サーバ 

6. NTPサーバ 

7. ファイアウォールサーバ 

8. スイッチングハブ 

9. Webコンテンツフィルタリング 
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10. スパム対策システム 

11. ウイルスチェックサーバ 

12. Webアプリケーションファイアウォール 

13. クライアントウイルス対策システム 

14. メーリングリストサーバ 

15. ネットワーク監視システム 

16. 不正 PC接続対策システム 

17.  M365 認証システム 

18.  intune システム新規構築  

 

移行における基本要件 

1. システム利用者・関係者へのヒアリングや、システムの要件定義などから移行対象の

抽出を行う事。また移行要件の定義を行う事。要件定義に先立ち制約となる情報（繁

忙期の回避・法改正などの制約、サポート期限、品質など）についても調査・整理す

る事。 

2. 移行については、リスクや業務への影響を最小限に減らすよう計画する事、 

3. 詳細な移行スケジュールを作成し、作業タスク、担当者、順序など明確化すること 

4. 現行システムから移行が必要な設定情報及びファイルに関しては、監督職員に承認を

仰ぐ前に、要件に照らし合わせて十分精査し、リスクや移行後のロールバック含めた

対処方法を確立する事。 

5. 移行にあたり、現行システムへ修正・追加作業が必要になる場合は、監督職員へその

旨を連絡し、監督職員の指示を仰ぐこと。既存システム運用担当者とのやり取りが発

生する場合でも監督職員がやり取り内容を適宜把握出来る事。 

 

移行計画及び関連ドキュメントの作成 

 

移行計画 

受注者は、次期システムの本番切換え作業前に、システム毎、及び全体の移行作業

に関する資料「移行計画書」・「移行手順実施手順書」・「切り戻し手順書」・「動作確認

チェックリスト」の作成を行う事。 

監督職員から移行計画について了承を得ること。 

 

本番切換え 

本番切換えは監督職員が以下の基準を全て満たしたと判断した上で、本番移行の実

施を可能とする。 
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移行判断基準 

1.不具合が発生した場合、全体もしくは不具合範囲のロールバック作業手順が確立

されていること。 

2.各システムの動作テストに合格しており、かつ要件及び品質が満たされているこ

と。 

3.エンドユーザへの影響が最小限に抑えられていること。 

 

４． 保守サービスについて 

  システム導入後、運用及び業務の遂行を円滑に行うための支援体制を提供すること。 

  90分以内に当所に駆け付けられる場所に受注者または協力業者の拠点があること。 

  本調達機器の障害受付窓口、ハードウェア保守、ソフトウェア保守を行うこと。 

  本調達外機器は障害受付窓口を用意すること。 

なお、本調達外機器の保守サービスは当所が用意する。 

 

４．１ 障害受付窓口対応 

    システム保守を効率的に行うため、技術者が一括してハードウェア、ソフトウェア、ク

ラウドシステムの障害受付を行う以下の窓口を用意すること。 

     受付窓口対応時間：８：３０～１７：１５まで（平日） 

    なお、土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始（１２月２９日から 1月 3日）は除く

ものとする。 

 

４．２ ハードウェア保守サービス 

（１）ハードウェアに精通したカスタマエンジニアによって、常にハードウェアを良好な 

状態に保つこと。 

（２）定期保守に関する作業計画は、原則として 2週間前までに提出すること。また、障 

害対応／定期保守の作業報告は原則として 2週間以内に文書で提出すること。 

（３）本調達システムの障害は、所内ネットワークの停止に直接的に係わり、研究業務に 

多大な影響を及ぼす。そのため、障害連絡後 4 時間以内に障害復旧作業に着手できる

地点に、保守要員が常駐するサービス拠点が整備されていること。 

（４）本調達機器のオンプレミス装置で発生した各種の異常を検知し、監督職員及び専任技

術者へ E-Mail による自動通報を行うこと。 

 

４．３ ソフトウェア保守サービス 

（１）専門技術者による問題解決支援サービスを提供すること。 

（２）各ソフトウェアメーカーから契約期間中、下記について適宜入手可能であること。 

     ①製品に関する技術情報・運用ノウハウ 
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     ②修正パッチの情報提供 

 

４．４ クラウド保守サービス 

（１）サービス障害時に監督職員及び専任技術者へ通知が行われること。 

（２）サービスに関する技術情報・サービスの運用状況を適宜確認可能であること。 

 

５． 業務の管理 

   受注者は、業務計画書に基づき本業務の実施状況を把握し、円滑な推進を図ること。 

 （１）安全管理 

    ①受注者は、業務等を履行するにあたり常に安全管理に心掛け、事故等に十分注意す

ること。 

    ②受注者は、履行期間に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に通報するととも

に、別に定める事故報告書を監督職員が指示する期日までに、監督職員に提出する

こと。 

    ③受注者は、契約後速やかに、本業務に従事する専任技術者に対し本業務における安

全に関する教育等を実施すること。 

  （２）品質管理 

    ①品質管理計画の立案、検証及び品質改善策の検討、実施を管理する体制を構築する

こと。また、各種取り組みがしかるべき手続きに則って実施されていることを定期

的に確認すること。 

    ②受注者の関連会社及び協力会社等、本件の受注者でない主体が参画する体制を敷く

ことを監督職員が承諾する場合は、関連会社等の作業範囲及び責任範囲を明確に

し、関連会社等の作業及び成果物に対して十分な管理・検査を実施すると共に、関

連会社等に係る一切の事項について、受注者が全責任を負うこと。特に「労働者派

遣事業の適正な運営の確保及び科研労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和

60年 7月 5日法律第 88号）」等の法規に抵触しないよう、適切な管理・対応を行う

こと。｝ 

  （３）課題管理 

    ①業務遂行上様々な局面で発生する各種課題について、課題の認識、対応策の検討、

解決及び報告のプロセスを明確にし、一元的な課題管理を行う体制を構築するこ

と。 

    ②監督職員と状況を共有するため、起票、検討、対応及び承諾といった一連のワ－ク

フロ－を意識した管理プロセスを確立すること。 

    ③積極的に課題の早期発見に努め、速やかにその解決に取り組むこと。 

    ④対応状況を定期的に監視し、解決を促す仕組みを確立すること。 

    ⑤本システムの運用に影響を与えるような重大な課題が発生した場合には、速やかに
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監督職員に報告し、対応策について協議すること。 

  （４）リスク管理 

    ①技術的観点、財務的観点、進捗的観点、及び人員的観点当又は、本システムと類似

する案件で発生した問題等から、業務の遂行に影響を与えるリスクを識別し、その

発生要因、発生確率、及び影響度等を整理すること。又、発生確率及び影響度に基

づき、リスクの優先度を決定し、それに応じた対策を行うこと。 

    ②上記①で整理したリスク及び内容について、定期的に監視・評価し、その結果を反

映すること。 

    ③リスクを顕在化させないための対応策（対応手順、体制等）を策定すること。 

    ④長期にわたり正常に稼働できない事態・状況及び保有するデータの喪失等により、

業務に多大な支障が生じるような重大障害を発生させないこと。発生した場合は別

途協議とする。 

 （５）情報セキュリティ管理 

    ①国立研究開発法人建築研究所情報セキュリティポリシーの内容を理解し、遵守する

こと。 

    ②セキュリティ対策の実施状況については、定期的に内部監査し、監督職員に報告す

ること。 

    ③セキュリティ対策の内容については、各業務工程の状況に応じて、適宜改善策を検

討し、監督職員の承諾を得ること。 

    ④セキュリティに関する事故及び障害等が発生した場合には、速やかに監督職員に報

告し、対応策について協議すること。 

    ⑤個人情報、施設等に関する情報その他の契約履行に際し知り得た情報の漏えいを発

生させないこと。 

 

６． サービスレベルアグリーメント（SLA）の締結について 

６．１ SLA の締結 

  本業務の効率化と品質向上並びに円滑化を図るため、以下に示す指標に対して SLA を締結

するものとする。 

  （１）共用計算機システム全体の稼働率 

    共用計算機システムの稼働率は、99.9%以上とし、以下の計算により算出する。 

    稼働率（%）＝「年間実稼働時間」／「計画停止等を除いた年間予定稼働時間」×100 

  （２）質問等の回答率（月平均回答率） 

     利用者からの質問等（受注者の知見で回答できないものは除く。）に対する２４時間

以内の回答率は９０％（月平均）以上とすること。回答率は以下の計算式による。 

     なお、２４時間以内の回答とは、通常業務時間内に受けた利用者からの質問等に対し、

２４時間以内（問い合わせから２４時間後が業務日でない場合にあっては、翌業務日の
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当該２４時間後に相当する時刻まで）に回答することをいう。 

     回答率（％） ＝（一月あたりの２４時間以内の回答数） 

／（一月あたりの質問等の数）×１００ 

  （２）ヘルプデスク利用者アンケート満足度調査 

    業務開始後、年に 1 回の割合でヘルプデスク利用者に対して、次の項目の満足度につい

てアンケートを実施し、その結果の基準スコア（７０点）を維持すること。 

    ・問い合わせから回答までに要した時間 

    ・回答又は手順に対する説明のわかりやすさ 

    ・回答又は手順に対する結果の正確性 

    ・担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁寧さ等） 

    各質問とも、「満足」（配点 100点）、「ほぼ満足」（同 80 点）、「普通」（同 60点）、「やや

不満」（同 40 点）、「不満」（同 0点）で採点し、各利用者の 4つの回答の平均スコア（100

点満点）を算出する。 

    アンケートについては、別紙 1「国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入

業務のヘルプデスクに関する満足度調査」を参照のこと。 

  （３）作業遅延の件数 

    監督職員が示す所定の期日までに作業が完了しない件数は、0 件とすること。対象とな

る作業を以下に示す。なお、監督職員が示す所定の期日は、以下の作業を行うにあたり、

受注者と協議して設定するものとする。 

    ・ソフトウェアぜい弱性情報の適用作業 

    ・メールアカウント、パスワード及びメーリングリストの登録、削除及び修正作業 

    ・所内ネットワーク接続のための IP アドレス割り当て作業、ユーザ登録、削除及び修

正作業 

 

６．２ SLA の改訂 

   SLAについては、必要に応じて見直しを実施し改訂するものとする。改訂の契機は以下の

通りとする。 

  （１）発注者及び受注者双方の合意事項に明確な変更が生じた時 

  （２）発注者及び受注者双方が必要と認めた時 

 

６．３ SLA に係る免責事項 

   予見できない不測の事態（社会通念上、受注者に責任がないと認められる事態）が発生し

た場合は、SLA の範囲外とする。 

 

６．４ SLA に係る是正処置 

  （１）受注者は、業務管理責任者を中心として 1ヵ月ごとに SLA の達成状況の確認を行うこ
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と。 

  （２）確認結果は、月 1回程度開催する定例会議において報告し、発注者の承諾を得ること。 

  （３）受注者の責による未達成事項がある場合、受注者は以下に示すような処置により達成

度合いの向上に努めること。 

     ・未達成の事項に対する改善策（仕組み又は手続きの見直し等）を提示し、発注者の

承諾を得た上で対策を講じること。また、そのために必要となる作業等は受注者で行

うこと。 

     ・改善策の実施効果を実施月より 3ヵ月間、定例会議で報告し、発注者の承諾を得る

こと。 

  （４）SLA未達成の事項が継続的に発生する場合、又は受注者により改善策が充分で無い場

合、発注者が受注者に内部監査の実施を求めることが出来る。 

      内部監査は、本業務に直接関わらない品質管理部門等の第三者が、SLA報告内容に

ついての監査を実施し、監査結果報告書を提出すること。 

 

７． システム運用管理サポート、エンドユーザサポートについて 

     受注者は、当所に対しシステム運用管理サポート、エンドユーザサポートを行うため、

履行場所へ専任技術者を１名以上常駐させること。常駐させる専任技術者が休暇等で

一時的に不在となる場合は、緊急を要する対応(基幹システム障害対応等)が必要とな

った際の対応窓口を用意すること。また、常駐する専任技術者又は代替要員となる専任

技術者をサポートするための後方支援部門を有すること。 

 専任技術者の常駐時間は、8時 30 分～17時 15 分（休憩時間 12 時～13 時）を原則と

する。 

（１）システム運用管理サポート 

①以下の支援を行うこと。 

システム障害、ウイルス対策時等の緊急時には、その影響範囲、重要度等を監督職

員と協議し、必要に応じて原則時間以外及び休日にも対応を実施すること。 

災害発生時における体制表（近隣で常駐又は巡回している専任技術者等による当所

への緊急支援体制があれば、それも含む。）を提出すること。また、災害発生時には

速やかに監督職員に連絡し、必要な支援・対応を実施すること。 

システム運用管理に関して、システムを常に良好な状態に保つよう、以下に示す発

注者支援を実施すること。 

また、当該システムに関して障害を検知した場合には、遅滞なく監督職員に連絡し、

迅速かつ適切に復旧作業を行うこと。 

・システムの立ち上げ、停止作業等のオペレーション作業、及びスケジューリング 

・システムのトラブル対応 

・システムに関する機器、ライセンス等の管理 
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・システムに関する予防保守、消耗品管理 

・発注者の質問対応、資料提供 

・発注者の作業代行（IPアドレスの割り当て、ユーザ登録・修正・削除、 

担当者不在時の内部 Webまたは外部 Webページの更新等） 

・発注者と協力し既存ネットワーク機器で障害が発生した際の原因切り分け 

・サーバ関連作業 

 なお、サーバ関連作業の内容は以下の通りとする。 

 固定 IP登録、MACアドレス登録、クライアント証明書の発行、メールアカ 

ウントの登録、メーリングリストの登録、DNS レコード登録・削除、ファイ 

アウォールのポリシー追加。 

②日時点検業務として以下の作業を行うこと。 

 ・サーバ、ネットワーク機器等の目視確認（LEDランプ・アラーム） 

 ・ネットワーク機器の正常性確認 

 ・各 Webサーバの動作確認 

 ・メールシステムの動作確認 

 ・Webアプリケーションファイアフォールの動作確認 

 ・クライアントウイルス対策サーバの動作確認 

 ・サーバの動作確認 

   システムの状況確認 

   プロセスの確認 

   サーバへのログイン状況の確認 

   バックアップの確認 

 ・システム管理者宛のメール確認 

 ・不審メール調査 

   メールシステムのログ確認 

 別途必要な作業が発生した場合は、監督職員と協議を行うものとする。 

③システムの稼働に関しては、ディスク使用量、ＣＰＵ稼働率等のキャパシティ情報

を定期的に収集して、運用履歴、及び診断レポートを作成すること。 

なお、運用履歴の報告については、毎月以下の項目について作成すること。 

・ＣＰＵ稼働率、ディスク使用量 

④所内ネットワ－クの稼働に関しては、ネットワーク管理システムを用いて、ネット

ワ－クトラフィック、障害管理等のキャパシティ情報を定期的に収集して、運用履

歴、及び診断レポートを作成すること。 

なお、運用履歴の報告については、毎月以下の項目について作成すること。 

・各セグメントに関するネットワークトラフィック量 

・各ネットワークスイッチの稼働状況 
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⑤システム上で動作が確認されているフリーソフトウェアに関しては、発注者の求め

に応じてインストールし、利用可能な状態にすること。 

また、必要に応じて、バージョンアップ、修正パッチの適用等の見直しを行うこと。 

⑥複数名の専任技術者を常駐させ、業務を分担する場合には、エンドユーザサポート

と連携して、システムの利用方法に関するユーザ支援を実施すること。 

⑦サ－バ装置又は通信回線装置のうちセキュリティ装置であるメールシステム、Webア

プリケーションファイアウォールについて、ログの監視、管理者宛にメ－ル通知さ

れるセキュリティチェック・レポ－ト及びウイルス検出時の通知メ－ルを確認し、

不正プログラム感染やサ－ビス不能攻撃の発生などセキュリティ上危険と判断され

るものを確認した場合は、速やかに監督職員に報告すること。 

⑧監督職員から通知する不正プログラムに感染する恐れのあるメ－ルや不正なプログ

ラムファイルに関する情報をもとに、メールシステムのログを確認し、不正なプロ

グラムに感染する恐れのあるメ－ルの配信や不正なメ－ル添付ファイルの実行によ

る外部へのアクセスを確認した場合は、速やかに監督職員に報告すること。 

（２）エンドユーザサポート 

所内ネットワークに接続されているパソコン（Windows）を利用するエンドユーザに

関して、以下のユーザ支援を行うこと。なお、Mac や Unix に関しても受注者の知見の

範囲内で支援すること。 

原則メールでの問い合わせ対応となるが、システム障害等の緊急性の高い問い合わ

せは電話でも対応が可能であること。 

システム障害、ウイルス対策時等には、その影響範囲、重要度等を発注者と協議し、

必要に応じて原則時間以外にも対応を実施すること。 

また、下記の①から⑭に該当するか否かの判断が難しいケースについては、別途発

注者と協議すること。 

①障害原因の切り分け、及び障害状況、確認事項、障害原因の報告 

②障害発生中の一時的な回避方法の説明、及び質問対応 

③障害の復旧方法に関する説明（必要に応じて作業代行を行うこと。）、及び質問対応 

④障害に関する購入先等への問い合わせの代行、及び質問対応 

⑤機器購入に関する規格、型番、価格等のアドバイス、及び質問対応 

⑥新規にネットワークに参加する端末の、ネットワーク接続の申請手続きに関する説 

明、及び質問対応 

⑦新規にネットワークに参加する端末の、ネットワーク接続に必要な機器、及び 

アプリケーションソフトウエア等に関する説明、及び質問対応 

⑧共用計算機システムに関する利用方法の説明、及び質問対応 

⑨端末装置の操作支援 

      端末装置におけるハ－ドウェア及びソフトウェアのセットアップ方法や操作方
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法、通信プロトコルやアプリケーション等に関する質問の受付を行うこと。受付け

た質問等については、受注者の知見の範囲内で対応できるものは操作支援を行うこ

と。受注者の知見の範囲内で回答できないものについては、内容の切り分けを行

い、当該質問等に係るハ－ドウェアやソフトウェアの問い合わせ窓口へ具体的な対

応を行うよう伝達すること。 

⑩端末装置の障害対応支援 

      端末装置の障害に関する質問等の受付を行うこと。受け付けた質問等について

は、障害の原因を分析・調査し、復旧方法を検討して監督職員に報告すること。監

督職員は報告を受け、当所が保有する予備品等により迅速に復旧が可能と判断した

場合、当該障害に対し復旧、対応・措置を指示することがあるが、その場合は速や

かに実施すること。 

⑪機器の設定・インストール作業 

 ⑨⑩項で受付けた質問で下記の作業においては、現場作業を行うこと。 

 ・プリンタ設定（PC 側） 

 ・無線 LAN 設定（PC 側） 

 ・NAS設定（PC側） 

 ・ファイル共有設定 

 ・OS再インストール（リカバリ、OSのメディアによるインストール） 

 ・OSアップグレード 

 ・PCのネットワーク設定（固定 IP） 

 ・PC移行作業（バックアップ、データ移行） 

 ・メール設定 

 ・メールソフト不具合対応 

 ・ネットワーク接続不具合対応 

 ・アプリケーションインストール・アンインストール 

 ・ウイルス対策ソフトのインストール・アンインストール 

 ・ウイルス対策ソフトを用いたマルウェア駆除 

 別途必要な作業が発生した場合は、監督職員と協議を行うものとする。 

⑫技術的支援 

 監督職員の要求に応じ、以下に示す技術的支援を行うこと。また、これら技術的支

援にあたっての体制及び方法を提示すること。 

 ・コンピュータ関連の技術、製品動向等に関する質問に対する回答、助言を行う 

こと。 

 ・ソフトウェアの新バージョンに関する情報、資料等を提供すること。 

 ・次期システムの更改に際して必要となる現状調査を行うこと。 

・当所が依頼する技術的支援に対する回答、支援を行うこと。 
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⑬ユーザからの質問、及びその回答、アプリケーション等の設定、及び利用方法等の

情報について、Ｑ＆Ａ、及び運用履歴を定期的に取りまとめること。 

また、問い合わせの多いトラブルへの対処方法、質問等に関する講習会を、 

監督職員の求めに応じて実施すること。 

  なお、運用履歴の報告については、毎月以下の項目について作成すること。 

・障害復旧対応に関する障害件数、障害内容、対処方法 

・エンドユーザからの質問件数、質問内容、回答内容 

・その他、サポート状況の改善に必要と考えるもの 

⑭システムトラブル時の電話対応等 

（３）技術者要件 

   ①専任技術者は、以下の要件を満たしていること。なお、複数名常駐させる場合には、 

少なくとも 1名が以下の要件を満たすこととする。 

      ・当所と同規模以上のクライアント／サーバシステムに係るシステム運用管理 

の経験を有すること。 

・インターネットを含むネットワーク全般の知識があること。 

・サーバ、ネットワークの一次障害切り分けができること。 

・日本語での問い合わせに対応できること。 

（４）稼動状況報告 

  本業務においては、業務の実施状況の報告や今後の実施方針の協議等を行うことを目

的に、月１回程度定例会議を開催する。 

    月単位で下記内容を整理し、稼動状況報告書として提出すること。 

① エンドユーザサポート 

 ・Ｑ／Ａ対応 

 ・クライアントウイルス発生状況 

② システム運用管理サポート 

   ・障害対応 

   ・各サーバの稼動状況 

   ・ネットワークの稼働状況 

   ・メール利用状況 

   ・外部 WEB アクセス状況 

・コンテンツフィルタ稼動状況 

 ・WAF稼動状況 

 ・サーバ関連作業の対応履歴 

 

８． 説明書・マニュアル等の要件 

（１）説明書・マニュアルは日本語版を提供すること。(但し、日本語版の提供が難しいも
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のにあっては、可能な限り日本語の解説や説明を用意するものとする) 

（２）マニュアルはハードウェア、ソフトウェアともに各１部(オンラインマニュアルも可

とする)を提供すること。 

 

９． 検査 

本仕様書に基づき当所検査職員が行う。 

 

１０． 契約不適合責任 

（１）当所は、受注者に対し、引き渡された成果物が種類又は品質に関して契約の内容に適

合しないものである場合（その不適合が当所の指示によって生じた場合を除き、受注者の当

該指示が不適当であることを知りながら、又は過失により知らずに告げなかった場合を含

む。）において、その不適合を当所が知った時から起算して１年以内にその旨の通知を行っ

たときは、その成果物に対する修補等による履行の追完を請求することができる。ただし、

受注者は、当所に不相当な負担を課するものでないときは、当所が請求した方法と異なる方

法による履行の追完をすることができる。 

（２）（１）の場合において、当所が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間

内に履行の追完がないときは、当所は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求するこ

とができる。 

（３）（１）又は（２）の場合において、当所は、損害賠償を請求することができる。 

  

１１． 特記事項 

１１．１ 知的財産権 

 （１）受注者は本調達にあたり作成される成果物に関し、「著作権法（昭和 45年 5月 6 日法

律第 48 号）」第 27 条及び第 28 条を含む著作権の全てを発注者に無償で譲渡するもの

とする。 

 （２）受注者は、成果物に関する著作者人格権（著作権法第 18 条から第 20条までに規定さ

れた権利をいう。）を行使しないものとする。ただし、発注者が承諾した場合は、この

限りでない。 

 （３）（１）及び（２）に係わらず、成果物に受注者が既に著作権を保有しているもの（以

下「受注者著作物」という。）が組み込まれている場合は、当該受注者著作物について

のみ、受注者に帰属する。 

 （４）提出される成果物に第三者が権利を有する著作物が含まれる場合には、受注者が当該

著作物の使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続きを行うもの

とする。 

 （５）本調達に関し、第三者との知的財産権に係る権利侵害の紛争等を生じた場合には、当

該紛争等の原因が専ら発注者の責めに帰すべき事由による場合を除き、受注者は自ら
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の費用及び責任により、当該紛争等の解決に係る一切の処理をすること。この場合、発

注者は係る紛争等の事実を知ったときは、受注者に通知し、必要な範囲での訴訟上の防

衛を受注者に委ねる等の協力措置を講じるものとする。 

 

１１．２ 再委託 

 （１）受注者は、本業務の実施にあたり、その全部を一括して再委託してはならない。 

 （２）受注者は、本業務の実施にあたり、その一部について再委託を行う場合には、原則と

して、あらかじめ総合評価技術審査申請書において、再委託先に委託する業務の範囲、

再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の履行能力並びに報告徴収、個人情報

の管理その他運営管理の方法（以下「再委託先等」という。）について記載しなければ

ならない。 

 （３）受注者は、契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託先等を

明らかにした上で、当所の承認を受けなければならない。 

 （４）受注者は、（２）又は（３）により再委託を行う場合には、受注者が当所に対して負

う義務を適切に履行するため、再委託先等の受注者に対し、「１２．４ 機密保持」に

規定する事項、その他の事項について、必要な措置を講じさせるとともに、再委託先等

から必要な報告を聴取することとする。 

 （５）（２）から（４）までに基づき、受注者が再委託先等の受注者に業務を実施させる場

合、全て受注者の責任において行うものとし、再委託先等の受注者の責に帰すべき事由

については、受注者の責に帰すべき事由と見なして、受注者が責任を負うものとする。 

 

１１．３ 閲覧資料及び実施場所の確認 

  応札希望者は、本業務の内容を掌握するために、情報システム及び現行の業務に関する 

資料の閲覧、及び業務実施場所である OA室を確認することができる。閲覧又は確認を 

希望する者は、実施要項別添１「資料閲覧等申込書」を調達担当者に提出の上、入札公 

告日から総合評価技術審査申請書提出期限までの間（業務日の 9時 00分から 17時 00 

分まで）に、調達担当者に事前連絡の上、調達担当者が定める方法にて閲覧又は確認す 

ることができる。 

    ※ 本業務の内容を掌握するために、本表に示す資料以外で閲覧を希望する資料がある 

場合は、資料閲覧等申請書を提出する前に、調達担当者へ申し出ること。調達担当者 

は、該当資料の有無を確認した結果を回答するので、回答の内容により資料閲覧等申 

込書の提出を行うこと。なお、当該資料の有無等の確認には時間を要する場合がある 

ので留意すること。 

 

１１．４ 機密保持 

  受注者は、以下の点に留意して、情報セキュリティを確保するものとする。 
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 （１）受注者において、本調達に関する業務に従事する者又は従事していた者は、本業務の

実施に際して知り得た発注者の情報を、第三者に漏らし、盗用又は本業務以外の目的の

ために利用してはならない。これらの者が秘密を漏らし又は盗用した場合には、「競争

の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年 6月 2日法律第 51号）」第

54 条により罰則の適用がある。 

 （２）受注者は、本業務の実施に際して得られた情報処理に関する利用技術（アイデア又は

ノウハウ）については、受注者からの文書による申出を監督職員が認めた場合に限り、

第三者へ開示することができる。 

 （３）受注者は、発注者から提供された個人情報及び業務上知り得た個人情報について、独

立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 59 号）に基

づき、適切な管理を行わなければならない。 

 （４）受注者は、本業務の開始時に、本業務に係る情報セキュリティ対策とその実施方法及

び管理体制について、発注者に書面で提出すること。 

 （５）受注者は、発注者から秘密情報を提供された場合には、当該情報の秘密性に応じて適

切に取り扱うための処置を講じること。また、本業務において発注者が作成する情報に

ついては、監督職員からの指示に応じて適切に取り扱うこと。 

 （６）受注者は、「国立研究開発法人建築研究所情報セキュリティポリシー」に準拠した情

報セキュリティ対策の履行が不十分と見なされる時又は受注者において本業務に係る

情報セキュリティ事故が発生したときは、必要に応じて発注者の行う情報セキュリテ

ィ対策に関する監査を受け入れること。 

 （７）受注者は、発注者から提供された秘密情報が業務終了等により不要になった場合には、

確実に返却又は破棄すること。また、本業務において受注者が作成した情報についても、

監督職員からの指示に応じて適切に破棄すること。 

 （８）（１）から（７）までのほか、監督職員は、受注者に対し、本業務の適正かつ確実な

実施に必要な限りで、秘密を適正に取り扱うために必要な措置を採るべきことを指示

することができる。 

 

１２． その他 

 （１）取引停止処置 

    本業務に係る提出書類（総合評価技術審査申請書を含む）に重大な誤り若しくは虚偽

の表示があった場合、発注者は、受注者に対し、取引停止等の処置を講じる場合がある。 

 （２）業務遂行上の言語 

    本業務において、発注者と受注者の間で使用する言語は、日本語とする。 

 （３）調査 

   ①監督職員は、本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認めると 
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きは、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51 

号）」法第 26条第 1項に基づき、受注者に対し必要な報告を求め、又は監督職員が 

事務所に立ち入り、当該業務の実施の状況若しくは記録、帳簿書類その他の物件を 

検査し、又は関係者に質問することができる。 

   ②立ち入り検査をする監督職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26 条第 1項 

に基づくものであることを受注者に明示するとともに、その身分を示す証明書を 

し、関係者に提示するものとする。 

 （４）暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置 

   ①受注者は、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否するこ

と。また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要

な協力を行うこと。再委託先等が不当介入を受けたことを認知した場合も同様とす

る。 

   ②①により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、すみやかにその内容

を記載した書面により発注者に報告すること。 

   ③①及び②の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講じること

がある。 

   ④暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じ

た場合は、発注者と協議すること。 

 

１３． 疑義 

本仕様書の内容に疑義が生じた場合、および本仕様書に明記されていない事項は担当者

との協議による。 

 



国立研究開発法人建築研究所契約業務取扱規程 

平成２７年 ４月 １日 規程第３２号 

一部改正 平成２７年１１月３０日 規程第５２号 

一部改正 平成２９年 １月１９日 規程第 ９号 

一部改正 平成２９年 ３月２７日 規程第２２号 

一部改正 平成３０年 ３月２７日 規程第１６号

一部改正 令和 ２年 １月２１日 規程第１０号 

第１章 総則 

（通則） 

第１条 国立研究開発法人建築研究所（以下「研究所」という。）が行う契約に

関する業務の取扱いについては、国立研究開発法人建築研究所業務方法書、国

立研究開発法人建築研究所会計規程（以下「会計規程」という。）のほか、こ

の規程の定めるところによる。 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、研究所の行う売買、貸借、その他の契約について適用する。 

２ 委託契約及び受託契約に関する業務の取扱いについては、前項の規定にか

かわらず、別に定める。 

（契約の方法） 

第３条 契約職は、前条第１項に規定する契約をしようとするときは、会計規程

第５６条第１項に定める一般競争（以下「一般競争」という。）､同条第３項

に定める指名競争（以下「指名競争」という。）又は同条第４項に定める随意

契約（以下「随意契約」という。）のいずれかの方法によるものとする。 

（契約審査会） 

第３条の２ 契約に関する重要な事項を審査・決定するために、契約審査会を置

く。 

２ 契約審査会の構成その他の事項については別に定める。 

第２章 一般競争契約 

（一般競争参加者の資格） 
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第４条 理事長は、必要があるときは、製造、物件の買入れその他についての契

約の種類ごとに、その金額等に応じ、製造又は販売等の実績、従業員の数、資

本の額その他の経営の規模及び経営の状況に関する事項について、一般競争

に参加する者に必要な資格を定めることができる。 

２ 契約職は、前項の規定により資格を定めた場合において、その定めるところ

により、定期又は随時に一般競争に参加しようとする者の申請を受けたとき

は、当該資格を審査のうえ、名簿を作成し、必要な通知を行わなければならな

い。 

３ 契約職は、第２項に規定する申請の時期及び方法等について公示しなけれ

ばならない。 

４ 契約職は、第１項に定める資格については、国の競争参加の申込をして付与

された資格をもって代えることができる。 

 

（一般競争参加不適格者） 

第５条 契約職は、特別の理由がある場合を除くほか、次の各号の一に該当する

と認められる者を、一般競争に参加させることができない。 

 一 当該契約を締結する能力を有しない者 

 二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第３２条第１項各号に掲げる者 

２ 契約職は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当す

ると認められるときは、その者について３年以内の期間を定めて一般競争に

参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使

用する者についても、また同様とする。 

 一 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物

件の品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。 

 二 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し、若しくは不正の

利益を得るために連合したとき。 

 三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた

とき。 

 四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 

 五 正当な理由がなく契約を履行しなかったとき。 

 六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請

求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行ったとき。 

 七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととさ

れている者を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の
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使用人として使用したとき。 

３ 契約職は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般

競争に参加させないことができる。 

４ 契約職は、経営状態が著しく不健全であると認められる者を一般競争に参

加させてはならない。 

５ 契約職は、一般競争参加資格審査申請書若しくは添付書類中の重要な事項

について、虚偽の記載をし、又は重要な事項について記載をしなかった者を一

般競争に参加させてはならない。 

 

（契約の性質又は目的による一般競争参加資格） 

第６条 契約職は、一般競争に付そうとする場合において、契約の性質又は目的

により、当該競争を適正かつ合理的に行うため特に必要があると認めるとき

は、第４条第１項の資格を有する者に対して、さらに当該競争に参加する者に

必要な資格を定め、その資格を有する者により当該競争を行わせることがで

きる。 

 

（一般競争入札の公告） 

第７条 契約職は、入札の方法により一般競争に付そうとするときは、その入札

執行期日の前日から起算して少なくとも１０日前に官報、掲示その他の方法

により公告しなければならない。ただし、急を要するときは、その期間を５日

間までに短縮することができる。 

 

（一般競争入札について公告する事項） 

第８条 前条の規定による公告は、次の各号に掲げる事項について行うものと

する。 

 一 競争入札に付する事項 

 二 競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

 三 契約条項を示す場所 

 四 競争入札執行の日時及び場所 

 五 入札保証金に関する事項 

 六 その他必要な事項 

 

（一般競争入札に係る委任状の提出及び確認） 

第９条 契約職は、代理人によって入札に参加する者があるときは、入札執行に

先立ち委任状を提出させるものとし、その委任状が正当なものであるかどう

かを確認しなければならない。 
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（一般競争入札書の提出） 

第１０条 契約職は、入札に参加する者（以下「入札者」という。）に、公告に

示した入札書の提出期限までに入札書を提出させなければならない。 

２ 契約職は、入札者が入札書を提出した後は、当該入札書の引換え若しくは変

更又は取消しをさせてはならない。 

 

（一般競争入札の開札） 

第１１条 契約職は、開札を行うに当たっては、入札者全員の入札書が提出され

たことを確認した後、入札者の面前において、直ちに開札を行わなければなら

ない。この場合において、入札者が立ち会わないときは、入札業務に関係のな

い研究所の職員を立ち会わせなければならない。 

 

（一般競争入札の無効） 

第１２条 契約職は、開札を行った場合において、入札書を審査した結果、当該

入札書が次の各号の一に該当すると認めたときは、当該入札を無効としなけ

ればならない。 

 一 入札金額を訂正してある入札書 

 二 入札者の記名を欠く入札書（押印を省略する場合、「本件責任者及び担当

者」の氏名・連絡先の記載がない入札書） 

 三 誤字、脱字等により意思表示が不明確である入札書 

 四 条件が付されている入札書 

 五 同一入札者の入札書が２通以上提出されているとき。 

 六 その他入札に関する条件に違反した入札書 

２ 契約職は、入札が次の各号の一に該当する場合においては、当該入札を無効

としなければならない。 

 一 競争に参加する資格のない者の行った入札 

 二 委任状を持参しない代理人の行った入札 

 三 入札保証金の納付を必要とする入札において、これを納付していない者

が行った入札 

 四 電報又はファクシミリ等による入札 

 五 同一事項の入札について、入札者が他の入札者の代理をしていると認め

られる場合 

 六 明らかに連合によると認められる入札を行った場合 

 七 入札を執行する研究所の職員（以下「担当職員」という。）の職務を妨害

して入札を行った場合 
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 八 その他担当職員の指示に従わなかった場合 

３ 契約職は、前２項の規定により当該入札を無効としたときは、直ちに入札者

の面前で当該入札が無効であることを明らかにしなければならない。 

４ 契約職は、第７条の公告において、当該公告に示した競争に参加する者に必

要な資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効と

する旨を明らかにしなければならない。 

 

（一般競争入札に係る再度入札） 

第１３条 契約職は、開札を行った場合において、各人の入札書のうち予定価格

の制限に達した価格の入札書がないときは、直ちに、又は別に日時を定めて再

度の入札を行うことができる。 

２ 契約職は、前項に規定する再度の入札を行うときは、最初の入札に参加しな

かった者及び前条第２項の規定により入札を無効とされた入札者を参加させ

てはならない。 

３ 契約職は、第１項の規定により再度の入札を行うときは、予定価格その他の

条件を変更してはならない。 

４ 契約職は、落札者が無効の入札を行っていたと認めたときは、落札決定を取

り消さなければならない。 

 

（一般競争入札に係る再度入札の公告期間） 

第１４条 契約職は、入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が契約を締

結しない場合において、さらに一般競争に付そうとするときは、第７条本文の

公告の期間を５日までに短縮することができる。 

 

第３章 指名競争契約 

 

（指名競争参加者の資格） 

第１５条 理事長は、製造、物件の買入れその他についての契約の種類ごとに、

その金額に応じ、第４条第１項に規定する事項について、指名競争に参加する

者に必要な資格を定めなければならない。 

２ 前項の規定により資格を定めた場合において、第４条第２項の規定を準用

する。 

３ 前項の場合において、第１項の資格が第４条第１項の資格と同一である等

のため、前項において準用する同条第２項の規定による資格の審査及び名簿

の作成を要しないと認められるときは、同条第２項及び第３項の規定による

資格の審査及び名簿の作成をもって代えるものとする。 
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（指名基準） 

第１６条 理事長は、契約職が前条の資格を有する者のうちから競争に参加す

る者を指名する場合の基準を定めなければならない。 

 

（指名競争の適用範囲） 

第１７条 会計規程第５６条第３項第２号及び同項第３号の規定により指名競

争に付することができる場合は、次の各号に掲げる場合とする。 

 一 一般競争に付することを不利と認めて指名競争に付そうとする場合にお

いて、その不利と認める理由が次の一に該当するとき。 

  イ 関係業者が通謀して一般競争の公正な執行を妨げることとなるおそれ

があるとき。 

  ロ 特殊の構造の建築物等の工事若しくは製造又は特殊な品質の物件等の

買入れであって検査が著しく困難であるとき。 

  ハ 契約上の義務違反があるときは、研究所の事業に著しく支障をきたす

おそれがあるとき。 

 二 契約に係る予定価格が次の一に該当するとき。 

  イ 工事の請負契約及び製造契約においては、予定価格が５００万円を超

えないもの 

  ロ 物品の購入契約においては、予定価格が３００万円を超えないもの 

  ハ 調査、設計、測量又は試験（以下「調査・設計業務」という。）の請負

契約においては、予定価格が２００万円を超えないもの 

  ニ 物件の借入れ契約においては、予定賃貸料の年額又は総額が１６０万

円を超えないもの 

  ホ 財産の売り払い契約においては、予定価格が１００万円を超えないも 

   の 

  ヘ 物件の貸し付け契約においては、予定賃貸料の年額又は総額が５０万

円を超えないもの 

  ト 本号イからヘ以外の契約においては、予定価格が２００万円を超えな

いもの 

 

（指名競争参加者の指名） 

第１８条 契約職は、指名競争に付そうとするときは、第４条第１項の資格を有

する者のうちから、第１６条に規定する基準に基づき、当該競争に参加する者

をなるべく１０人以上指名しなければならない。 

２ 契約職は、前項の場合において、第８条第１号及び第３号から第６号までに
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掲げる事項を指名しようとする者に事前に通知しなければならない。 

３ 契約職は、指名競争の結果、落札者がない場合においてさらに指名競争に付

するときは、当該競争に参加した者を除外して指名しなければならない。 

４ 契約職は、落札者が契約を締結しない場合においてさらに指名競争に付す

るときは、当該落札者を除外して指名しなければならない。 

５ 前２項の場合においては、履行期限を除き、予定価格その他の条件を変更す

ることができない。 

 

（一般競争に関する規定の指名競争への準用） 

第１９条 第４条及び第５条、第８条から第１３条までの規定は、指名競争の場

合に準用する。この場合において、条文中「公告」とあるのは「指名通知」と

読み替えるものとする。 

 

第４章 随意契約 

 

（随意契約の適用範囲） 

第２０条 契約職は、会計規程第５６条第４項第１号の規定に基づき、次の各号

の一に該当する場合には随意契約を締結することができる。なお、これによる

場合の具体的な運用については、別に定めるものとする。 

 一 契約の相手方が法令等の規定により明確に特定されるものであるとき。 

 二 契約上特殊の物品又は特別の目的があるため買入先が特定され、又は特

殊の技術を必要とするとき。 

 三 契約の目的物が代替性のない特定の位置、構造又は性質のものであると

き。 

 四 契約の目的物件等が特定の者からでなければ調達することができないも

のであるとき。 

 五 競争に付すときは、研究所において特に必要とする物件を得ることがで

きないとき。 

 六 その他  

２ 契約職は、会計規程第５６条第４項第２号及び第３号並びに第４号の規定

に基づき、次の各号の一に該当する場合には随意契約を締結することができ

る。 

 一 災害等の発生及びその他やむを得ない事由による急迫の場合において、

競争に付しては契約の目的を達することができないと認められるとき。 

 二 競争に付することが不利と認められる場合であって、その理由が次の一

に該当するとき。 
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  イ 現に履行中の工事、製造又は物品の買入れに直接関連する契約を現に

履行中の契約者以外の者に履行させることが不利であるとき。 

  ロ 時価に比べて著しく有利な価格をもって契約をすることができる見込

みがあるとき。 

  ハ 買入れを必要とする物件が大量であって、分割して買い入れしなけれ

ば売惜しみその他の理由により価格を騰貴させるおそれがあるとき。 

  ニ 早急に契約をしなければ、契約する機会を失い、又は著しく不利な価格

をもって契約をしなければならないこととなるおそれがあるとき。 

 三 契約に係る予定価格が次の一に該当するとき。 

  イ 工事の請負契約及び製造契約においては、予定価格が２５０万円を超

えないもの 

  ロ 物品の購入契約においては、予定価格が１６０万円を超えないもの 

  ハ 調査・設計業務の請負契約においては、予定価格が１００万円を超えな

いもの 

  ニ 物件の借入れ契約においては、予定賃貸料の年額又は総額が８０万円

を超えないもの 

  ホ 財産の売り払い契約においては、予定価格が５０万円を超えないもの 

  ヘ 物件の貸し付け契約においては、予定賃貸料の年額又は総額が３０万

円を超えないもの 

  ト 本号イからヘ以外の契約においては、予定価格が１００万円を超えな

いもの 

 四 第２１条第１項の規定に基づき、契約を締結するとき。 

 五 研究所の行為を秘密にする必要がある場合であって、次の各号の一に該

当するとき。 

イ 国からの要請があるとき。 

ロ 最先端の重要な研究開発に係る契約において、競争によるため特殊で

専門的な素材又は機器の仕様書を一般に公開することにより、当該研究

開発において競争関係にある者がその研究開発の内容を把握することが

できる状態となるため、当該研究開発における特許等の権利取得等に重

大な影響を及ぼすと認められるとき。 

 

（競争入札後の随意契約） 

第２１条 契約職は、競争を行っても入札者がない場合、再度の入札を行っても

落札者がない場合、又は落札者が契約を締結しない場合は、随意契約をするこ

とができる。 

２ 契約職は、競争を行っても入札者がない場合で、随意契約をしようとすると
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きは、当該入札に参加するのに必要な資格を有する者を当該契約の相手方と

しなければならない。 

３ 契約職は、再度の入札を行っても落札者がない場合で、随意契約をしようと

するときは、当該入札に参加した者を当該契約の相手方とすることができる。 

４ 契約職は、落札者が契約を結ばない場合で、随意契約をしようとするとき

は、当該落札者以外の競争に参加した者を当該契約の相手方としなければな

らない。この場合においては、当該契約の目的に従い、最高又は最低入札者か

ら順次に随意契約の協議を行うものとし、その契約金額は落札金額の制限の

範囲内でなければならない。 

５ 前４項の場合においては、履行期限を除き、予定価格その他の条件を変更す

ることができない。 

 

（随意契約の見積書の徴取） 

第２２条 契約職は、随意契約を締結しようとするときは、見積書を徴さなけれ

ばならない。 

２ 契約職は前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当するときは見積書

の徴収を省略することができる。 

 一 法令に基づき取引価格又は料金が定められている場合 

 二 国及び地方公共団体と契約する場合 

 三 その他の特別の理由があることにより、特定の取引価格又は料金によら

なければ契約をすることが不可能又は著しく困難なものに係る契約を締結

する場合 

 

（随意契約の見積書の提出） 

第２３条 第９条並びに第１２条第１項及び第２項（第１号及び第３号を除

く。）の規定は、見積書を提出させる場合に準用する。この場合において、「入

札に付する事項」とあるのは「見積りをする事項」と、「入札書」とあるのは

「見積書」と、「入札」とあるのは「見積り」と、「入札執行」とあるのは「見

積合せ」と、「入札金額」とあるのは「見積金額」と、「入札者」とあるのは

「見積者」と、「落札者」とあるのは「契約の相手方」と読み替えるものとす

る。 

 

（随意契約の相手方の決定） 

第２４条 契約職は、見積書を提出させたときは、予定価格の制限の範囲内（予

定価格の作成を省略している場合については、設計額又はこれに準ずる適正

な価格とする。）で価格又はその他の条件が研究所にとって最も有利なものを
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もって申込みをした者を随意契約の相手方としなければならない。 

２ 前項の規定は、研究所にとって最も有利なものをもって申込みをした者が

第５条各項に該当する場合を除くものとする。 

 

第５章 契約の請求手続 

 

（契約の措置の請求） 

第２５条 契約職に契約の措置を請求する者は、別に定める措置請求書により

行うものとする。この場合において必要があるときは、予定価格を算出するた

めに必要な書類等を添付するものとする。 

２ 前項の規定は、契約締結後、当該契約の変更又は解除の必要が生じた場合に

準用する。 

 

（予定価格） 

第２６条 契約職は、会計規程第５７条本文に規定する予定価格を定めるとき

は、入札に付する事項の価格を当該事項に関する仕様書及びその他の関係書

類に基づいて定めなければならない。 

２ 予定価格は、入札に付する事項の価格の総額について、取引の実例価格、需

給の状況、履行の難易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定め

なければならない。一定期間継続して行われる製造、修理、加工、売買、供給、

使用等の契約の場合においては、単価についてその予定価格を定めることが

できる。 

３ 契約職は、予定価格を記載した書面（以下「予定価格調書」という。）を封

書にし、開札の際にこれを開札場所に置かなければならない。 

 

（予定価格調書の省略） 

第２７条 契約職は、随意契約をしようとする場合において、当該契約が次の各

号の一に該当するときは、予定価格調書の作成を省略することができる。 

 一 予定価格が１００万円を超えない契約 

 二 第２２条第２項に定める契約 

 

（入札保証金の収納等） 

第２８条 契約職は、一般競争に付そうとする場合において、その競争に参加す

る入札者に、入札者の見積る契約金額の１００分の５以上の入札保証金を納

めさせなければならない。 

２ 契約職は、第１項に規定する入札保証金を納付させる場合は、出納職に対
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し、入札の執行日時及び入札事項を通知し、入札保証金の収納を依頼するもの

とする。 

３ 入札保証金は、落札者以外の入札者については、入札執行後、落札者につい

ては契約締結後、これを納付した者に返還しなければならない。 

４ 落札者の納付に係る入札保証金は、その者が契約を締結しないときは、研究

所に帰属するものとする。 

５ 前項の場合において、契約職は、公告により明らかにしなければならない。 

 

（入札保証金の免除） 

第２９条 契約職は、前条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する場合に

おいては、入札保証金を免除することができる。 

 一 第４条第１項の資格を有する者による一般競争に付する場合において、

落札者が契約を結ばないこととなるおそれがないと認められるとき。 

 二 指名競争に付するとき。 

 三 一般競争に参加しようとする者が、保険会社との間に研究所を被保険者

とする入札保証保険契約を結んだとき。 

 

（入札保証金に係る有価証券の範囲） 

第３０条 第２８条に定める有価証券は、次に掲げるものでなければならない。 

 一 国債又は地方債 

 二 政府保証のある債券 

 三 銀行、農林中央金庫、商工組合中央金庫又は全国を地区とする信用金庫連

合会の発行する債券 

２ 前項各号に掲げる担保の価値は、額面金額又は登録金額（発行価額が額面金

額又は登録金額と異なるときは、発行価額）の８割に相当する金額とする。 

 

第６章 契約の締結 

 

（落札者の決定） 

第３１条 契約職は、会計規程第５９条の規定に基づき、落札者を決定しなけれ

ばならない。 

２ 契約職は、落札となるべき同価の入札をしたものが２人以上あるときは、直

ちに、当該入札者にくじを引かせて落札者を定めなければならない。この場合

において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代わって

入札業務に関係のない研究所の職員にくじを引かせることができる。 

３ 前項の規定により決定した落札者が契約を締結しないときは、同価の入札
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をした他の入札者を落札者とすることができる。 

 

（最低価格の入札者を落札者としないことができる契約） 

第３２条 契約職は、予定価格が１，０００万円を超える工事又は製造その他に

ついての請負契約にかかる入札を行った場合において、最低価格で入札した

者と契約を締結した場合、その者により当該契約の内容に適合した履行がな

されないおそれがあると認められるとき、又はその入札者と契約を締結する

ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当と認

められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした他の

者のうち、最低の価格をもって申込みをした者を契約の相手方とすることが

できる。 

２ 契約職は、前項に規定する契約について、最低価格で入札した者の入札価格

によっては、当該契約の内容に適合した履行がなされないこととなるおそれ

があると認められる場合の基準を定めることができる。 

３ 契約職は、第１項に規定する契約に係る競争を行った場合において、最低価

格で入札した者の入札価格が前項の基準に該当することとなったときは、そ

の者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあるかどう

かについて調査しなければならない。 

４ 契約職は、前項の調査の結果、その者により当該契約の内容に適合した履行

がなされないおそれがあると認めるときは、その者を落札者としないことが

できる。 

 

（契約の締結） 

第３３条 契約職は、契約を締結しようとするときは、別に定める契約締結決議

書により決定し、落札者に通知を行うものとする。 

 

（契約に係る情報の公表） 

第３３条の２ 契約職は、支出の原因となる契約（第２０条第２項第３号イから

ニ及びトに定めるそれぞれの金額を超えないもの並びに第４号に該当する場

合を除く。）を締結した場合は、その日の翌日から起算して７２日以内に、次

の各号に掲げる事項を公表するものとする。ただし、各年度の４月１日から４

月３０日までの間に締結した契約については、９３日以内に公表するものと

する。 

 一 物品等若しくは役務の名称及び数量又は工事（工事に係る調査・設計等業

務を含む）の名称、場所、期間及び種別 

 二 契約職等の氏名、部局の名称及び所在地 
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 三 契約を締結した日 

 四 契約の相手方の商号又は名称及び住所 

 五 一般競争又は指名競争入札の別及び総合評価方式によった場合は、その

旨（随意契約を行った場合を除く。） 

 六 契約金額 

 七 予定価格（公表したとしても、他の契約の予定価格を類推されるおそれが

ないと認められるもの又は研究所の事務又は事業に支障を生じるおそれが

ないと認められるものに限る。） 

 八 落札率（契約金額を予定価格で除したものに百を乗じて得た率。予定価格

を公表しない場合を除く。） 

 九 随意契約によることとした会計規程の根拠条文及び理由 

 十 国土交通省の所管する公益法人と随意契約を締結する場合に、当該法人

に研究所の役職員であったものが役員として、契約を締結した日に在職し

ていれば、その人数 

 十一 その他必要と認められる事項 

２ 公表は、研究所ホームページ上で行うものとする。 

 

（入札等順位調書） 

第３４条 契約職並びに入札を執行する者又は見積書を徴する者は、入札を執

行したとき又は見積書を徴したときは、別に定める入札等順位調書を作成す

るものとする。ただし、随意契約による場合においては、入札等順位調書の作

成を省略することができる。 

 

（契約書の作成等） 

第３５条 契約職は、一般競争若しくは指名競争又は見積合せを行った結果、落

札者又は契約の相手方が決定した場合は、会計規程第６０条の規定に基づき、

遅滞なく契約書を作成しなければならない。ただし、当該契約が次の各号の一

に該当するときは、契約書の作成を省略することができる。 

 一 契約金額が１５０万円を超えないとき。 

 二 前号に規定するもののほか、理事長が契約書を作成する必要がないと認

めるとき。 

２ 前項の規定により、契約職が作成すべき契約書には、契約の目的、契約金額、

履行期限及び契約保証金に関する事項のほか、次に掲げる事項について、記載

しなければならない。ただし、契約の性質又は目的により必要のない事項につ

いては、省略することができる。 

 一 契約履行の場所 
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 二 契約代金の支払い又は受領の時期及び方法 

 三 監督及び検査 

 四 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他

の損害金 

 五 危険負担 

 六 瑕疵担保責任 

 七 契約に関する紛争の解決方法 

 八 その他必要な事項 

３ 契約職は、第１項の規定により契約書の作成を省略する場合においても、契

約の適正な履行を確保するため、落札者に請書を提出させることができる。 

４ 前項に規定する請書には、契約の目的、契約金額及び履行期限に関する事項

のほか、第２項に掲げる事項のうち必要と認められるものを記載させなけれ

ばならない。 

５ 契約職は、一般競争に付する場合における入札の公告、又は指名競争に付す

る場合における指名通知、又は随意契約における見積依頼に当たっては、契約

書の作成を要するものであるかどうか明らかにしなくてはならない。 

６ 第１項の規定により契約書を作成する場合においては、契約職が契約の相

手方とともに契約書に記名押印しなければ当該契約は成立しないものとす

る。 

 

（契約保証金の収納等） 

第３６条 契約職は、会計規程第６１条第１項本文に規定する契約保証金を納

付させる場合は、出納職に対し、契約締結日時、契約の相手方、契約保証金の

額その他参考となる事項を通知し、契約保証金の収納を依頼するものとする。 

２ 契約職は、契約保証金について、契約の目的物の引渡しを要する契約につい

てはその渡しを行ったとき、並びに契約の目的物の引渡しを要しない契約に

ついては債務の履行が完了したことを確認したときは、納付した者に返還す

るものとする。 

３ 契約職は、契約保証金に代えて保証証券又は保険証券の提出があった場合

においては、前項の規定にかかわらずこれを返還することを要しないものと

する。 

４ 契約保証金は、これを納付した者がその契約上の義務を履行しないときは、

研究所に帰属するものとする。ただし、損害の賠償又は違約金について契約で

別段の定めをしたときは、その定めたところによるものとする。 

５ 契約職は、入札保証金を納付させた場合は、その者の申立てにより、入札保

証金を契約保証金の全部又は一部に充当することができる。 
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（契約保証金の免除） 

第３７条 契約職は、前条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する場合に

おいては、契約保証金の全部又は一部を免除することができる。 

 一 契約の相手方が保険会社との間に研究所を被保険者とする履行保証保険

契約を結んだとき。 

 二 契約の相手方から委託を受けた保証事業会社、保険会社又は銀行その他

の金融機関等と工事履行保証契約を結んだとき。 

 三 一般競争、若しくは指名競争又は随意契約による場合において、その必要

がないと認められるとき。 

 

（契約保証金に係る有価証券の範囲） 

第３８条 会計規程第６１条第２項に定める有価証券は、第３０条の規定を準

用する。 

 

第７章 契約の履行 

 

（監督） 

第３９条 工事又は製造その他についての請負契約の適正な履行を確保するた

め必要な監督は、契約職が自ら又は補助者等に命じて、立会い、指示その他の

適切な方法によって行うものとする。 

 

（履行遅滞） 

第４０条 契約職は、契約の相手方の責めに帰すべき事由により、契約の相手方

が約定期間内に債務を履行する見込みがない場合において、履行期限経過後

相当の期間に当該債務を履行することができる見込みがあるときは、当該約

定期間の延長をすることができる。 

２ 契約職は、前項の場合において、履行期限到来の日の翌日から履行の行われ

る日までの日数に応じ、契約代金（工事又は製造その他についての請負契約に

あってはその既済部分（以下「既済部分」という。）又は物件の買入契約にあ

ってはその既納部分（以下「既納部分」という。）があるときは、これらの部

分を除く。以下同じ。）に別に定める率で計算した金額を遅延損害金として徴

収しなければならない。 

 

（危険負担） 

第４１条 契約職は、特定物の給付を目的とした契約において、その引渡前に、
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当事者双方の責めに帰することのできない事由により、債務の全部又は一部

が履行不能になったときは、契約の相手方に契約金額の全部又は一部を支払

わないものとする。 

 

（損害の負担） 

第４２条 契約職は、契約の目的物の引渡前に、当事者双方の責めに帰すること

のできない事由により生じた損害は、契約の相手方の負担としなければなら

ない。 

２ 前項の場合において、災害その他の不可抗力により契約の相手方又は第三

者が損害を受けたときは、その損害が重大で、かつ、契約の相手方が善良な管

理者の注意を怠らなかったと認められる場合に限り、その損害の全部又は一

部を研究所の負担とすることができる。 

 

（検査調書の作成等） 

第４３条 工事又は製造その他についての請負契約、若しくは物品の買入その

他の契約についての給付の完了確認（給付の完了前に契約代金の一部を支払

う必要がある場合において行う既済部分又は既納部分の確認を含む。）をする

ために必要な検査は、契約職が自ら又は補助者等に命じて、契約書、仕様書及

び設計書その他の関係書類に基づいて行うものとする。 

２ 前項の規定により検査を命ぜられた補助者等は、当該検査が終了したとき

は、検査調書を作成する。ただし、２００万円を超えないものについては検査

調書の作成を省略することができる。 

 

（不完全履行） 

第４４条 契約職は、検査の結果、債務の一部が履行されていないことを確認し

たときは、契約の相手方に相当の期間を定めて、修補を請求しなければならな

い。 

２ 前項に規定する修補を完了したときは、当該修補を完了した部分につき前

条の規定を準用する。 

 

（目的物の引渡し） 

第４５条 契約職は、検査に合格し契約の目的物の引渡しを受けようとすると

きは、検査完了の日をもって、契約の相手方から当該目的物の引渡しを受けた

ものとする。 

 

（瑕疵担保責任） 
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第４６条 契約職は、契約の目的物の引渡しを受けた後、次の各号の一に定める

瑕疵担保期間内に、当該目的物に瑕疵があることが判明したときは、契約の相

手方に相当の期間を定めて、代替品の提供若しくは当該瑕疵の修補とともに

損害賠償の請求をすることができる。ただし、契約の性質又は目的により必要

があると認めるときは、当該期間を延長することができる。 

 一 物品購入契約の目的物については、１年間 

 二 物品の製造請負契約の目的物については、２年間 

 三 木造の建物等の建設工事又は設備工事等については、１年間 

 四 コンクリート造等の建物等又は土木工作物等の建設工事については、２

年間 

 五 調査・設計業務の請負契約の成果物については、３年間 

 六 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第９４

号第１項の適用を受ける契約の場合、工事目的物のうち住宅の品質確保の

促進等に関する法律施行令（平成１２年政令第６４号）第５条に定める部分

の瑕疵（構造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く）については、１

０年間 

２ 瑕疵が契約の相手方の故意又は重大な過失により生じたと認められるとき

は、前項の規定にかかわらず、瑕疵担保期間は１０年とする。 

３ 契約職は、前２項に規定する瑕疵担保期間内に契約の目的物が瑕疵により

滅失又は損傷したときは、前２項に定める期間内でかつ当該滅失又は損傷の

事実を知り得た日から６箇月以内に第１項に規定する請求をしなければなら

ない。 

 

（契約代金の支払等） 

第４７条 契約職は、契約の相手方から適法な支払請求の提出を受けたときは、

契約代金の支払いに係る約定期間内（その約定をしなかったときは６０日以

内）に、これを支払わなければならない。ただし、前払金を除く契約代金を支

払うときは、あらかじめ検査に合格していることを確認しなければならない。 

２ 前項の場合において、違約金、遅延損害金、賠償金その他の徴収すべき金額

があるときは、契約代金からこれらの金額を控除し、なお不足を生じるときは

追徴できるようにしておかなければならない。 

 

（遅延利息） 

第４８条 契約職は、契約の相手方から支払請求があった場合において、研究所

の責めに帰すべき事由により、前条第１項に規定する約定した支払い期限を

経過して、契約金を支払おうとするときは、当該期限を経過した日の翌日から
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支払をする日までの遅延日数に応じ、契約代金に別に定める率で計算した金

額を遅延利息として契約の相手方に支払うものとする。 

２ 契約職は、研究所の責めに帰すべき事由により、約定した検査期間内に検査

を終了しなかったときは、当該期間を経過した日の翌日から起算して当該検

査を完了した日までの遅延日数を約定した支払期間の日数から差し引かなけ

ればならない。この場合において、当該検査の遅延日数が約定した支払期間を

超えるときは、当該超過日数に応じ、契約代金に別に定める率で計算した金額

を遅延利息として契約の相手方に支払うものとする。 

 

（前金払） 

第４９条 契約職は、１件の契約金額が３００万円以上の土木建築に関する工

事について、契約金額の４０パーセント以内の前払金の支払を内容とする契

約をすることができる。この場合において、契約職は、契約の相手方に公共工

事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律１８４号）による保証事業

会社と契約の履行期間を保証期間とする前払金保証契約を締結させ、その保

証証書を研究所に寄託させなければならない。 

２ 契約職は、前項に規定する前払金を工事の材料費労務費、機械器具の賃貸

料、機械購入費（当該機械が当該工事において償却される割合に限る。）、動

力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料以外の経

費に充当させないように措置しておかなければならない。 

３ 契約職は、契約内容の変更その他の理由により契約金額又は履行期間を変

更した場合において、前払金額を増減し、又は前払金の保証期間を変更させよ

うとするときは、あらかじめ、これに伴う措置を約定しておかなければならな

い。 

４ 【削除】 

  

（部分払） 

第５０条 契約職は、部分払いの定めがある契約において、債務の履行完了前に

検査のうえ、既済部分に対する代価の９０パーセント又は既納部分に対する

契約代金を超えない金額について、部分払をすることができる。ただし、性質

上可分の工事又は製造その他についての請負契約に係る完済部分にあって

は、その完済部分に対する代価の全額まで部分払することができる。 

２ 契約職は、あらかじめ、前項に規定する部分払の限度額、回数その他必要な

事項を約定しておかなければならない。 

 

（契約代金の徴収） 
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第５１条 契約職は、研究所の財産等を売払おうとし、又は貸付けようとする場

合において、徴収すべき契約代金があるときは、当該財産等の引渡前に約定し

た契約代金を支払わせなければならない。ただし、やむを得ない事情があると

認めるとき、又は機械、物件等の貸付けに伴う使用料、損料その他の契約代金

を徴収しようとするときは、相当の期間を定め分割して支払わせることがで

きる。 

２ 前項に規定する契約代金は、理事長の承認があれば後納とすることができ

る。 

３ 第４８条第２項の規定は、第１項の場合に準用する。 

 

第８章 契約の解除及び変更 

 

（契約の解除） 

第５２条 契約職は、契約の相手方が次の各号の一に該当するとき又は研究所

の業務運営上必要があるときは、契約の全部又は一部を解除することができ

るよう約定しておかなければならない。 

 一 契約の相手方の責めに帰すべき事由により、約定期間内若しくは約定期

間経過後相当の期間内に債務を履行する見込みがないとき、又は契約の全

部又は一部に着手しないとき。 

 二 正当な理由により契約の解除を申し出たとき。 

 三 前２号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反により契約の目的を

達することができないと認められるとき。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合において、既済部分又は既納部分が

あるときは、検査に合格したこれらの部分の引渡しを受けるものとする。この

場合における契約代金は、前金払又は部分払がなされている契約を除き当該

引渡部分に相応する契約代金とする。 

 

（違約金の徴収） 

第５３条 契約職は、前条第１項第１号及び同項第３号の規定により契約を解

除したときは、契約の相手方から契約代金の１０パーセントの金額を違約金

として徴収できるよう約定しておかなければならない。この場合において、契

約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供がなされているときは、これら

をもって当該違約金に充当することができるものとする。 

 

（契約の変更） 

第５４条 契約職は、契約内容についての変更の必要があるときは、契約の相手
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方と協議のうえその内容を変更することができる。 

２ 第２２条から第２７条まで及び第３５条の規定は、前項の場合に準用する。 

 

第９章 雑則 

 

（契約事務の適切な実施） 

第５５条 契約事務を行う者は、会計規程に準拠し、善良な管理者の注意をもっ

て職務を遂行しなければならない。 

 

（談合情報） 

第５６条 談合情報を受けた者は、すみやかに理事長に報告を行うものとす

る。 

２ 理事長は、必要に応じて警察等関係機関に対して通知を行うものとする。 

 

（契約台帳） 

第５７条 契約職は、契約を締結したときは、契約台帳に契約件名、金額等を記

するものとする。 

 

（政府調達に関する特例） 

第５８条 政府調達に関する協定（平成７年条約第２３号）の適用を受けるもの

に関する業務の取扱いについては、別に定める。 

 

（長期継続契約） 

第５９条 契約職は、別に定めるところにより、翌年度以降にわたる長期継続契

約を締結することができる。 

 

（この規程の定めにより難い場合の措置） 

第６０条 この規則により難い特別の事由があるときは、その都度、理事長の定

めるところにより、別段の措置をとることができる。 

 

   附 則（平成２７年４月１日規程第３２号） 

 （施行期日） 

第１条 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

（独立行政法人建築研究所契約業務取扱規程の廃止） 

第２条 独立行政法人建築研究所契約業務取扱規程（平成１３年規程第１８号）
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は、廃止する。 

 

   附 則（平成２７年１１月３０日規程第５２号） 

 （施行期日） 

第１条 この規程は、平成２７年１１月３０日から施行する。 

 

   附 則（平成２９年１月１９日規程第９号） 

 （施行期日） 

第１条 この規程は、平成２９年１月１９日から施行する。 

 

   附 則（平成２９年３月２７日規程第２２号） 

 （施行期日） 

第１条 この規程は、平成２９年３月２７日から施行する。 

 

   附 則（平成３０年３月２７日規程第１６号） 

 （施行期日） 

第１条 この規程は、平成３０年３月２７日から施行する。 

 

附  則（令和３年１月２１日規程第１０号） 

この規程は、令和３年２月１日から施行する。 
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第１章 入札及び契約に関する事項 

（総則） 

第１条 国立研究開発法人建築研究所の業務等に係わる入札公告に基づく入札等については、関 

  係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

（契約職等） 

第２条 契約職等  契約職 国立研究開発法人建築研究所 理事長 澤地孝男 

 

（業務内容） 

第３条 (1) 業務件名   

国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務 

        (2) 概要 

仕様書のとおり 

    (3) 履行期間 

            契約締結の翌日から令和１０年 ３月３１日まで 

        (4) 履行場所 

仕様書のとおり 

    (5) 入札方法 

     落札者の決定にあたっては、総合評価落札方式をもって行うので、 

①総合評価のための性能、機能、技術等に関する書類を提出すること。 

②入札金額は、１ヶ月あたりの借入代金を記載すること。なお、落札決定に当たって

は、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を加算した金額

をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札

書に記載すること。 

          ③  本入札は紙入札で実施する。 

     (6) 入札保証金及び契約保証金 免除 

 

（競争参加資格） 

第４条 競争参加資格に関する事項については、民間競争入札実施要項による。 

 

（入札手続き） 

第５条 (1) 入札説明書等の交付方法及び期間 

        ①交付方法 国立研究開発法人建築研究所総務部会計課にて手交する。 

      ②交付期間 令和 4年 8 月 1日から令和 3年 9 月 12 日 まで 

     (2) 入札書、申請書等の提出場所及び契約条項を示す場所 

      〒305-0802 茨城県つくば市立原１番地３ 

      国立研究開発法人建築研究所総務部会計課契約担当 電話番号 029-879-0624 

                              FAX 番号 029-879-0628 

                            電子メール keiyaku@kenken.go.jp 
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       (3) 入札書、申請書等の提出方法  

      持参又は郵送等（配達記録が残るものに限る）によるものとする。 

     (4) 申請書等の提出期限 

          令和 4年 9月 12 日 17 時 00 分(郵送等の場合においても、提出期限を厳守) 

      (5) 郵送等による入札書の提出期限 

      令和 4年 10 月 13 日 17 時 00 分必着 

      (6) 持参による入札書の提出日時 

          下記(8)に記載した開札の日時とする。 

     (7) 開札の場所 

      国立研究開発法人建築研究所総務部会計課入札室（研究本館２階） 

     (8) 開札の日時 

      令和 4年 10 月 14 日 10 時 00 分 

       (9) 質問の受付及び回答 

          ・質問の受付期限 令和 4年 10 月 6 日  17 時 00 分 

      ・質問の提出方法 持参、郵送等（配達記録が残るものに限る）、電子メール又はフ 

            ァクシミリで、(2)の提出場所に送付すること。 

          ・質問の回答期限  令和 4年 10 月 11 日  17 時 00 分 

          ・質問の回答方法 入札参加希望の各社に対して、電子メール又はファクシミリ等で 

            通知する。 

 

 第６条 入札手続き等 

        (1) 入札書の提出方法 

      ① 入札書は別途の様式にて作成し、封筒に入れ封印し、かつ、その封皮に法人の名 

       称又は商号を記載し、また「10 月 14 日開札［国立研究開発法人建築研究所共用計

       算機システム借入及び運用支援業務］の入札書在中」と朱書しなければならない。 

       なお、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。 

      ② 入札者は、その提出した入札書の引替え、変更又は取消しをすることができな

い。 

       (2) 入札の無効 

       本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者、入札者に求  

         められる義務を履行しなかった者又は書類に虚偽の記載をした者の提出した入札書及  

         び技術審査のための書類は無効とする。 

      (3) 入札の延期等 

       入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執行 

          することができない状態にあると認められるときは、当該入札を延期し、又はこれを 

          取り止めることがある。 

     (4) 代理人による入札 

      ① 代理人が入札する場合には、入札書に競争参加資格者の氏名、名称又は商号、代

      理人であることの表示、及び当該代理人の氏名を記入して押印（外国人の署名を含

      む）をしておくとともに、開札時までに委任状を提出しなければならない。 



【機密性２情報】 

4 
 

          ② 入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について、他の入札者の代理人を

      兼ねることはできない。 

     (5) 開札  

          ① 開札は、入札者又はその代理人を立ち合わせて行う。ただし、入札者又はその代

      理人が立ち合わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち合わせて行う。 

          ②  入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することができ

      ない。 

          ③ 入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求

      めに応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状を

      提示しなければならない。 

          ④ 入札者又はその代理人は、契約職又はその補助者が特にやむを得ない事情がある

      と認めた場合のほか、開札場を退場することができない。 

      ⑤ 開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制限

      に達した価格の入札がないときは、再度の入札を行う。ただし、原則として、入札

      回数は２回を限度とする。 

      (6)  入札執行時に再度の入札書を提出する場合、入札者又はその代理人が立ち会わない 

          場合は、再度の入札を辞退したものとみなす。 

       (7)  低入札調査の有無  有 

       (8)  入札説明会の有無  有 

     (9)  入札にかかる費用 

          本入札の参加に要する費用は、全て入札参加希望者の負担とする。 

     (10) 入札金額内訳の提出  不要 

     (11)  その他 

       当所の審査において申請書等が不合格となった場合は、本入札に参加することがで 

          きない。その場合は、書面により通知する。 

 

（その他） 

第７条   (1) 契約手続に使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 入札者に要求される事項 

          この一般競争に参加を希望する者は、封印した入札書を、本入札説明書第５条(5)又

は(6)の入札書の受領期限までに提出しなければならない。また、開札日の前日までの

間において、契約職等から別紙－１に記載された競争参加資格を有することを証明す

る書類に関し説明を求められた場合には、それに応じなければならない。 

     (3) 総合評価のための書類 

① 総合評価のための書類は別紙－1の様式により作成する。 

② 資料等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

③ 契約職等は、提出された書類を競争参加資格の確認及び総合評価の実施以外に提

出者に無断で使用しない。 

④ 一旦受領した書類は返却しない。 

⑤ 一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。 
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⑥ 入札者が自己に有利な得点を得ることを目的として虚偽又は不正の記載をしたと

判断される場合には、評価の対象としない。 

     (4) 落札者の決定方法 

① 本条(2) に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入札者であって、本入札

説明書第４条の競争参加資格を全て満たし、本入札説明書の要求要件を全て満た

し、当該入札者の入札価格が国立研究開発法人建築研究所契約事務取扱規程第２６

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、入札説明書において明

らかにした性能等の要求要件のうち、必須とした項目の最低限の要求要件を全て満

たしている入札者の中から、契約職が入札説明書で定める総合評価の方法をもって

落札者を定めるものとする。 

 ② 落札となるべき者が２人以上あるときは、直ちに、当該入札者にくじを引かせ、

落札者を決定するものとする。また、入札者又はその代理人が直接くじを引くこと

ができないときは、入札執行事務に関係のない職員が代わってくじを引き落札者を

決定するものとする。 

     (5) 契約書の作成 

① 契約にあたって使用する契約書は、別冊「契約書（案）」によるものとし、競争

入札を執行し、契約の相手方を決定したときには、遅滞なく契約書を取り交すもの

とする。 

② 契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、落

札者が契約書の案に記名押印し、更に契約職等が当該契約書の案の送付を受けてこ

れに記名押印するものとする。 

     ③ 上記②の場合において、契約職等が記名押印したときは、当該契約書の１通を契

約の相手方に送付するものとする。 

     ④ 契約職等が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定し

ないものとする。 

     （6）支払条件 

      別冊「契約書（案）」のとおりとする。  

 

第２章 技術に関する事項 

（業務の内容） 

第８条  (1) 本業務の仕様 別冊「仕様書」のとおりとする。  

(2) 仕様書に関して質問がある場合は、第５条(9)により質問することができる。 

 なお、質問がある場合は、持参、郵送等（配達記録が残るものに限る）、電子メール

又はファクシミリによることとする。 

 

（総合評価に関する事項） 

第９条 (1)評価項目 

総合評価落札方式適用において評価対象となる項目は、別添の「提案書総合評価基

準」で明示された評価項目に基づいて行われる。 

(2)必須とする項目とそれ以外の項目 
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必須とする項目については、提案書総合評価基準及び別紙仕様書によって示される最

低限の要求要件を全て満たしているか否かを判定し、満たしていないものについては

不合格とする。また、必須とする項目で、要求要件を超える部分の評価項目及び必須

とする項目以外の項目については提案書総合評価基準に基づき項目ごと評価する。 

(3)得点配分 

 配分方法は、「提案書総合評価基準」に規定された配分方法によって行うものとする。 

(4)評価方法 

 ① 必須とする項目については、(2)で示す必須とする項目の要件を全て満たした場合

においては、(3)で示される得点配分にしたがい基礎点が与えられる。 

 ② 必須とする項目で要求要件を超える評価項目及び必須とする項目以外の項目につい

ては、提出された総合評価に関する資料に基づき、評価基準によって(3)で示される

得点配分にしたがい加点が与えられる。 

 ③ ①と②を加えた入札者の技術点と入札者の価格点｛１－（入札価格／予定価格）×

５００｝の合計した数値により評価する。 

 

第３章 検査等 

 

（検査等） 

第 10 条  (1) 落札者が入札書とともに提出した本業務に関する資料の内容は、仕様書と同様にて

完了検査等の対象とする。 

 (2) 納入検査終了後、当該調達物品等を使用している期間中において、落札者が提出し

た仕様等に関する書類について虚偽の記載があることが判明した場合には、落札者に

対し損害賠償等を求めることがある。 

 (3) 調達物品等の検査方法等については、別冊「契約書（案）」及び別紙調達仕様書等

に定めるところによる。 

  

（その他） 

第 11 条  上記第１章によるもののほか、この一般競争入札を行う場合において了知し、かつ遵守

   すべき事項は、「国立研究開発法人建築研究所競争契約入札心得」（ＨＰ閲覧）による。 

    ２ 入札者又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用については、全て当該入札者又 

  は当該契約の相手方が負担するものとする。                             

  ３ その他入札書等の注意事項 

(1) 入札書等の件名は入札書の雛形と同じ件名を記載すること。 

(2) 入札書等の日付は、入札書の提出日を記載すること。 

(3) 入札書は必ず封印して提出すること。 

(4) 公的研究費の不正防止にかかる誓約書を提出していない場合は、下記からダウンロ

ードのうえ、別紙－１の申請書に添付し提出すること。 

建築研究所ホームページ→発注情報→公的研究費の不正使用等防止に係る「誓約書」

提出のお願い 

https://www.kenken.go.jp/index.html 
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（契約に係る情報の公表） 

 国立研究開発法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」

（平成２２年１２月７日閣議決定）において、国立研究開発法人と一定の関係を有する法人と契

約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について情報を

公開するなどの取組を進めるとされているところです。 

 これに基づき、以下のとおり、当研究所との関係に係る情報を当研究所のホームページで公表

することとしますので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、応札若しくは

応募又は契約の締結を行っていただくよう御理解と御協力をお願いいたします。 

 なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさせていただ

きますので、ご了知願います。 

 

（１）公表の対象となる契約先 

   次のいずれにも該当する契約先 

  ① 当研究所において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は課長相 

  当職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等として再就職して  

 いること 

  ② 当研究所との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めていること 

  ※ 予定価格が一定の金額を超えない契約や光熱水費の支出に係る契約等は対象外 

 

（２）公表する情報 

   上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、契約締結  

 日、契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表します。 

  ① 当研究所の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当研究所ＯＢ）の人数、職名及び 

  当研究所における最終職名 

  ② 当研究所との間の取引高 

  ③ 総売上高又は事業収入に占める当研究所との間の取引高の割合が、次の区分のいずれ 

  かに該当する旨 

    ３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上 

  ④ 一者応札又は一者応募である場合はその旨 

 

（３）当方に提供していただく情報 

  ① 契約締結日時点で在職している当研究所ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び当研 

  究所における最終職名等） 

  ② 直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当研究所との間の取引高 

 

（４）公表日 

  契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内（４月に締結した契約については原 

則として９３日以内） 
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 別紙－１ 

 

               総合評価技術審査申請書 

 

                          令和  年  月  日 

 契約職 

 国立研究開発法人建築研究所 

   理事長 澤 地 孝 男 殿 

 

                   住所 

                   商号又は名称 

                   代表者氏名               

 

  令和4年8月1日付けで入札公告のありました「国立研究開発法人建築研究所共用計算 機シ

ステム借入及び運用支援業務」に係る総合評価技術審査資料について、以下の書類を 添えて

申請します。なお、当該契約を締結する能力を有しないもの及び破産者で復権を得ない者でな

いこと並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

 １ 令和04･05･06度の競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」にかかる登録通知書

の写し 

 ２ 法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（直近のもの） 

 ３ 参加表明者（企業）に必要な認証等及び業務実績 

                    

 ※  連絡先 

      担当者 ：                                 

     所属 ： 

     電話番号 ： 

          ＦＡＸ番号  ： 

          Ｅ－ＭＡＩＬ  ：   

                                      ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。 

                          （連絡先は２以上記載すること） 

                          本件責任者（会社名・部署名・氏名）：       

                            担当者（会社名・部署名・氏名）：       

                                  連絡先１：            

                                  連絡先２：            
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質 問 書 

 

（国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務） 

(株)○○○○○○      

 

質問事項 

 

回  答 
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入  札  書 

 

 

 

           ￥                                  

 

 

ただし、国立研究開発法人建築研究所共用計算機システム借入及び運用支援業務 

               

 

 

 

         国立研究開発法人建築研究所競争契約入札心得及び入札実施要領等を承諾の上、 

     入札します。 

 

 

    令和  年  月  日 

 

 

                 住所                     
 
                 商号又は名称                 
 
                 代表者氏名               

 

 

  契約職 
 

国立研究開発法人建築研究所 
 
    理事長 澤 地 孝 男  殿 

 

            ※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。 

                          （連絡先は２以上記載すること） 

                          本件責任者（会社名・部署名・氏名）：       

                            担当者（会社名・部署名・氏名）：       

                                  連絡先１：            

                                  連絡先２：            
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委 任 状 

 

 

                                                  令和  年  月  日 

  契約職 

 国立研究開発法人建築研究所 

 理事長 澤地 孝男  殿 

 

 

 

       委 任 者     住所 

                         会社名                            印 

                         代表者名 

 

 

 

 

 

      私は次の者を代理人と定め、入札に関して下記事項の権限を委任します。 

 

 

 

       受 任 者     住所 

                         会社名                            印 

                         氏  名 

 

 

 

      委 任 事 項     入札書、見積書に関する一切の件 

 

 

 

 

 

 



項 フォルダ 文書

1 要件定義書 要件定義書（見出し）

1-1 要件定義書（システム基礎/詳細編）

2 基本設計書 基本設計書（見出し）

2-1 基本設計書

2-2 ネットワーク構成図

2-3 ネットワーク物理配線図

2-4 ラック搭載図・電源接続図

3 詳細設計書 詳細設計書（見出し）

3-1 外部ネットワークサービスサーバシステム詳細設計書

3-2 WEBアプリケーションファイアウォールシステム詳細設計書

3-3 スパム対策システム詳細設計書

3-4 ウイルスチェックサーバシステム詳細設計書

3-5 WEBコンテンツフィルタシステム詳細設計書

3-6 内部ネットワークサービスサーバシステム詳細設計書

3-7 メールサーバシステム詳細設計書

3-8 ネットワーク監視サーバシステム詳細設計書

3-9 クライアントウイルス対策サーバシステム詳細設計書

3-10 メーリングリストサーバ兼グループウェアサーバーシステム詳細設計書

3-11 mailman各メーリングリスト設定

3-12 仮想化管理兼バックアップサーバシステム詳細設計書

3-13 NetBackupシステム詳細設計書

3-14 バックアップスケジュール

3-15 仮想化基盤サーバ詳細設計書

3-16 仮想化基盤サーバ用ストゼージシステム詳細設計書

3-17 ファイアウォールサーバ装置システム詳細設計書

3-18 基幹ネットワーク接続用スイッチングハブシステム詳細設計書

3-19 外部接続用スイッチングハブシステム詳細設計書

3-20 行政WAN接続用スイッチングハブシステム詳細設計書

3-21 DMZ接続用スイッチングハブシステム詳細設計書

3-22 リソース監視サーバシステム詳細設計書

3-23 別紙サービスの一覧

3-24 別紙パーソナルファイアウォール設定

4 運用設計書 運用設計書（見出し）

4-1 構成管理台帳（IPアドレス）

4-2 構成管理台帳（サーバー）

4-3 構成管理台帳（ソフトウェア）

4-3 不正PC接続対策システム　装置一覧

5 各ハードウェア、ソフトウェア設定報告書 各ハードウェア、ソフトウェア設定報告書（見出し）

5-1 設定報告書

6 動作試験仕様書 動作試験仕様書（見出し）

件名：共用計算機システム借入業務調達



項 フォルダ 文書

6-1
システムテスト仕様書兼報告書（RX2530仮想基盤サーバ＆

VMware）

6-2 システムテスト仕様書兼報告書（ネットワークスイッチ）

6-3 システムテスト仕様書兼報告書（ファイアウォール）

6-4
システムテスト仕様書兼報告書（仮想WEBアプリケーションファイアウォール

サーバ）

6-5
システムテスト仕様書兼報告書（仮想WEBコンテンツフィルタリングシステム

サーバ）

6-6 システムテスト仕様書兼報告書（仮想ウイルスチェックサーバ）

6-7 システムテスト仕様書兼報告書（仮想クライアントウイルス対策サーバ）

6-8 システムテスト仕様書兼報告書（仮想スパム対策サーバ）

6-9 システムテスト仕様書兼報告書（仮想ネットワーク監視サーバ）

6-10
システムテスト仕様書兼報告書（仮想メーリングリストサーバー兼グループ

ウェアサーバ）

6-11 システムテスト仕様書兼報告書（仮想メールサーバ）

6-12 システムテスト仕様書兼報告書（仮想外部ネットワークサービスサーバ）

6-13 システムテスト仕様書兼報告書（仮想内部ネットワークサービスサーバ）

6-14 システムテスト仕様書兼報告書（仮想化基盤管理兼バックアップサーバ）

6-15 システムテスト仕様書兼報告書（仮想基盤用ストレージ）

6-16 システムテスト仕様書兼報告書（セキュリティ）

6-17 システムテスト仕様書兼報告書（仮想リソース監視サーバシステム）

6-18 単体テスト仕様書兼報告書（RX2530仮想基盤サーバー＆VMware）

6-19 単体テスト仕様書兼報告書（ネットワークスイッチ）

6-20 単体テスト仕様書兼報告書（ファイアウォール）

6-21
単体テスト仕様書兼報告書（仮想WEBアプリケーションファイアウォール

サーバ）

6-22
単体テスト仕様書兼報告書（仮想WEBコンテンツフィルタリングシステム

サーバ）

6-23 単体テスト仕様書兼報告書（仮想ウイルスチェックサーバ）

6-24 単体テスト仕様書兼報告書（仮想クライアントウイルス対策サーバ）

6-25 単体テスト仕様書兼報告書（仮想スパム対策サーバ）

6-26 単体テスト仕様書兼報告書（仮想ネットワーク監視サーバ）

6-27
単体テスト仕様書兼報告書（仮想メーリングリストサーバー兼グループウェア

サーバ）

6-28 単体テスト仕様書兼報告書（仮想メールサーバ）

6-29 単体テスト仕様書兼報告書（仮想外部ネットワークサービスサーバ）

6-30 単体テスト仕様書兼報告書（仮想内部ネットワークサービスサーバ）

6-31 単体テスト仕様書兼報告書（管理兼バックアップサーバ）

6-32 単体テスト仕様書兼報告書（仮想基盤用ストレージ）

6-33 単体テスト仕様書兼報告書（仮想リソース監視サーバ）



項 フォルダ 文書

7 動作試験成績書 動作試験成績書（見出し）

7-1
システムテスト仕様書兼報告書（RX2530仮想基盤サーバ＆

VMware）

7-2 システムテスト仕様書兼報告書（ネットワークスイッチ）

7-3 システムテスト仕様書兼報告書（ファイアウォール）

7-4
システムテスト仕様書兼報告書（仮想WEBアプリケーションファイアウォール

サーバ）

7-5
システムテスト仕様書兼報告書（仮想WEBコンテンツフィルタリングシステム

サーバ）

7-6 システムテスト仕様書兼報告書（仮想ウイルスチェックサーバ）

7-7 システムテスト仕様書兼報告書（仮想クライアントウイルス対策サーバ）

7-8 システムテスト仕様書兼報告書（仮想スパム対策サーバ）

7-9 システムテスト仕様書兼報告書（仮想ネットワーク監視サーバー）

7-10
システムテスト仕様書兼報告書（仮想メーリングリストサーバー兼グループ

ウェアサーバー）

7-11 システムテスト仕様書兼報告書（仮想メールサーバー）

7-12 システムテスト仕様書兼報告書（仮想外部ネットワークサービスサーバ）

7-13 システムテスト仕様書兼報告書（仮想内部ネットワークサービスサーバ）

7-14 システムテスト仕様書兼報告書（仮想化基盤管理兼バックアップサーバ）

7-15 システムテスト仕様書兼報告書（仮想基盤用ストレージ）

7-16 システムテスト仕様書兼報告書（セキュリティ）

7-17 システムテスト仕様書兼報告書（仮想リソース監視サーバシステム）

7-18 単体テスト仕様書兼報告書（RX2530仮想基盤サーバ＆VMware）

7-19 単体テスト仕様書兼報告書（ネットワークスイッチ）

7-20 単体テスト仕様書兼報告書（ファイアウォール）

7-21
単体テスト仕様書兼報告書（仮想WEBアプリケーションファイアウォール

サーバ）

7-22
単体テスト仕様書兼報告書（仮想WEBコンテンツフィルタリングシステム

サーバ）

7-23 単体テスト仕様書兼報告書（仮想ウイルスチェックサーバ）

7-24 単体テスト仕様書兼報告書（仮想クライアントウイルス対策サーバ）

7-25 単体テスト仕様書兼報告書（仮想スパム対策サーバ）

7-26 単体テスト仕様書兼報告書（仮想ネットワーク監視サーバ）

7-27
単体テスト仕様書兼報告書（仮想メーリングリストサーバー兼グループウェア

サーバ）

7-28 単体テスト仕様書兼報告書（仮想メールサーバ）

7-29 単体テスト仕様書兼報告書（仮想外部ネットワークサービスサーバ）

7-30 単体テスト仕様書兼報告書（仮想内部ネットワークサービスサーバ）

7-31 単体テスト仕様書兼報告書（仮想化基盤管理兼バックアップサーバ）

7-32 単体テスト仕様書兼報告書（仮想基盤用ストレージ）

7-33 単体テスト仕様書兼報告書（仮想リソース監視サーバシステム）
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